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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２１年３月１２日（木）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　午後　５時１４分　散会

１．場所

大会議室

１．出席委員
委 員 長 野口　博  副委員長 川端福江  委　　員 三好義治
委　　員 弘　　豊 委　　員 山本善信  委　　員 三宅秀明

１．欠席委員
なし

１．説明のため出席した者
市　長　森山一正 副市長　小野吉孝
市長公室長　寺田正一 同室次長　有山　泉 同室参事　吉田和生
同室参事兼人権室長兼人権推進課長　藤原堅太郎 秘書課長　井口久和
同課参事　橋本英樹 人事課長　山本和憲 同課参事　石原幸一郎
政策推進課長　山口　猛 同課参事　小矢田博子 同課参事　北野人士
同課参事　工藤正巳 人権室人権推進課参事　林　彰彦
人権室女性政策課長　牛渡長子
総務部長　奥村良夫 同部次長兼総務防災課長　杉本正彦
同部参事兼財政課長　宮部善隆　　同部参事兼市民税課長　寺本敏彦
総務防災課参事　小原幹雄 法制文書課長　奥　幸市 情報政策課長　東角泰典
市民税課参事　柳瀬順一 固定資産税課長　入倉修二 同課参事　中西利之
納税課長　布川　博 同課参事　高元譲二 工事検査室長　角田猛志
同室参事　亀尾　豊
会計管理者　小寺芳政 会計室長　寺西義隆
監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　南野邦博
同局次長　豊田拓夫
消防長　石田喜好 消防本部次長兼消防署長　浜崎健児
同本部参事兼総務課長　北居　一　同課参事　明原　修 予防課長　森　一男
警備第１課長　本山　勝 同課参事　熊野　誠 警備第２課長　樋上繁昭

　　同課参事　納屋浩二

１．出席した議会事務局職員
事務局次長　野杁雄三 同局参事　池上　彰

１．審査案件（審査順）
議案第　１号　平成２１年度摂津市一般会計予算所管分
議案第１０号　平成２０年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分
議案第３０号　平成２０年度摂津市一般会計補正予算（第５号）
議案第　５号　平成２１年度摂津市財産区財産特別会計予算
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議案第１９号　摂津市職員の厚生制度に関する条例及び一般職の職員の給与に関する
条例の一部を改正する条例制定の件

議案第２０号　一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前１０時　開会）

○野口博委員長　皆さん、おはようござ

います。

　ただいまから総務常任委員会を開会い

たします。

　最初に理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　年度末、何かとお忙しいところ、きょ

うは総務常任委員会をお持ちいただきま

して、大変ご苦労さまでございます。

　本日は、平成２１年度の一般会計の予

算（所管分）外５件のご審議をいただく

ことになりますけれども、何とぞ慎重審

査の上、ご可決賜りますようよろしくお

願い申し上げます。

　いったん退席いたしますが、どうぞ最

後までよろしくお願いいたします。

○野口博委員長　あいさつが終わりまし

た。

　本日の委員会記録署名委員は、山本善

信委員を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しています案のとおり行うことにご

異議ありませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　異議なしと認め、その

ように決定いたします。

　暫時休憩します。

　　　（午前１０時１分　休憩）　　　

（午前１０時２分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第１号所管分、議案第１０号所管

分及び議案第３０号の審査を行います。

　本３件のうち、議案第３０号について

は補足説明を省略し、議案第１号所管分

及び議案第１０号所管分について補足説

明を求めます。

　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、議案第１号、

平成２１年度摂津市一般会計当初予算の

うち、総務部等に係る部分につきまして、

目を追って主なものの補足説明をさせて

いただきます。

　まず、歳入でございますが、２０ペー

ジ、款１、市税、項１、市民税、目１、

個人は、前年度に比べ２，５００万円の

減となっております。これは景気後退に

よる給与収入総額の減少などにより、個

人市民税の減額が見込まれるものでござ

います。目２、法人は、前年度に比べ８

億９，４００万円の減となっております。

これは個人市民税と同様、景気後退によ

り市内企業の収益減少が見込まれること

により、法人税割が減額となるものでご

ざいます。項２、固定資産税、目１、固

定資産税は、前年度に比べ１億３，３０

０万円の減となっております。これは評

価がえによる家屋の減額や新規設備投資

の減少見込みによる償却資産の減額など

によるものでございます。目２、国有資

産等所在市町村交付金及び納付金は、前

年度と同額を計上いたしております。項

３、軽自動車税は、前年度に比べ４０万

円の減となっております。

　２２ページ、項４、市たばこ税は、前

年度に比べ２，０００万円の増となって

おります。項５、都市計画税は、前年度

に比べ１,９００万円の減となっており

ます。これは、評価がえによる家屋の減

額によるものでございます。款２、地方

譲与税、項１、地方揮発油譲与税は、２，

９００万円を計上いたしております。こ

れは、地方道路譲与税法等が地方揮発油

譲与税法等に改正、施行されることによ

り、地方道路譲与税に変わり、一般財源

として地方揮発油譲与税が譲与されるも

のでございます。項２、自動車重量譲与

税は、前年度に比べ１，２００万円の減

となっております。
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　２４ページ、項３、地方道路譲与税は

前年度に比べ３，３００万円の減となっ

ております。さきにご説明申し上げまし

た改正法が４月から施行されるため、３

月課税分までは地方道路譲与税として譲

与されるものでございます。款３、利子

割交付金は、前年度に比べ４００万円の

減となっております。款４、配当割交付

金は、前年度に比べ５，３００万円の減

となっております。款５、株式等譲渡所

得割交付金は、前年度に比べ、３，６０

０万円の減となっております。

　２６ページ、款６、地方消費税交付金

は、前年度に比べ８,０００万円の増と

なっております。款７、ゴルフ場利用税

交付金は、前年度と同額を計上いたして

おります。款８、自動車取得税交付金、

項１、自動車取得税交付金、目１、自動

車取得税交付金は、前年度に比べ６，５

００万円の減となっております。目２、

旧法による自動車取得税交付金は１，０

００円を計上いたしております。これは

地方道路譲与税と同様、地方税法が改正

され、４月１日に施行される予定であり、

施行前に収入される３月分の自動車取得

税に係る清算分について交付が見込まれ

るものでございます。款９、地方特例交

付金、項１、地方特例交付金は、前年度

に比べ２，０００万円の増となっており

ます。これは、税制改正に伴い減収が見

込まれる自動車取得税交付金に係る減収

補てん分の増額などによるものでござい

ます。

　２８ページ、項２、特別交付金は前年

度と同額を計上いたしております。款１

０、地方交付税は、前年度に比べ７，２

５０万円の減となっております。これは、

普通交付税の算定において基準財政収入

額が基準財政需要額を大幅に上回り、こ

れに伴って特別交付税の減額が見込まれ

ることによるものでございます。款１１、

交通安全対策特別交付金は、前年度に比

べ１００万円の増となっております。

　３０ページ、款１３、使用料及び手数

料、項１、使用料、目１、総務使用料は、

庁舎施設等使用料を、また３４ページ、

項２、手数料、目１、総務手数料では、

税務諸証明手数料及び税務督促手数料を

計上いたしております。

　続きまして、４４ページをごらんいた

だきたいと存じます。款１５、府支出金、

項２、府補助金、目１、総務費府補助金

では、総合相談事業交付金を計上いたし

ております。

　次に、５０ページをごらんいただきた

いと思います。款１５、府支出金、項３、

委託金、目１、総務費委託金では、府税

徴収事務委託金を計上いたしております。

　５２ページ、款１６、財産収入、項１、

財産運用収入、目１、財産貸付収入は、

土地貸付収入を計上いたしております。

目２、利子及び配当金は、各種基金利子

を計上いたしております。

　５４ページ、款１７、寄附金は前年度

と同額を計上いたしております。款１８、

繰入金、項１、特別会計繰入金、目１、

財産区財産特別会計繰入金は、前年度に

比べ３８万４，０００円の増となってお

ります。項２、基金繰入金、目１、財政

調整基金繰入金は、前年度に比べ２億１，

９９０万円の増となっております。目２、

公共施設整備基金繰入金は、前年度に比

べ６，１００万円の増となっており、南

千里丘まちづくり事業などの財源として

計上いたしております。

　５６ページ、款１９、諸収入、項１、

延滞金、加算金及び過料、目１、延滞金

は、前年度と同額を計上いたしておりま

す。項２、市預金利子、目１、市預金利

子は、前年度に比べ１５０万円の増となっ
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ております。項３、貸付金元利収入、目

３、家屋被害復旧資金貸付金元金収入は、

前年度に比べ５８万９，０００円の増と

なっております。

　５８ページ、項４、雑入、目１、滞納

処分費は、前年度に比べ２万８，０００

円の増となっております。目２、雑入で

は、財政課分として、大阪府市町村振興

協会交付金を、総務防災課分として水道

事業会計からの収入などを計上いたして

おります。

　続きまして６２ページをごらんいただ

きたいと存じます。款２０、市債は、前

年度に比べ１１億２３０万円の減となっ

ております。また、借換債を除く実質ベー

スでは８億４１０万円の増となっており

ますが、新規市債発行予定額は元金償還

額以内に抑制いたしております。本年度

発行予定の市債といたしましては、目１、

民生債は、民間保育所施設整備補助事業

債及び借換債など。目２、土木債は、南

千里丘まちづくり整備事業債、千里丘南

千里丘線歩道拡幅事業債、市道千里丘２

３号線改良事業債及び借換債、目３、消

防債は、消防施設整備事業債、目４、教

育債は、小学校給食調理場改善事業債、

中学校学習環境整備事業債及び借換債、

目５、臨時財政対策債は、臨時財政対策

債。目６、退職手当債は、退職手当債と

なっております。借換債以外の借り入れ

限度額及び借り入れ方法などにつきまし

ては、９ページの第３表地方債に記載の

とおりでございます。

　続きまして、歳出につきましてご説明

申し上げますので、６８ページをごらん

いただきたいと存じます。

　款２、総務費、項１、総務管理費、目

１、一般管理費につきましては７２ペー

ジまで記載のとおり、そのほとんどが事

務執行経費でございます。目２、文書広

報費は、文書の郵送や印刷などに係る経

費を計上いたしております。

　７４ページ、目３、会計管理費は、会

計室に係る事務執行経費を計上いたして

おります。目４、財産管理費は、庁舎や

集会所に係る維持管理経費などを計上い

たしております。

　７６ページ、目５、車両管理費は、公

用車両の事故に係る賠償金を計上いたし

ております。

　７８ページ、目１０、電子計算費は、

庁内の電子計算処理経費を計上いたして

おります。

　８４ページ、目１７、財産調整基金費。

　８６ページ、目１８、公共施設整備基

金費、目１９、減債基金費は、それぞれ

の基金利子を積み立てるものでございま

す。項２、徴税費、目１、税務総務費及

び８８ページ、目２、賦課徴収費につき

ましては、税務事務に係る執行経費を計

上いたしております。

　続きまして、１６６ページをごらんい

ただきたいと存じます。

　款８、消防費、項１、消防費、目４、

災害対策費は、新型インフルエンザ対策

用品などの各種備蓄物品や防災演習など

に係る経費を計上いたしております。

　次に、２００ページをごらんいただき

たいと存じます。款１０、公債費、項１、

公債費、目１、元金は、前年度に比べ２

０億９，１０７万円の減となっておりま

す。なお、借換債を除く元金償還金は前

年度に比べ１億８，４６７万円の減となっ

ております。目２、利子は、前年度に比

べ３，８００万４,０００円の減となっ

ております。

　２０２ページ、款１２、予備費は、前

年度と同額を計上いたしております。

　以上、平成２１年度摂津市一般会計当

初予算の補足説明とさせていただきます。

－5－



　続きまして、議案第１０号、平成２０

年度摂津市一般会計補正予算（第４号）

のうち、総務部等の所管する事項につき

まして、補足説明をさせていただきます。

　まず、１０ページの第５表、地方債の

補正追加分の減収補填債につきましては、

法人市民税の減収見込みに伴い、起債同

意が見込まれるものでございます。

　１１ページ、変更分の南千里丘まちづ

くり整備事業債につきましては、平成２

０年度分のまちづくり交付金が増額交付

の見込みとなったことにより、起債の限

度額を変更いたすものでございます。

　次に、歳入につきましてご説明申し上

げます。

　１４ページ、款１、市税、項１、市民

税、目２、法人は、４億５，０００万円

の減額で、景気後退による企業収益の減

収により、法人税割が当初見込み額より

減少したことによるものでございます。

款９、地方特例交付金、項２、特別交付

金、目１、特別交付金は、３８万７，０

００円の増額で、交付額の確定により増

額いたすものでございます。

　１９ページ、款１６、財産収入、項１、

財産運用収入、目２、利子及び配当金は、

５４２万９,０００円の増額で、財政調

整基金などの利子がほぼ確定したことに

よるものでございます。款１７、寄附金、

項１、寄附金、目１、寄附金では、ふる

さと納税制度による寄附金などにより、

一般寄附金５８８万６，０００円を増額

いたしております。

　２０ページ、款１９、諸収入、項２、

市預金利子、目１、市預金利子では、４

５０万円の増額で、利子がほぼ確定した

ことによるものでございます。項４、雑

入、目２、雑入では、大阪府市町村振興

協会交付金３６万４,０００円を減額し

たほか、大阪府市町村振興協会特別助成

金６４０万４，０００円、契約不履行違

約金８５万１，０００円を新たに計上い

たしております。

　２１ページ、款２０、市債、項１、市

債は、法人市民税減収見込みにより新た

に起債同意が見込まれるもの及び交付金

の増額交付に伴う起債限度額の変更を計

上いたしております。

　続きまして歳出でございますが、今回

補正をお願いいたします予算のうち、減

額補正につきましては事業費を精査し、

経費の節減に努める中で、決算を見込め

る不用額について減額いたしたものでご

ざいます。これら減額補正につきまして

は、２３ページから２６ページまでの款

２、総務費、項１、総務管理費、目１、

一般管理費。

　２６ページ、目２、文書広報費。

　２７ページ、目３、会計管理費、目４、

財産管理費。

　３０ページ、目１０、電子計算費。

　３４ページ、項２、徴税費。

　６２ページ、款８、消防費、項１、消

防費、目４、災害対策費。

　７４ページ、款１０、公債費、項１、

公債費において計上いたしております。

　次に、今回増額補正いたしております

項目につきましてご説明申し上げますの

で、２６ページをごらんいただきたいと

存じます。

　款２、総務費、項１、総務管理費、目

１、一般管理費では、土地開発公社補給

金１億３３３万４，０００円を増額いた

しております。これは、市の先行取得依

頼により土地開発公社が所有しておりま

した鑑定価格５，００６万２，５４０円

の区画整理事業代替地を７，６００万円

で売却いたしましたが、この売却額と公

社簿価１億７，９３３万３，８８１円の

差損分について、公社へ補給するもので
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ございます。

　次に３２ページ、目１７、財政調整基

金費は３億８，５８８万６，０００円を

増額いたしております。これは利子相当

分の増額や今回の補正財源を調整するた

めの増額のほか、ふるさと納税制度によ

る寄附金等を財政調整基金へ積み立てる

ものでございます。

　そのほか、各基金の利子相当分につい

て３３ページ、目１８、公共施設整備基

金費で、公共施設整備基金積立金を。目

１９、減債基金費で減債基金積立金を、

目２０、都市開発基金費で都市開発基金

積立金をそれぞれ計上いたしております。

　以上、平成２０年度摂津市一般会計補

正予算（第４号）の内容補足説明とさせ

ていただきます。

○野口博委員長　続きまして、寺田市長

公室長。

○寺田市長公室長　それでは、議案第１

号、平成２１年度摂津市一般会計当初予

算のうち、市長公室に係る部分につきま

して、目を追って主なものについて補足

説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、一般会計

当初予算書の３０ページ、款１３、使用

料及び手数料、項１、使用料、目１、総

務使用料では、男女共同参画センター使

用料を計上いたしております。

　４２ページ、款１４、国庫支出金、項

３、委託金、目１、総務費委託金では、

経済センサス工業統計調査など、各種機

関統計調査の実施に係る統計調査費委託

金を計上いたしております。

　４４ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目１、総務費府補助金では、

人権問題啓発推進についての相談業務に

係る人権相談事務費等に対する総合相談

事業交付金を計上いたしております。な

お、この交付金は従来個別の補助金であっ

たものが、大阪府において他の相談事業

と統合し、パッケージ化されたものでご

ざいます。

　５０ページ、款１５、府支出金、項３、

委託金、目１、総務費委託金では、人権

啓発の事業に係る人権啓発活動委託金を

計上いたしております。

　５８ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目２、雑入では、広報紙及びホー

ムページの広告掲載料や退職者の水道部

での在職期間に応じ、水道事業会計から

収入する退職手当水道事業会計負担金な

どを計上いたしております。

　次に、歳出でございますが、６８ペー

ジ、款２、総務費、項１、総務管理費、

目１、一般管理費では、秘書業務を初め

とする各課にかかわります事務執行経費

のほか、人事課で所管しております職員

研修、労働安全衛生、職員健康管理、職

員厚生会関係などの予算を計上いたして

おります。

　７２ページ、目２、文書広報費では、

広報せっつの編集、発行、配付に係る経

費のほか、ホームページの管理運営に係

る経費などを計上いたしております。

　７６ページ、目６、企画費では、第４

次総合計画策定に係る経費、市域のコミュ

ニティ施設の配置及び機能等の検討に要

する経費のほか、政策推進課に係る事務

経費を計上いたしております。前年度に

比較して、４７２万６,０００円の増額

となっておりますが、この主な要因は第

４次総合計画策定に係る審議会委員報酬

などの経費を新たに計上したことによる

ものでございます。

　８０ページ、目１２、女性政策費では、

男女共同参画社会を目指すための経費な

どを計上いたしております。なお、本年

度は摂津女性プランの計画中間年に当た

りますことから、懇話会の開催回数をふ
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やし、計画の検証をすることといたして

おります。目１３、男女共同参画センター

費では、男女共同参画センター管理運営

のほか、相談業務や講座開催に要する経

費などを計上いたしております。

　８４ページ、目１６、諸費においては、

人権啓発推進事業、平和事業の経費など

を計上いたしております。人件費に係り

ます予算につきましては、２０６ページ、

給与費明細書をご参照ください。

　平成２１年度当初予算の給与費は、特

別職に係る予算として、４億２，０４０

万６,０００円、一般職に係る予算とし

て６８億１，５３７万１,０００円、総

額７２億３，５７７万７，０００円を計

上いたしております。前年度当初予算と

比較いたしますと６．２％、４億２，０

９９万７,０００円の増額となっており

ます。これらの給与費の関係予算は、そ

れぞれの予算科目において計上いたして

おりますが、それぞれの合計は、報酬が

２億９,６５０万６,０００円、給料が２

６億８，４９７万７,０００円、職員手

当が３２億８，９０４万８,０００円、

共済費が９億６，５２４万６,０００円

となっております。

　次に、一般職の給与費の主な増減額に

ついてご説明を申し上げます。

　給与費全体では、４億２，２８２万９，

０００円の増額となっております。この

要因は、給料で５，０８８万２，０００

円の減額となったものの、職員手当で３

億５，７５０万円、共済費で１億１，６

２１万１，０００円の増額となったこと

によるものでございます。また、それぞ

れの内訳といたしましては、給料の５，

０８８万２，０００円の減額は、普通昇

給分として１，００４万７,０００円増

額となったものの、採用、退職等の職員

の異動などにより６，０９２万９，００

０円の減額となったことによるものでご

ざいます。職員手当の３億５，７５０万

円の増額は、住居手当の制度改正等に伴

う分として１，７４７万６，０００円の

減額となったものの、定年退職者の増に

より、退職手当で３億６，２３９万２,

０００円の増額となったことなどによる

ものでございます。共済費では、１億１，

６２１万１,０００円の増額となってお

ります。この要因といたしましては、共

済組合負担金率及び健保事業主負担金率

の変更などにより、増額となったもので

ございます。

　続きまして、議案第１０号、平成２０

年度摂津市一般会計補正予算（第４号）

のうち、市長公室にかかわります事項に

つきまして補足説明をさせていただきま

す。

　まず歳入についてでございますが、１

６ページ、款１４、国庫支出金、項３、

委託金、目１、総務費委託金では、指定

統計調査に係る委託金が確定したことに

伴い、４５万円を減額いたしております。

　１７ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目１、総務費府補助金では、

大阪維新プログラムによる補助金の交付

金化に伴い、人権相談事業費補助金１２

５万円を減額いたしております。

　２０ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目２、雑入では、広報せっつの広

告掲載料において、当初４８枠分を計上

いたしておりましたが、最終的に６１枠

の掲載があり、５４万６，０００円を増

額いたしております。その他、女性政策

課に係る保険料清算金の確定に伴い１５

万４，０００円を計上いたしております。

　次に、歳出についてでございますが、

２３ページ、款２、総務費、項１、総務

管理費、目１、一般管理費では、普通旅

費などの経費の節減に努めました結果、
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秘書課、人事課などの業務執行経費２５

５万８，０００円を減額いたしておりま

す。

　２７ページ、目６、企画費では、１１

０万３，０００円の減額となっておりま

すが、これは総合計画策定業務委託料７

１万円の減額のほか、政策推進課に係る

業務執行経費の節減に努め、減額いたし

ております。なお、総合計画策定事業に

つきましては、平成２０年度の委託金額

が確定しましたことから、９ページで債

務負担行為の補正をいたしております。

　３０ページ、目１２、女性政策費。

　３１ページ、目１３、男女共同参画セ

ンター費では、男女の共同参画社会を目

指すための経費や、男女共同参画センター

管理運営に要する経費など、女性政策課

の業務執行経費を実績に応じて減額いた

しております。

　３２ページ、目１６、諸費では、１３

７万８，０００円の減額をいたしており

ます。これは大阪維新プログラムにより

財団法人大阪府人権協会への分担金が縮

小されましたことから、本市からの分担

金を１３０万７，０００円減額したこと

が主な要因でございます。

　４０ページ、項５、統計調査費、目２、

指定統計調査費では、国の指定統計調査

に係る業務執行経費を決算見込みにより

減額いたしております。

　次に、人件費に係ります補正予算とい

たしましては、７５ページ、特別職の給

与明細書をご参照ください。報酬で６４

８万円の減額となっております。これは

嘱託員報酬や選挙立会人報酬など、各種

非常勤特別職の報酬を、実績に応じた決

算見込みにより減額したものでございま

す。

　次に、一般職の給与費については７６

ページをご参照ください。一般職では給

料で８７６万８，０００円を減額いたし

ておりますが、これは年度途中の育児休

業者などの休職者があったことが主な要

因でございます。職員手当では、４，９

０４万円の増額となっておりますが、こ

れは定年以外に新たに４名の退職が生じ

たことに伴い、退職手当で５，４４７万

２，０００円の増額をしたことが主な要

因でございます。共済費では、３，９５

９万２，０００円の減額となっておりま

す。この主な要因といたしましては、共

済年金のうち恩給制度などの適用を受け

ていた期間分の共済費が、当初見込みよ

り減少したことなどによるものでござい

ます。

　以上、予算の補足説明とさせていただ

きます。

○野口博委員長　それでは、石田消防長。

○石田消防長　それでは、議案第１号、

平成２１年度摂津市一般会計当初予算の

うち、消防本部に係る事項につきまして、

目を追ってその主なものについて補足説

明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、予算書３

６ページ、款１３、使用料及び手数料、

項２、手数料、目５、消防手数料は、危

険物設置許可等手数料及びり災等の証明

書発行に伴う手数料でございます。

　４０ページ、款１４、国庫支出金、項

２、国庫補助金、目３、消防費国庫補助

金は、緊急消防援助隊設備整備費補助金

でございます。

　４８ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目７、消防費府補助金は、大

阪航空消防運営費補助金でございます。

　６０ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目２、雑入は、消防団員退職報償

費及び近畿道救急業務実施市町村交付金

が主なものでございます。

　次に、歳出でございますが、概要につ
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きましては予算概要９６ページから１０

３ページにかけて記載しておりますので、

あわせてご参照願います。

　予算書１６０ページ、款８、消防費、

項１、消防費、目１、常備消防費は９億

９，８４７万７,０００円で、前年と比

較して８．８％、９，６８３万７，００

０円の減少となっております。旅費は消

防大学校、大阪府立消防学校等への職員

研修派遣に係る普通旅費等でございます。

需用費は消防活動業務用品、職員の貸与

被服及び緊急情報システム交換部品等の

購入並びに消防車両、消防庁舎の修繕等

維持管理経費でございます。役務費は一

般加入回線及び専用回線電話代等の通信

運搬費、消防活動用ボンベ検査等の手数

料並びに車両の保険料等でございます。

　１６２ページ、委託料は、消防庁舎の

清掃、庁舎設備等の保守管理及び緊急情

報システム等保守管理委託等でございま

す。使用料及び賃借料は消防本部庁舎の

土地借り上げ、仮眠用寝具借り上げ等で

ございます。工事請負費は、Ｎｏx・Ｐ

Ｍ法規制対象となる水槽付消防ポンプ自

動車の更新に係るぎ装工事でございます。

備品購入費は、水槽付消防ポンプ自動車

及び高規格救急自動車の更新に係る経費

などでございます。負担金、補助及び交

付金は、消防ヘリコプター運営に係る負

担金及び職員教育派遣負担金並びに消火

栓新設・修理負担金等でございます。

　続きまして、１６４ページ、目２、非

常備消防費は５,５４６万２,０００円で、

前年と比較して０．１％、５万円の減少

となっております。報酬は、消防団員に

対する報酬でございます。報償費は、退

職消防団員に対する報償金でございます。

旅費は、火災出動及び訓練並びに歳末非

常警戒等の費用弁償でございます。需用

費は、消防団員の貸与被服及び消防団活

動用品の購入並びに分団配備の消防車両

２９台及び小型動力ポンプ２３台の維持

補修費等でございます。工事請負費及び

備品購入費は、Ｎｏx・ＰＭ法規制対象

の市第四分団配備の消防ポンプ自動車の

更新に係る経費等でございます。負担金

補助及び交付金は、消防団員等公務災害

補償等共済基金の掛金及び消防団屯所の

補修等に対する消防施設整備費補助金等

でございます。

　以上、平成２１年度摂津市一般会計当

初予算のうち、消防本部に係る事項の補

足説明とさせていただきます。

　次に、議案第１０号、平成２０年度摂

津市一般会計補正予算のうち、消防本部

に係る事項につきまして、補足説明をさ

せていただきます。

　まず、歳入でございますが、２０ペー

ジ、款１９、諸収入、項４、雑入、目２、

雑入のふるさと消防団活性化助成金は、

本助成金が不採択となったため減額する

ものでございます。

　次に、歳出でございますが、６１ペー

ジ、款８、消防費、項１、消防費、目１、

常備消防費の旅費、委託料、工事請負費、

備品購入費の減額は、はしご付消防ポン

プ自動車の購入及び本車両の配備に係る

消防本部庁舎車庫改修工事等の執行差金

などでございます。

　６２ページ、目２、非常備消防費の減

額は、市第二分団配備の消防ポンプ自動

車の購入に係る執行差金及びふるさと消

防団助成金を見込んで予算措置いたしま

した消防団器具費でございます。

　以上、平成２０年度摂津市一般会計補

正予算のうち、消防本部に係る事項の補

足説明とさせていただきます。

○野口博委員長　それでは、続きまして

南野局長。

○南野監査委員・選挙管理・公平・固定
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資産評価審査委員会事務局長　それでは、

平成２１年度総合行政委員会に係る予算

の補足説明をさせていただきます。

　議案第１号、平成２１年度摂津市一般

会計予算のうち、公平委員会、固定資産

評価審査委員会、選挙管理委員会、監査

委員に係ります項目につきまして、目を

追って補足説明をさせていただきます。

　まず歳入でございますが、４２ページ

の款１４、国庫支出金、項３、委託金、

目１、総務費委託金の選挙委託金は、９

月１０日に任期満了となります衆議院議

員総選挙に係ります委託金であります。

　続きまして歳出でございますが、７８

ページ、款２、総務費、項１、総務管理

費、目８、公平委員会費及び目９、固定

資産評価審査委員会につきましては、委

員報酬、旅費などの管理運営経費でござ

います。

　次に９２ページの款２、総務費、項４、

選挙費、目１、選挙管理委員会費につき

ましては、選挙管理委員会の委員報酬、

旅費などの経常的な管理運営経費のほか、

国民投票人名簿システムの初期導入委託

料を計上いたしております。

　９４ページの目２、市議会議員一般選

挙費は、市議会議員一般選挙に係る経費

で、その主なものといたしましては、従

事者の人件費、入場整理券の印刷代と発

送料、ポスター掲示場設営撤去委託料、

選挙器具購入費及び選挙公平制度の交付

金となっております。

　９６ページの目３、衆議院議員総選挙

費は、衆議院議員総選挙に係る経費で、

その主なものといたしましては従事者の

人件費、入場整理券の印刷代と発送料で

ございます。そしてポスター掲示場設営

撤去委託料及び選挙器具費購入費となっ

ております。

　次に、９８ページの項６、監査委員費、

目１、監査委員費につきましては、委員

報酬などの管理運営経費でございます。

　以上、予算の補足説明とさせていただ

きます。

　続きまして、議案第１０号、平成２０

年度摂津市一般会計補正予算（第４号）

のうち、公平委員会、固定資産評価審査

委員会、選挙管理委員会、市長及び市議

会議員補欠選挙に係ります項目につきま

して、補足説明をさせていただきます。

　歳出の２９ページ、款２、総務費、項

１、総務管理費、目８、公平委員会費及

び目９の固定資産評価審査委員会費につ

きましては、報酬、旅費などの管理経費

の精査に伴い減額するものでございます。

　３７ページの款２、総務費、項４、選

挙費、目１、選挙管理委員会費につきま

しても、旅費、需用費などの管理経費の

精査に伴いまして減額をするものでござ

います。

　３７ページ、目２、市長及び市議会議

員補欠選挙費につきましては、人件費、

委託料等の執行経費が確定したことに伴

い減額するものでございます。

　以上、平成２１年度の予算及び平成２

０年度の補正予算の補足説明とさせてい

ただきます。

○野口博委員長　以上で説明が終わりま

した。これから質疑に入ります。

　弘委員。

○弘豊委員　おはようございます。それ

では、幾つかの点にわたって質問をさせ

ていただきたいと思います。

　初めに、この間の冷え込み景気や、ま

た景気情勢の悪化、そんな中で市民の暮

らし、本当に待ったなしで応援が必要に

なっている、そんな中での今回の予算だ

というふうに思っています。公共料金の

値下げ、据え置き、また福祉や子育て、

教育など、優しさを感じるソフト施策に
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重点を置く、そういう市長の市政運営の

方針に当たっては評価をしています。た

だ、現在の国、府の動きの下で、本当に

市民の生活に大きく負担が及ぶもとでも、

一番身近な自治体として、摂津市はでき

る限りの役割を発揮して、市民の暮らし

のよりどころとなるような仕事が求めら

れているというふうに感じています。

そういう下で質問もしていきたいという

ふうに思います。

　まず１番目は、財政健全化法にかかわっ

て、この間、財政指標についていろいろ

と議論もされました。代表質問の中でも

議論があったかと思いますが、平成１９

年度の決算では４つの指標、いずれも数

値は基準値をクリアして、健全団体に属

する団体であるということになっていま

す。２０年度の見通し、また２１年度、

今回予算を組まれて、その辺のことにつ

いてどのようになっていくのか、ちょっ

とわかれば聞かせていただきたいなと思っ

ています。

　質問の２番目は市民税についてです。

　議案第１０号の補正予算第４号で法人

市民税が４億５，０００万円の減額補正。

大変、経済状況の深刻さがうかがえます。

同時に新年度の一般予算では、個人市民

税、法人税ともに減収が見込まれていま

す。近年と比較して落ち込みの度合いや、

またその傾向など、少し詳しくお聞かせ

願いたいと思います。

　また、税金にかかわってもう一つ、生

活困窮者や低所得者に対する住民税や固

定資産税の減免の問題で、先日代表質問

で我が党の質問を行いましたが、その中

身は所得基準を設けるなどして充実して

もらいたいという要望でした。これに対

して答弁の方では、現状では考えにくい

というものであったかと思います。現在、

生活保護世帯と不慮の災害により納税の

能力を喪失した者に適用しているという

ことも答弁の中にありましたが、不慮の

災害等というようなことにかかわっては、

一体今、何件ほどの申請があるのでしょ

うか。これまでの例などをお聞かせいた

だきたいなと思います。

　質問の３点目は人事の問題で、予算概

要の１０ページ、非常勤職員の雇用事業

にかかわる部分です。非常勤職員、臨時

職員、またこの間、派遣職員など雇用の

形態もさまざまですが、ことし新年度で

はそれぞれ何人ぐらい見込んでいるのか。

また、職員全体の何割に当たるのか、そ

うしたところをお教えいただきたいと思

います。

　質問の４番目です。平和人権施策にか

かわってですが、予算概要では２６ペー

ジですが、主要事業一覧の方では１２月

の人権週間や、また北朝鮮人権侵害問題

の啓発週間など取り組んでいくと記され

ています。前年などは北朝鮮問題の啓発

事業にかかわって国からの補助金もあっ

たかと思いますが、ことしは出ないと聞

いています。全体的にとらえて、ことし

はどんな取り組みをしようと考えている

のか、お考えがあれば教えていただけれ

ばと思います。よろしくお願いします。

　続いて５番目です。選挙管理委員会に

かかわる部分です。予算概要３４ページ

です。この間の委員会記録を見ている中

で、期日前投票の投票所を本庁だけでは

なく出先での臨時の投票所も検討してい

きたい、そういった議論がされていたか

と思います。今回、予算の中では設営撤

去の委託料として５０万円という予算項

目になっています。昨年は資料を見まし

たら４０万円というふうなことで上がっ

ていたかと思いますし、今、第４号の補

正の説明の中でも、ここの期日前投票の

投票所の設置委託料は減額になっていた
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と思います。投票所を出張で出されるの

かどうかをお聞きしておきたいと思いま

す。

　質問の６番です、消防にかかわってで

す。これも消防長の方から、先ほど補正

の中で説明がありましたが、ふるさと消

防団活性化助成金というのが、昨年はこ

ういった項目を上げてましたけれども、

入ってこなくて減額というようなことで

した。新年度の予算では雑収入のところ

に上げられています。８０万円という金

額ではありますが、この助成金の位置づ

けや、また使い道について、お聞かせい

ただきたいなと思います。

　質問の７番目です。これは先日の代表

質問の中でご答弁の中にもあったかと思

いますが、小規模修繕工事等希望者登録

制度についてです。新年度から、これま

では３０万円が上限でありましたが、こ

の金額の上限を引き上げるということで

した。この引き上げの金額を幾らに設定

されるのか、またそうすることで今修繕

工事等で市内業者の方たちにどれぐらい

の仕事量、発注件数や金額などを見込ま

れているのか、ここのところについてお

聞きしたいと思います。

　続いて８番目の質問です。議案第３０

号の補正予算第５号にかかわって、これ

は定額給付金の支給にかかわってです。

国会でもマスコミや世論の中でもさまざ

まな議論がこれまでありました。税金の

使い方として納得いかない、そういう批

判はあるものの、現段階では本当に必要

としている人に行き渡るように、支給の

実務を進めていく方向で、先日の代表質

問でも野口団長から、そうした私どもの

立場を述べました。担当の部署に当たっ

ては、総務省の通達や、またさまざまな

ケースを想定した膨大なＱ＆Ａが届いて

いるというふうに伺っています。また、

市民の皆さんからも問い合わせなどある

んじゃないでしょうか。この間、私ども

でも何度かこのことにかかわって、市民

の方から質問をされたりというようなこ

ともあります。そうした中で幾つかの点

で確認しておきたいなと思って、項目で

質問させていただきます。

　１つ目は給付の方法、また給付日、こ

のことについては先日も述べられたかと

思いますが、再度確認しておきたいと思

います。続いて２つ目には、ホームレス

やまたネットカフェ難民など、居所が確

定しない人に対する支給がどうなるのか。

３番目には、派遣労働を転々としている

人。またあるいはＤＶ被害者などで住民

票が動かせない、移せない人、こういう

人に関しての対応はどうか。４番目には、

２月１日以降に住所が確定した、そうい

う場合の取り扱い。そして５つ目には、

生活保護受給者に対して、これを収入認

定とみなせば、後から保護費の金額が減

らされるというようなことになるんじゃ

ないかと不安の声が寄せられましたが、

収入認定とみなすべきではないと考えま

すが、その扱いはどうなっているでしょ

うか。また、同時に子育て応援特別手当、

この支給も同時に同じように支給される

のでしょうか、この辺の扱いを少し聞い

ておきたいと思います。

　続いて質問の９番目です。ふるさと雇

用再生交付金、また緊急雇用創出事業、

これが今度６月補正で計上されてくると

いうふうにお聞きしました。今の深刻な

雇用実態、情勢の下で、こうした国から

の予算を有効に活用していくことが、大

変大事だというふうに感じています。現

時点でその使い道として考えていること

があれば、お教えいただきたいというふ

うに思っております。

　最後１０番目、これは質問というより
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要望というふうになりますが、総合計画

策定事業にかかわってです。これは代表

質問の中でも各会派からさまざま質問さ

れ、議論もされました。そういう意味で、

私からも要望として、一言意見を述べさ

せていただきたいなと思って、ちょっと

準備しました。

　市民みんなでつくる総合計画、またま

ちづくりという点では、本当に市民がそ

ういう議論に乗ってくる、計画づくりに

加わりたいと思える、そんな土台が必要

だというふうに感じています。しかし、

これまでの市政運営に対して、厳しい財

政状況であったかと思いますが、市民の

皆さんから聞く声によりますと、予算が

ないからなかなか声を上げてもできない

というふうなこととか、またそもそもど

うして財政状況が厳しくなったのか理解

できない、こうした声が出されています。

また、既にいろいろなことが決まってか

ら市民の声を聞くというふうな形態のよ

うに思えてならない、なかなか声を上げ

ても聞いてもらえるのかどうか等々の疑

問の声があるわけです。

　情報公開や市民参加、このことについ

ては市長の市政方針でも強調されている

わけなんですが、その辺これから進めて

いく市民会議の中で本当に貫いてほしい

と思っていますし、また納得のいく説明

があってこそ、市民の皆さんも、よし、

一緒にやろうというふうに集まってくる

んじゃないかというふうに思っています。

これは、この間の南千里丘や正雀のワー

クショップの取り組みをいろいろされて

います。また、小学校統廃合問題にかか

わってなどは、いろいろと懇談会が何度

も持たれましたけれども、結局、納得が

得られないまま現状に至っているような、

そういう気がしてなりません。

　そういう意味では、今回のまちづくり

市民会議が設定されますけれども、しっ

かりと情報公開、市民参加の点、また納

得のいく説明という点では、財政状況の

部分に関しても、私どもこの図説の摂津

市財政ということで、昨年秋につくって

もらったのを読ませていただいて、何と

か財政状況についても勉強してわかると

いうようなことになりますけれども、市

民の皆さんは、なかなか本当にどうして

財政が厳しくなったのかというふうなこ

と、小さいまちで、そんなに大きな巨大

な開発をしたふうにも思えない、どこに

財政が消えたんだろうと。豊かな税収が

あると聞いているのに、そういう状況と

いうふうに、割と理解できないという声

が多いわけで。その辺のことも、例えば

まちづくりの市民会議の中でも丁寧に説

明も要るんじゃないかと思いますし、ちょっ

とそうしたところを注意しながら、その

総合計画の策定、またこの１年間のまち

づくり市民会議等々に出していただきた

いなという、これは要望として１回目の

質問を終わります。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　人事課にかかわります

ご質問に、ご答弁を申し上げます。

　正規職員、非常勤職員、臨時職員の比

率に関するお問いであったと思います。

平成２０年４月１日現在の数字で申しま

すと、定員管理上、正規職員数が７３１

名、非常勤一般職が２５９名、臨時職員

が８１名、計１，０７１名になっており

ます。その時点の臨時職員、非常勤職員

の合計を足しました全体の比率でいきま

すと、３１．７％になります。この２０

年４月１日現在ですが、定員管理上正規

職員７２０名前後ではないかと想定をい

たしております。しかしながら、非常勤

職員につきましては、小中学校における

障害児支援員並びに小学校１年生のクラ
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スに配置される学級補助員、また学童保

育の指導員等々の人数がふえるであろう

と予測いたしております。また、保育所

現場におきまして、現在は１年雇用限り

の臨時職員対応でやっておりますが、１

年契約で更新２回の可能になる非常勤職

員を、来年度から新設いたす関係もござ

います。そういたしますと、非常勤職員

の方々が２５９名よりふえることは確実

であると予測をいたしております。現在、

正確な数字は持っておりませんが、この

４月１日現在、３１．７％を上回ること

は間違いないというふうに考えておりま

す。

○野口博委員長　藤原参事。

○藤原市長公室参事　人権啓発推進事業

についてお答えいたします。

　初めに、人権週間の行事でありますが、

これにつきましては共催であります世界

人権宣言摂津連絡会議というところにお

諮りをして、最終的にどういう催しをや

るかということが決まるんでありますが、

今考えておりますのは貧困の問題につい

てであります。ですから、その辺をテー

マに絞って講演会を提案していきたいと

いうふうに考えております。

　２点目の、北朝鮮の拉致問題でありま

すが、実はこれも委員ご指摘のとおり府

の委託金を受けてやっております。ただ、

今年度については、もう２年続けてのこ

とだから出ないよということを言われて

ますんで、今考えておりますのは、平和

月間に写真パネル展。もちろん１２月１

０日から１６日の啓発週間には、庁舎に

啓発用の懸垂幕を掲示するということで、

今考えております。

○野口博委員長　北野参事。

○北野政策推進課参事　私の方から、定

額給付金についてのご質問にお答えいた

します。

　まず、スケジュールでございますが、

私どもは３月３０日に補正予算を議決い

ただきまして、３１日に全件発送させて

いただきたいと考えております。およそ

数日で市民の皆様のお手元に届くかなと

考えておりまして、４月６日から受け付

けを開始いたしまして、六月ということ

でございますので、１０月６日までの申

請期限になろうかなと考えております。

なお、子育て応援特別手当の申請書の発

送でございますが、これは今の予定では

４月１０日から発送を開始いたしまして、

４月１３日から受け付けを開始したいと

考えております。

　あと、給付の方法でございますが、安

心、確実、迅速にということを考えます

と、口座振り込みによる方法に、原則と

して限定してまいりたいと考えておりま

す。

　あと、ホームレス、ＤＶ被害者等の対

応でございますが、２月１日現在を基準

にいたしますので、２月１日現在に住民

票が消除されている、この方々につきま

しては、知人宅であるとか支援センター

を居住所として認め、追加に対象といた

すという国の通知が来ております。

　あと、ＤＶの被害者でございますが、

２月１日現在に本市に住民票があり、居

所を他市に移しておられる方については、

これは弱者救済も含めまして、関係各課

いろいろ情報を交換しながら、救済して

まいりたいと考えております。

　あとは生活保護の関連のお問い合わせ

があったんですが、これも昨日、電子メー

ルで国からの回答が参りました。定額給

付金、子育て応援特別手当を含めて、生

活保護の収入認定除外となりましたとい

うことで、メールの通知をいただいてい

ます。

　給付のスケジュールの中で、市民の皆
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様方の口座に振り込む、第１回目の振り

込みでございますが、一応ゴールデンウィー

ク前、２８日をめどに情報をつくりまし

て、振り込みたいなと考えております。

○野口博委員長　選挙監査、豊田局次長。

○豊田選挙管理委員会事務局局次長　そ

れでは、私の方から選挙管理委員会につ

いてのご質問に対して、ご答弁申し上げ

ます。

　本庁以外の期日前投票所の開設につい

ては、投票所の統廃合により市民の方に

ご不便をかけるということで、検討を進

めてきたところでございます。現在のと

ころ、平成２０年度にオープンシステム

を導入いたしましたので、その関係の安

定稼働の確認や、また既に広い投票場所

の確保に関して、確実にできるかどうか

ということを確認、再度検討していると

ころでございます。つきましては、先行

して期日前の投票所だけを、ちょっと本

庁以外でするということは、今現在考え

ておらない状況でございます。また、統

廃合とあわせまして、またその辺につい

ては考えていきたいと思っております。

○野口博委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　それでは、市民税課

に係ります２点のご質問について、ご答

弁申し上げます。

　まず１点目のご質問でございます。法

人市民税の落ち込みについてでございま

すけれども、このたびの景気後退により

ます企業収益の減少によりまして、平成

２０年度の法人市民税４億５，０００万

円減額補正をさせていただいておるわけ

でございますけれども、２０年度当初予

算の見積もりに当たりましては、予算組

みの段階で、アメリカのサブプライムロー

ンの問題や原油高、また株価の下落等の

先行き不透明な要素はございましたけれ

ども、平成１９年度も大手主要企業を中

心に順調に推移しておりましたことから、

主要企業の利益予想や中間決算の状況な

どから、過去のデータと比較しまして、

堅調に推移するものと予測いたしまして、

対前年度比で３億５，８００万円増の当

初予算３２億２，２２０万円を計上させ

ていただいたわけでございますけれども、

しかしながら昨年秋のアメリカのリーマ

ンショックによります急激な景気後退、

悪化によりまして、１２月末の調定額に

つきましては２６億３，１００万円。前

年同月２７億１，８００万円に対しまし

て、約９，０００万円の減となりました。

この厳しい状況から、２１年１月から３

月までの各月の調定額を、前年同月比で

約３０％の減少を見込みまして、２０年

度決算見込み額は２７億７，２００万円

とし、４億５，０００万円の減額補正を

お願いさせていただいたものでございま

す。

　２点目のご質問で、市民税の減免につ

いてのご質問でございます。減免の制度

に関しましては、代表質問でもございま

したが、個人市民税の減免につきまして

は、地方税法第３２３条の規定を受けま

して、摂津市税条例第４８条並びに同施

行規則第１９条に規定しております。適

用状況でございますが、平成２０年２月

末の段階でございますけれども、生活保

護の規定による保護を受ける者について

は２件でございます。あとは特別な事情

がある者として、被爆者減免の方につい

て１７件の適用をいたしております。そ

れから、過去には、近年はございません

けれども、過去に所得が大幅に減少した

方で、全く担税力のない方について、こ

こ１０年ほど前ですけれども１件適用し

ております。それからあと不慮の災害、

これは火災でございますけれども、これ

とか、あと阪神・淡路大震災のときに特
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別な事情がある者ということで、４件ほ

ど適用いたしております。

○野口博委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　財政課に係る質問に

つきまして、ご答弁申し上げます。

　財政健全化法でございますけれども、

この４月からいよいよ本格適用されるわ

けでございますけれども、その４つの健

全化判断比率がございまして、連結赤字

比率、実質赤字比率、それから実質公債

費比率、それから将来負担比率という４

つの指標がございます。それで、本市は

今まで実質公債費比率が非常に懸念され

ておったわけですけれども、これが平成

１９年度決算で１３．９％でございまし

て、無事、早期健全化基準を下回ること

ができたというようなことでございます。

それで、この実質公債費比率につきまし

ては、３か年平均ということでやってお

りまして、平成１９年度決算では１７か

ら１９までの比率を３か年平均するわけ

でございますけれども、平成１９年度の

単年度の比率につきましては７．３％と

いうふうなことでございまして、このま

までまいりますと平成２０年度決算にお

きましても７％程度ということになりま

すと、２０年度決算では１０％を割って

くるのかなと考えておりまして、公債費

につきましては着実に減少いたしており

ますことから、当分の間は大丈夫だろう

と考えております。それから、将来負担

比率につきましては、この実質公債費比

率と同じ数値といいますかを使っており

ますので、この分につきましても大丈夫

だろうと考えております。

　しかしながら、連結赤字比率、それか

ら実質赤字比率につきましては、一般会

計におきましても今回、平成２１年度予

算では基金を多く取り崩して予算組みい

たしております。平成２２年度には今の

ところでございますけれども、平準化債

の発行を取りやめるとか、あるいは平成

２３年度には企業誘致分が今のところ条

例上なくなるというようなことでござい

まして、非常に今後厳しい財政運営が続

いてこようかと考えております。

　また、特別会計におきましても赤字が

ふえているというような状況でございま

して、この一般会計による実質赤字比率、

それから特別会計、水道事業会計を含め

た連結実質赤字比率、この分については

若干、今後につきましては心配いたして

おります。今後新たに策定されます第４

次行革に沿いまして、今後も健全段階の

団体に属することができますよう、財政

運営に努めてまいりたいと考えておりま

す。

　それから、小規模修繕工事契約希望者

登録制度でございますけれども、代表質

問でも、今回見直しさせていただきます

ということでご答弁申し上げておりまし

たけれども、委員会では金額をというよ

うなこともございまして、４月の実施と

いうことでございますので、検討してま

いりました。それで、今回の拡大に際し

ましては、１３０万円未満の随契の工事

の、件数で約９割、金額ベースで倍増と

いうことを念頭に、上限額の引き上げを

検討してまいりまして、今回、１９年度

の工事をもとに算定いたしますと、上限

額を６０万円ということにさせていただ

きたいと考えております。これでまいり

ますと、先ほどご質問の中で件数、金額

ということがございましたけれども、実

際の工事件数、金額につきましては、平

成１９年度よりも平成２０年度がかなり

増加しておりますので、正確な数字はな

かなか難しいもんでございますので、パー

セントでお答えさせていただきますと、

金額ベースで６０万円引き上げますと、
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３０万円ベースで２８％程度のところが

５５％程度に増加すると考えておりまし

て、そういったことから６０万円という

ことにさせていただきたいと考えており

ます。ただ、この小規模の工事につきま

しても、指名参加登録業者の方が受注し

ておられまして、その指名参加登録の業

者さんは、経営事項審査等厳しい条件を

クリアされまして、本市に指名参加登録

をしていただいております。そういった

ことから、私どもといたしましては、地

元業者の育成ということも考えて、この

小規模修繕登録をやらせていただいてい

るという関係上、次の指名参加登録には、

小規模登録制度からそういう制度に活用

できるよう、業者さんの方にも頑張って

いただきたいと考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

　それから、ふるさと雇用再生特別交付

金事業と緊急雇用創出事業の件でござい

ますけれども、これは府からですけれど

も、２月３日に最終案が示されまして、

非常にタイトなスケジュールの中で、取

り急ぎ各課で事業を募っているところで

ございまして、想定される事業例といた

しまして、府からいただいている書類で

は福祉、それから産業振興、環境、教育

分野などのメニューが示されております。

そのメニューでは、緊急雇用創出事業と

いたしましては、良好な景観の形成を進

めるため、地域環境の改善や河川美化を

進める事業でございますとか、公道や公

共施設敷地内の除草作業、剪定等の事業。

それから、ふるさと雇用再生特別交付金

事業につきましては、新規雇用者を活用

して、ごみ減量化を図るなどの低炭素化

循環社会の構築、環境の改善に資する事

業等ということで、事例としては示され

ております。現在そういったメニューが

示されておりまして、そのメニューに沿っ

て募集を募っておるところでございます

けれども、財政といたしましては、直接

雇用の委託などで交付金が廃止された後

も経常経費化しないような、またふるさ

と雇用再生特別交付金事業の終了後も継

続、事業展開が見込まれるものについて

は、本市の将来施策につながるような事

業に活用してまいりたいと考えておりま

す。

○野口博委員長　明原参事。

○明原総務課参事　それでは、消防団活

性化助成金につきまして、ご答弁申し上

げます。

　ふるさと消防団活性化助成金につきま

しては、財団法人自治総合センターが、

宝くじ普及広報事業費として受け入れる

事業収入を財源として、自治体に行う助

成事業補助金でございます。この助成事

業の位置づけ、目的といたしましては、

地域住民の消防団活動に対する認識を深

め、消防団活動の健全な発展を図るとい

うものでございます。平成２０年度で予

算計上いたしました内容としましては、

消防団行事等で使用するテント、スピー

カー、ワイヤレスマイク等の購入８０万

円に対し、補助率１００％で計８０万円

を計上いたしたものでございます。しか

し、財団法人自治総合センターで補助金

の採否について選考されました結果、本

市が申請していたものが不採択というこ

とになってしまいましたので、せっかく

つけていただいたものでございましたが、

特定収入を得る見込みがなくなったとい

うことで、現有のテント等の老朽化とか、

使用状況も考慮した中で、予算執行を１

年見送ることといたしました。平成２１

年度につきましては、平成２０年度と同

様にテント、スピーカー等の購入代金と

して８０万円を計上させていただいてお

り、これらを消防団員の訓練等で活用し、
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消防団員のスキルアップを図り、また市

民の皆様に対し、消防団の活動に対しご

理解、ご支援をいただけるよう、消防団

の活性化を図ってまいりたいと考えてお

ります。

○野口博委員長　弘委員。

○弘豊委員　まず、１点目の財政健全化

法にかかわってのことなんですけれども、

今年度というか平成１９年度の関係では、

きのうの朝日新聞などにも載せられてま

したけれども、泉佐野や泉大津、守口が

厳しい状態、早期健全化段階に入るとい

うようなことなどが書かれてまして、摂

津でいいましたら、これからの直近で言っ

たら、今のところ大丈夫というようなこ

とであります。ただ、数年前までは摂津

も大変財政状況が厳しいと、第２の夕張

になるんじゃないかと、そういうような

ことも言われてた中で、この健全化法云々

がだせる中での行革といいますか、財政

を縮減していく、そういう流れの引き金

みたいな形にも、法がなってるんじゃな

いかなというふうに思っています。言う

なれば行革ですね。三位一体の改革だっ

たり、それから交付金が減らされてと、

なかなか厳しい地方の状況になっている

のに対して、国はこの交付金を取り上げ

て、そこに対して財政健全化法みたいな

ものでふたをして、あとは地域で頑張っ

てくれ、自治体任せにするみたいなもの

が、どうも見えてならないというふうに

思っています。この財政健全化法に係る

財政指標、もちろんクリアしていっても

らうというようなことは大事だと思うん

ですけれども、それにとらわれて第４次

行革、どんどんといろんな市民へのもの

であるとか、サービスを削るようなこと

とかならないようにというようなことに

かかわって、この点では要望にしておき

たいと思います。

　２番目の市民税にかかわってでありま

すが、やはりこの法人市民税の落ち込み、

先ほど説明されたものもそうでしたが、

地域経済の冷え込みといいますか、中小

業者の経営悪化、倒産などが本当に心配

になっています。実際にこの間も営業を

続けていけないというようなことでの倒

産も、ふえているというふうにもお聞き

しました。そういう面では、ぜひそういっ

たところを、次の行政の仕事にどうつな

げていけるのかというようなことを考え

ていきたいのとあわせて、市民の暮らし

に税金の、今、減免のことについては厳

しいという答弁でありますけれども、こ

の間、代表質問のところでもちらっと紹

介がありました八尾市などの市民税減免

要綱を見ましたら、私はこれを見て一番

に思うのは、失業者などに対して、やっ

ぱり措置をとっていかないといけないん

じゃないかというようなことであります。

この間、情勢の悪化、雇用が不安定になっ

て、今これから失業者がどんどんふえて

いくというふうな状況になっています。

ただ、そうかといってすぐに生活保護か

といったら、そうではないというふうに

も思うわけで、以前なら住民税の非課税

世帯であった方たちが、この間の一連の

税制の改定といいますか改悪によりまし

て、例えば老年者控除が廃止される、ま

た妻の均等割非課税措置の廃止、定率減

税の廃止云々、いろいろある中で、生活

保護世帯とまた非課税世帯との間でも、

やはり減免みたいなことで救済していけ

る、そういう過程があるんじゃないかと

いうようなことも思うわけです。仮にこ

れが国の減免規定も市の減免規定も全く

ないというのであれば、それはもちろん

難しいというようなことになるかもしれ

ませんが、市としての規定もあるわけで、

これを例えば条項を改善していくことで
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活用できるというのであれば、市として

ぜひ前向きに取り組んでいってもらいた

いなというふうに思います。この間、火

災や阪神・淡路大震災や、そういうとこ

ろでの、影響としたら兵庫や大阪の北部

と比べて、まだこの辺の影響は少なかっ

たのかなと思いますけれども、それでも

そこでの不慮の災害等によって、この減

免が適用されるのが４件というのは、余

りにも少な過ぎるのではないかというふ

うにも思います。厳しい財政状況の下で、

入ってくる税収のことも一定心配ではあ

りますけれども、とりわけ低所得者の住

民税、これのことにかかわっては、所得

の基準をどの辺に設けたら、幾らぐらい

のそういう財源というか税収の減でいけ

るのか、そういったことも１度、調査と

いいますか、していただければなという

ふうにも思いますが、いかがでしょうか。

　続いて３点目の人事の関係であります。

非正規雇用の割合が３１．７％、それを

上回っていくというふうなことなんであ

りますが、これはこの間、なかなかアク

ションプランの中でも正規職員を７００

名以下にしていくと、そういう方向性の

部分もあろうかと思いますし、先ほど説

明されました学級補助員や支援員や保育

士や、いろいろとそういったところでは

待遇というか、非常勤、臨時職員になら

ざるを得ないというようなことなども言

われているわけですが。この間の雇用の

実態、官製ワーキングプアという言葉が

昨年も使われるようになって、こうした

ものが積極的につくり出されるというの

は、やっぱり疑問を感じるわけでありま

す。もちろん、じゃみんな正規職員で雇

えるのかというようなことでいったら、

難しい、そういう状況もあるかと思いま

すけれども、この辺はある意味、公務員

の待遇をどんどんと切り下げていくよう

な、そういうようなことにつながらない

ような、そういうことも必要だと私は考

えているわけです。

　以前、民間の福祉職場で働いている中

で、その職場では、やっぱり一定公的な

位置づけも、民間だけれども社会福祉法

人で、そういう役割であるというような

ことで、職員たちも思っておりますし、

当時は大阪府に対して公私間格差是正制

度、民間福祉職員に対する助成制度とい

うようなものを存続してほしいと、以前

ありました制度ですから残してほしいと

いうふうなことでの要望もしてきました

けれども、それも削られて、民間がどん

どんとやっぱりそういった意味では厳し

くなっているかと思います。以前のよう

に民間が、やっぱり公務員の賃金なり処

遇なりを目指すような、そういうところ

も追及していく必要があると思っている

中で、公務員がどんどんと待遇を引き下

げるというようなことになれば、社会全

体として、どんどんと低きにあわせると

いうふうなことにつながっていくんでは

ないかというふうに感じています。そう

した意味では、もちろん市民の皆さんか

らの声もある、社会的に守っていけると

ころはどこまでというのがあるかもしれ

ませんけれども、ぜひ法的な役割、地方

自治体職員の仕事としての人員なり処遇

なりを、守っていけることにしてほしい

かなというふうに思っています。

　また非常勤職員なり臨時職員などの待

遇の問題については、昨年の委員会の中

でもいろいろと言われて、また枚方での

裁判等々もあったようなことも聞いてお

りますので、厳しい状況というようなこ

とは存じておりますが、その辺を何とか

変えていけるように国への要請、要望な

りもお願いして、この点については要望

にしておきます。
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　続いて質問の４番、平和人権施策にか

かわってのところで、先ほどご答弁いた

だきました。今回の主要なテーマとして

貧困の問題をとらえてはというふうなこ

とについては、私もぜひやってほしいな

というふうに思っています。また、昨年

来、子どもの貧困というようなことが随

分と新聞でも報じられました。児童虐待

防止キャンペーンもありましたし、また

国民健康保険証がないと、子どもたちに

何とか医療をちゃんと受けさせようとい

うふうな声も一定上がっている中で、ちょっ

と感じているのは、子どもの権利条約と

いうのが、ちょうどことしが国連で採択

されて２０年目になるというわけです。

ちょうど私が高校生のころに、これを国

連で採択しよう、日本でも批准していこ

うというふうな運動になってましたが、

摂津市でも、摂津市人権室がこういうパ

ンフレットをつくったというふうなこと

でいただきましたが、ぜひこれからの次

世代の子どもたちをどう守っていくのか

というふうなこと。あわせて子ども権利

条約に対する啓発、そういうふうなこと

も取り組んでいただきたいなというふう

に思っています。

　同時に、私がかかわってきた中では、

障害者の権利条約というのが昨年、これ

も国連で採択されています。ことし、ま

た批准に向けた動きというのが、国内で

もさまざま活動がされていくという流れ

にあります。去年、決算委員会のときに

も人権問題、あらゆる人権に対応してぜ

ひやってほしいというようなことでの要

望もしましたが、そうしたところに向け

ても、ぜひ取り組んでいただけたらとい

うようなことの要望にしておきたいと思

います。

　質問の５点目で、選挙管理委員会にか

かわっての質問をしました。ことしの時

点ではなかなか期日前投票を出張で、外

でやるというのはできないというような

ことでありましたが、その部分について

は、システムの関係がまだ整っていない

というふうにとらえればいいのでしょう

か。なかなか、やっぱりこの間の低投票

率というか、そういうふうなことも続い

ている中で、またＪＲを挟んで千里丘の

地域だったり、別府や鳥飼や、なかなか

この摂津の市役所に来るのに困難という

か、そういう場所的な地理的な問題です

ね。鳥飼の地域も公共施設巡回バスとか

できましたけれども、なかなか場所によっ

てはそういったものの活用もしにくいと

かあるかと思いますし、一番遠いところ

といいましたら、来にくいところでいい

ましたら、千里丘の端といいますか、６、

７丁目あたりが、交通手段で言うと市役

所に来にくいというようなこともあるか

と思います。期日前の投票などでも、投

票しやすいような環境を、一日も早くつ

くっていただけたらなというふうに思い

ます。

　あと、質問の６番目のところで、消防

にかかわって、ふるさと消防団活性化助

成金というのについて伺いました。今回

は宝くじの事業でスピーカーやテントや

器具をふやしていくというようなことで

ご答弁も受けましたが、ちょっと総務省

から出ているような資料を見ましたら、

いろいろとどんなことに使えばというふ

うな例示なんかもされていまして、私そ

の中でちょっと思ったのが、女性消防団

員用の被服やそういったもの。また内容

のとこで、青年層や女性のそういう団員

なんかを広げていけるような啓発なり、

そういうふうなことも含まれてまして、

８０万円の予算でどれぐらいのことがで

きるのかというようなことはありますし、

またなかなか今の団の状況等もあろうか
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と思うんですが、消防団の団員の確保が

年々ちょっと厳しくなっているような議

論も、この委員会の中でも何度かされて

いるかと思います。そういった意味では、

そうしたところにちょっと目を向けてい

くようなきっかけにもなればいいのかな、

というふうに思いました。また今度、三

宅の地域に婦人防火隊がまた結成される

ようなことも、ちょっとお聞きしたんで

すけれども、そういう、なかなかサラリー

マンといいますか、日中男性が地域にい

にくいというような中での、そういう消

防力に携わっていく人をどうふやしてい

くのかみたいなところで、ちょっと見解

もお聞きしたいというふうに思います。

　続いて７番目、小規模修繕工事等希望

者登録制度についてでありますが、今回

６０万円の上限金額に引き上げるという

ご答弁でした。金額についてはおよそ倍

ほどふえるというふうなこと。また件数

についても、これまでは大体１３０万円

未満の修繕料というふうなことの比率で

いったら、比率も件数もふえていくとい

うようなことかと思います。実際、いろ

んな業者さんに聞いている中で、登録制

度に登録したけれども、なかなか仕事が

回ってこない。登録するのにも一定手間

もかかったし、費用も要ったけれども、

１件も仕事が来ないんじゃ、どういうこ

とか、とかいうようなこともお聞きした

こともあったりします。まだできたばっ

かりの制度でもあるというようなことも、

私の方からもお伝えしたりもしてますけ

れども、この制度が活用されて、地元の

業者さんに、またこの修繕工事というよ

うなことでいくというようなこと、また

ぜひ充実させていっていただきたいなと

いうふうに思いました。ちなみにこの間、

資料で見ましたら、大阪府内では池田市

が１３０万円というようなことであとは

それ以下、５０万円、３０万円というふ

うなことになってますから、大阪府内で

はほかの自治体が今回、金額を上げてこ

なかったら、大阪府内で２番目に高い上

限金額だなというふうなことも、ちょっ

と申し述べておきたいと思います。

　続きまして質問の８番、定額給付金に

かかわってであります。給付の方法や給

付金については答弁、なるほどなという

ふうなことでありますが、住民票が現在

ない方であっても、知人宅や支援センター

を居所として、申請することができると

いうようなことですが、市からの案内で

すね、案内と申請の方法。ちょっとわか

りにくいなというふうに思っているんで

すけれども。住民票が実際によそにある

方につきましたら、ある住所でそこに家

族がおれば、世帯主にそれが交付される

んじゃないのかなというふうなことで思っ

ているわけですが。今のことを聞きまし

たら、二重に支給されるようなことがあ

り得るのではないのかな、というような

ことなども案じて思っているわけですが、

その辺はどうでしょうか。

　生活保護受給に関しては収入認定では

ないというようなことで、その点につい

てはわかりました。

　あと、子育て応援特別手当、これは実

務的には一緒に振り込むとか支給すると

かの方が、手間が省けるのではないかと

思うんですが。あえてこの短い時間でず

らす意味は、どうなるのかというふうに

も思います。ちょっともう少し詳しくお

教えいただければと思いますが、どうで

しょうか。

　あと、質問の９番で上げましたふるさ

と雇用再生交付金、また緊急雇用創出事

業であります。これについては、今、宮

部参事も述べられたように、大阪府や国

からは、いろいろとこういう使い方とい
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うようなことなどの提示もされておると

ころですが、やはり緊急雇用というよう

なことにかかわっては、単年度でたくさ

んの仕事を民間でやっていくみたいなこ

とになってくるかと思うんですけれども、

ふるさと雇用再生交付金、これについて

は身近なところで、この１番には福祉の

介護職場とか、そういうふうなところで

の使い方等かというようなことが、厚生

労働省からの例示なんかでも１番に上がっ

ているというふうに聞いています。また

２番目には子育て分野等々でというよう

なところであります。福祉や子育て、ま

た医療、そうしたところで従事者の担い

手が少ないところなどに、本当に向けら

れるような使い道にならないかと、そう

していただきたいなというふうなことを、

この分については要望として伝えておき

たいというふうに思います。

　以上、２回目終わります。

○野口博委員長　北野参事。

○北野政策推進課参事　それでは、定額

給付金に係ります２回目のご質問にお答

えいたします。

　まず、私の説明が悪かったかなと思う

んですが、いわゆる２月１日現在に住民

票が職権で消除されている可能性の方と

いうのがいらっしゃるわけなんです。と

いうことで、２月１日現在を基準に、ど

この市町村も申請書を送付しますので、

その方についてはどこからも送付されな

いという現象が起こります。そうなりま

すとその方に不利益が及びますので、そ

の方ご自身の戸籍抄本と戸籍の附票でもっ

て、自分の住所履歴を見まして、それで

２月１日にどこの市町村にも登録されて

ないということを確認した上で、対象者

補充名簿に載せるという形をとりますの

で、二重支給はございません。

　それともう１点、子育て応援特別手当

と、なぜ同時に事務を行わないのかとい

うご指摘なんですが、実は子育て応援特

別手当の条件がかなりややこしくなって

おります。というのも、１８歳以下のお

子さんがいらっしゃって、２子目が平成

２０年度において３歳、４歳、５歳、２

子目以降ですね、そういう諸条件をつか

まえ、対象者を絞り込み、チェックをす

る。この作業に時間がかかるので、我々

としましては、そういうチェック作業を

やっぱりしっかりやっていかなあかんと

いうことで、申しわけないんですが、発

送時期をずらさせていただいたというこ

とでございます。

○野口博委員長　東角課長。

○東角情報政策課長　定額給付金等の件

でございますが、市長からもオール摂津

で全面的にバックアップするようにとい

うふうに指示を受けておりまして、現在、

システム自体はほぼでき上がってきてる

んですけれども、おっしゃるように非常

に複雑なケースがございます。２月１日

時点にさかのぼって転入転出される方、

あるいは世帯分離、世帯合併される方、

それから今おっしゃったように、住所地

がないので、相談に来られないとわから

ないというケースがもちろんございます。

ただ、今、北野参事の方が申し上げまし

たように、そういう場合については、いっ

たん受け付けをさせていただいて、しか

も登録させていただいて、他市町村との

調整をさせていただくことになると。た

だ、これも１００％ということではござ

いませんで、他市が、これはなりすまし

みたいなものがあるので、他市で先に支

給してしまいますと、問い合わせして、

そのタイミングの処理のタイムラグの間

に起こるようなことというのがあり１０

０％とは言えない部分がございます。た

だ、今回は日立情報でシステムを実はつ
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くっていただいておるんですけれども、

ちょっと今おっしゃっているようなとこ

ろで、非常に心配な部分がございますの

で、４月１日までに情報政策課でも照会

できるようなシステムを、今、検討して

おる最中でございます。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、消防総

務課所管、消防団員の確保と活性化に伴

います女性消防団員の加入促進にあわせ

まして、婦人防火クラブの位置づけにつ

いてお答えをいたします。

　現在、消防団の条例定数は３６０名。

そして、以前から申し上げております慣

例定数、これが３４６名がマックスとな

ります。現在員３３２名で、充足率は９

６％となっております。しかしながら、

委員のご指摘のとおりサラリーマン化が

進む中、昼間の地域防災活動の低下が懸

念されているのが現実でございます。こ

のようなことから、女性消防団員の加入

促進につきましては、地域に密着して生

活し、地域コミュニティの結びつきが深

いという観点から、非常に重要であると

考えておりまして、現在、消防団と協議

を重ね、検討しているところであります。

自主防災組織や消防関係機関が連携、協

働して地域防災力の向上が図れるよう、

取り組んでまいりたいと、このように考

えております。昨年３月に策定いたしま

した、摂津市消防団活性化総合計画の中

でも、基本計画の３本柱の１つでござい

ます消防団ひとづくり、その中に女性消

防団員の入団を検討すると、このように

掲げておるところでございます。

　次に、婦人防火クラブについてでござ

いますが、自主防災組織として家庭から

火を出さない、これを目的とし、活発な

地域防災活動に取り組んでおられる婦人

防火クラブ連絡会は、地域に根差した女

性の消防防災活動組織として、消防訓練

時に炊き出し訓練、そして住宅用火災警

報器の啓発活動等の後方支援活動にも貢

献されておりまして、防災への女性の参

画として、その活動に期待をしていると

ころでございます。また、委員のご質問

の中にありました、来る本年４月４日に、

三宅地区女性防火クラブ、これの発足式

がございまして、本市婦人防火クラブ連

絡会の、さらなる増強が期待されている

ところでございます。

○野口博委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　それでは、市民税課

所管に係ります２回目のご質問について、

ご答弁申し上げます。

　まず、法人市民税の関係で、市内の中

小企業者の状況についてでございますが、

手元に資料がございますので、それでご

説明させていただきます。法人市民税に

関します企業数につきましては、平成１

５年度から１９年度との比較でございま

すけれども、１５年度は３，１６３社で、

１９年度は３，１８１社となっておりま

す。全体では１８件ふえたことになって

おります。法人市民税の均等割の区分で、

資本金の額と市内の事業者数の規模によ

りまして、９段階に区分しておるわけで

すけれども、その区分の中で規模の大き

い順番から７番目になりますけれども、

資本金１，０００万円から１億円以下、

市内従業者数５０人以下の企業でござい

ますが、この規模の企業のみが１５年度

は６４５社ありましたが、１９年度は５

９２社と、５３社と大幅に減少しており

ます。また、倒産の件数でございますが、

１９年度決算では８件でございました。

しかし、ことしの２月末の段階では既に

１７件となっておりまして、このことか

らアメリカ発の景気の落ち込みが、相当

中小企業へダメージを与えているんでは

－24－



ないかなと考えております。また、２１

年度も法人市民税に与える影響を懸念し

ておるところでございます。

　次に、減免についてのご質問について

でございますが、減免の趣旨につきまし

ては、徴収猶予や分割納付を講じまして

も、到底支払いが困難な方、担税力のな

い納税者に対しての救済措置でございま

す。委員が申されますように、大阪府下

の一部の自治体では、減免の所得基準を

設けているところもございます。特定の

者について、一律の所得基準を設けて判

断するということについては疑問がござ

いまして、適用するに当たりましては、

納税者の生活実態、家族構成、収入の状

況、資産の保有状況、また預貯金の状況

や就労予定等、さまざまな視点から判断

する必要があると考えております。住民

税におきましては非課税制度もございま

す。委員ご指摘されます件につきまして

は、他市の状況も今後、調査研究してま

いりたいと考えております。

○野口博委員長　暫時休憩いたします。

（午前１１時４７分　休憩）

（午後　１時　　　　再開）

○野口博委員長　再開いたします。

　弘委員。

○弘豊委員　そしたら、３点ご答弁いた

だきましたものについて３回目の質問、

残りはもう要望にしておきたいと思いま

す。

　消防にかかわってでありますが、この

点につきましては女性の消防団員、また

女性防火クラブ、こうした役割もこれか

ら非常に重要になってくるかと思います。

今、消防の職員といたしましても２人、

消防署勤務になっているというようなこ

とも聞いておりますもんで、ぜひこうし

た方たちも中心に広げていくような、消

防力をアップしていくような取り組みを、

続けていってほしいと思います。

　あと、市民税、税金の問題についてで

ありますが、やはりとりわけこの景気の

悪化に伴って、中小業者も倒産が続いて

いるというようなことも聞いています。

個人業者の方なんかでも、この間、やむ

なく廃業される方がふえています。今、

失業者、ハローワークに通われている中

でも、以前は自営業をやっていたと、そ

ういう方が結構な数いらっしゃるという

ふうにも耳にしています。そういった意

味では、本当に今後ふえてくる失業者、

生活困窮者に対して、一番最終的には最

後のセーフティネットと言われる生活保

護があるというふうにも言われる方がい

らっしゃいますけれども、そうでないと

ころで、どんどんやっぱり生活ができな

くなって落ちていく中で、一番最後のと

ころで受けとめるだけじゃなくて、もっ

と何重にも網の目があっていいかと、あ

るべきじゃないかと、そういうふうにも

思いますもんで、ぜひ税の減免について

も、この点、できる限りの検討をお願い

したいと、このように思います。

　最後、そういった意味で、今回取り組

まれています定額給付金の支給に当たっ

てでありますが、これについても本当に

必要とされている方にしっかりと届くよ

うに、本当に必要な方に支給されないと

いうようなことにならないようにという

ようなことで、担当課におきましては、

本当に大変ご苦労かと思いますけれども、

よろしくお願いしたいというふうに、ご

要望申し上げます。

○野口博委員長　弘委員の質問は終わり

ました。

　続きまして、三宅委員。

○三宅秀明委員　それでは、まず議案第

１０号、平成２０年度摂津市一般会計補

正予算（第４号）の方から、何点か質問
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させていただきます。

　まずは予算書の１９ページにあります

款１７、寄附金、項１、寄附金、目１、

寄附金で、ご説明では一般寄附金にふる

さと納税があるということでしたが、も

う少し詳しい内訳のご説明をお願いしま

す。

　次に、２５ページで款２、総務費、項

１、総務管理費で１３委託料という項目

がありますが、この中に市例規集委託料

が２１３万３，０００円の減額というこ

とになっています。以前この例規集につ

いては一括契約か何かそういう系統なの

で、大幅な額の変動はないというような

お話があったかと記憶をしているんです

けれども、この要因についてお願いしま

す。

　次に２７ページで、款２、総務費、項

１、総務管理費で目４、財産管理費で、

光熱水費や通信運搬費も減額があるんで

すが、この中で庁舎総合管理委託料が１，

０００万円少々減額がありまして、補足

説明等では執行差金というふうなご説明

があったんですけれども、なかなか執行

差金と言うには大きい額が幾つかありま

すので、これをひとつお伺いさせていた

だきます。

　同じ議案になりますが３４ページの款

２、総務費、項２、徴税費、目２、賦課

徴収費で、特に固定資産税のシステム税

法改正対応委託料が５２５万円というこ

との減となっておりますが、これの説明

をお願いします。

　続きまして、議案第３０号、平成２０

年度摂津市一般会計補正予算（第５号）

でありますが、これは定額給付金の事務

と子育て応援特別手当ということでござ

いました。やるからには副市長も部長会

でおっしゃっていたと思うんですが、ス

ピーディかつ正確にというモットーで行っ

ておられるかと思います。やはり、既に

先ほどさまざまな質疑がありましたので、

意見として申し上げたいんですが、最近

ひったくりがまた徐々にふえているよう

な社会情勢がありますので、そういった

点と、あとやっぱりご答弁にもありまし

たけれども、安全性を考えると銀行振込

が一番無難なのかなという気がいたしま

す。確かに窓口で手渡すというのも、効

果はもちろん納得はするんですけれども、

そういった点を勘案されて、銀行振込を

原則として対応された方がいいのではな

いかというふうに申し上げておきます。

　続きましては、平成２１年度の予算概

要に移らせていただきます。

　まず、予算概要の８ページです。便宜

上、款、項等は省略して、課なり担当と

して質疑させていただきますので、よろ

しくお願いします。８ページで秘書課の

ご所管になりますが、各種市長会が例年

どおり計上されております。私も以前か

ら幾つか質問等をさせていただいておる

んですが、この市長会というものの仕組

みなり体制について、一度詳しいご説明

をいただきたいと思いますので、よろし

くお願いします。

　次に１０ページ、人事課のご所管にな

りますが、先ほど弘委員からも若干同類

の質問がありましたが、非常勤職員等の

雇用事業でございます。これについては、

やはり最近雇用形態の複雑多様化という

話がありますが、臨時職員また非常勤職

員、その他任期付きであるとか短時間再

任用、いろんな雇用形態があるかと思う

んですけれども、この住み分けというも

のをしっかりしておかなければ、あいま

いな形態が生まれるおそれがあると思い

ます。この点について担当のご見解を伺

います。

　次に、同じく１０ページで人材育成に
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関連することになりますが、代表質問で

もお伺いしましたが、意向調査の現状に

ついて、どのような対応がなされている

のか、また今後どのような対応をしてい

く予定なのかをお伺いいたします。

　次に１４ページ、情報政策課がご所管

になります。１つは地域情報化事業の中

の電子自治体推進協議会負担金に絡みま

すが、従前より申し上げておりますが、

やはり情報化社会ですので各自治体でい

ろいろなシステムの構築であるとか、ネッ

トワークの構築がなされております。そ

の中で、やはり自治体の規模によって必

要とするシステムなどが変わってくると

思います。その中で、この協議会という

ものがどのような役割を果たしているの

か。やはり自治体同士で利害の絡み合い

があるかと思いますので、その辺につい

て現在の担当課としてのご見解をお伺い

いたします。

　同じく１４ページの情報政策課ご所管

で、ＯＡ機器管理事業、パソコン等借上

料というものがございます。備考欄には

共用パソコンの管理経費というものがご

ざいまして、予定では１人１台体制等も

含まれていたかと思います。この中で１

人１台体制はもちろん重要なことではあ

るんですけれども、そのパソコンそれぞ

れに装備されているソフトであるとか、

ＯＳの差が生まれてしまうと、作成した

文章等が片一方で開けないであるとか、

文字化けするといった危険性、危険性と

いうか不安材料がございます。この点に

ついてどのように考えておられるのか、

お伺いいたします。

　次に、１６ページ、秘書課のご所管に

なります。まずは広報事務事業において、

備考欄にまた重点施策の中にも、報道機

関との連絡調整という表現がございます

が、どのような形態の連絡調整を考えて

おられるのか、お伺いいたします。

　次に、ホームページ事業でございます。

先だってバナー広告を設置するというこ

とが広報紙に載っておりました。昨今、

企業の広告費の削減の流れが顕著なんで

すけれども、この点についてバナー広告

を設置するに当たり、どのような戦略な

り考えを持っておられるのか、お伺いい

たします。

　同じページで法制文書課ご所管になり

ます。情報公開等事務事業がございます。

昨今は情報公開等が非常に重要な事業に

なっておりますけれども、現在の運用状

況と今後の対応の方針について、お伺い

いたします。

　次に１８ページです。まずは総務防災

課ご所管で、車両管理事業中、自動車借

上料及び通行料等という項目がございま

すが、この３月の末より高速道路の料金

の変更等があるかと思うんですけれども、

この対応についてはどのように考えてお

られるのか、お伺いいたします。

　次に、同じページの政策推進課ご所管

になります。総合計画策定事業の備考欄

にあります行政評価システムに関してで

ございますが、現在もいろいろ内部でご

検討されているかと思うんですけれども、

現在の行政評価について、担当課として

のとらえ方と今後の考え方について、お

伺いいたします。

　次に、２２ページ、情報政策課のご所

管になります。基幹業務オープンシステ

ム事業です。今回の予算には項目によっ

ては１億円を超えるものがあったり、な

かなか当初ご説明があったとおり、初期

費用等がかかるものがあるんだなという

感覚なんですけれども、今回の補正予算

でも幾つか減額もありました。これを踏

まえて、今後この金額の見通しがどうなっ

ていくのかをお伺いいたします。
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　同じく２２ページ、女性政策課ご所管、

男女共同参画啓発事業についてでありま

すが、今回は市政運営の基本方針にもガ

イドラインを作成するという事業もあり

ましたが、昨今、世代間においてこうい

う違いに対する認識が非常に違ってきて

いると思うんです。というのは、２０代、

３０代の若手世代ですと、いわゆる草食

男子とかいう単語が最近できたように、

立場が逆転してるといいますか、そうい

う現状がありますので、なかなかもう、

今あえてこのガイドラインをつくって云々

というのは、その世代にどう受けとめら

れるかが、なかなか不透明なところがあ

るように感じておるんですが、そういっ

た観点について、担当からのご見解をお

伺いします。

　次に２６ページ、人権推進課ご所管に

なります。平和イベント開催事業であり

ます。先ほど若干、弘委員の質問にもあ

りましたが、平和月間等もあるんですが、

この中で広島平和祈念式典参加というの

があります。長崎はどうなっているのか

なという、ふとした疑問がありまして、

海外とかで紹介されるときは、ほぼ広島、

長崎という扱いになっているんですけれ

ども、担当課としての見解を伺います。

�　これはどちらでとらえるかどうかは、

平和イベントとしてとらえてもいいかと

思うんですが、人権啓発推進事業で講師

派遣委託料というのがあるんですが、こ

れで被爆者などのお話もあったかと思う

んですが、この中で例えば現在内戦状態

にある国家、アフガニスタンやイラク、

ソマリアとか、そういったところの国の

方に来ていただいて、リアルな体験をお

話しいただくのも非常に有益かと思うん

ですけれども、この点について、この事

業の中でお考えをお聞かせください。

　次に３０ページです。市民税課ご所管

になります。職員提案の中で、市税の通

知文に市長からなどのメッセージを印刷

するという事業が、１つ採用されていた

ような記憶があるんですけれども、これ

は今どうなっているのか、お伺いします。

　また、同じページの納税課ご所管でイ

ンターネット公売事業が今年度も記載さ

れておりますが、昨年、新聞にも取り上

げていただいたこともあるかと思うんで

すが、結果、状況はどのようになってい

るのか、お伺いいたします。

　次に、３４ページ、選挙管理委員会事

務局のご所管です。こちらでは市議会議

員の一般選挙と衆議院議員の総選挙の費

用が計上されておりますけれども、同類

の項目で額が比較的ずれているといいま

すか、差がある項目が幾つかあります。

例えば、このポスター掲示場設営撤去委

託料などのところなんですけれども、こ

れの要因についてお伺いをいたします。

　次に、９６ページ、消防総務課のご所

管になります。消防職員教育訓練派遣事

業ですが、備考欄には消防職員の知識技

能向上のため、大阪府立の消防学校や救

急救命士養成機関等への職員派遣経費と

あります。これまでにもいろいろお話が

あったのですけれども、先ほどの弘委員

の質問にもありましたように、消防技能

の向上、また今後は恐らく維持の方が重

要になってくるかと思うんですけれども、

特に救急救命士について担当のご見解を

お伺いいたします。

　次に、９８ページ、予防課のご所管に

なりますが、危険物規制事業で備考欄に、

危険物施設等の査察強化という表現がご

ざいます。ビデオ店の放火等もありまし

たので、これは重要かと思うんですけれ

ども、本市においてどのような予定をさ

れているのか、お伺いいたします。

　次に１００ページで、これは消防署の
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ご所管ですね。消防本部車両資機材整備

事業で、備考欄の中に支援車を指揮車へ

改造に係る経費というのがございます。

これが機械器具費に当たろうかと思うん

ですけれども、これの内訳といいますか、

要因についてご説明をお願いします。

　次に、同じく消防署ご所管で、救急活

動事業の中に新型インフルエンザ対策資

器材ほかに係る経費というのがございま

すが、現在特に現場に出られる部局とし

て、この新型インフルエンザ対策をどの

ようにとらえておられるか、お伺いいた

します。

　次に、１０２ページ、総務防災課ご所

管の、情報収集伝達体制整備事業の中に

あります防災無線でございますが、現在

この防災無線についてはどのような保守

点検と、また使用状況になっておるのか。

また、今後、防災無線についてどのよう

にしていく予定なのか、今考えておられ

る範囲でお伺いいたします。

　最後に、同じく総務防災課ご所管で、

新型インフルエンザ用備蓄用品整備事業

がありますが、１２月の一般質問でも若

干取り上げましたけれども、担当課とし

ての備蓄はもちろん大事ですし、その啓

発も大事です。あとこれについて、ほか

の課なりの連携も重要だと思いますので、

その点で何か今ご検討中のことがあれば、

お答えをいただきたいと存じます。

　以上で１回目を終わります。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　それでは、総務防災

課にかかわります部分について、お答え

をいたします。

　初めに補正の方で寄附金の内容につい

て、ふるさと納税の内容についてという

ことでございますので、ふるさと納税自

体は２６５万５，０００円がふるさと納

税としてございます。寄附金自体の金額

は五百八十数万円ございますけれども、

うち一部、職員の駐車場利用料を寄附と

して収納している関係で、この金額になっ

ております。ふるさと納税自身につきま

しては、２６５万５，０００円歳入をい

たしております。

　次に、庁舎総合管理委託料の減額、約

１，０００万円の減額があるが、これは

というお問いでございますが、庁舎総合

管理委託料につきましては、従前は３年

契約、平成２０年度からは５年契約とい

たしまして、平成２０年度がちょうど契

約がえの年でございましたので、入札と

いうことになりまして、金額については

参考見積もりを徴集した後、入札をもっ

て決定ということでございますので、そ

の参考見積もりの金額等を勘案いたしま

した金額となりましたので、多目にとい

うか、多く予算計上をしたということで

ございます。ただ、２１年度以降につき

ましては、もう５年間の契約が毎年の金

額、ほぼわかっておりますので、減額が

発生することは、ほとんどないかと考え

ております。

　次に、当初予算の方の概要１８ページ

の件でございます、車両管理事業の自動

車借上料でございますが、高速道路の利

用料金の変更ということで、確かに経済

対策の方でございまして、どこまで行っ

ても１，０００円ということでございま

すが、本市の場合、遠いところへ車で出

かけるということはほとんどございませ

んで、余りそういう高速道路の料金変更

の影響が及ぶということはないかと思い

ます。自動車借上料のところにはマイク

ロバスの借り上げでありますとか、タク

シーの借り上げでありますとか、そういっ

たものが主になっておりますので、高速

道路の料金の変更が、この予算には余り

影響を及ぼさないと考えております。
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　次に、防災無線の考え方でございます。

本市も防災行政無線を持っております。

ただ、相当古くなっておりますので、こ

れの維持管理をどうするかということで、

更新ということも１つの手段として考え

ておりますが、今、業者に聞きますと約

２億５，０００万円程度一括更新するの

に必要ということが言われております。

それともう一つありますのが、アナログ

波を使っておりますが、今、デジタル波

への移行ということが国の方で考えられ

ております。ただ、防災無線については

テレビ等の地上デジタル波等々のように、

まだ確定したものがございませんで、今

後その考え方が出てまいります。大阪府

等におきまして、もう府内市町村は同じ

ような状況でありますので、今後の防災

無線のあり方、また大阪府が設置してお

ります大阪府の防災無線との整合性、ま

た国等が運営しております衛星通信を使

いました防災無線等との整合性等を考え、

今後検討してまいるように考えておりま

す。いずれにしましても、最少の経費で

情報伝達できるということが考えられる

かなと考えております。

　それから、インフルエンザでございま

す。インフルエンザの対策につきまして

ですが、約４００万円の予算計上をさせ

ていただいております。これにつきまし

ては、庁内の職員が業務を継続するため

には、やはりマスクも要りますし、そう

いう防護服も要りますしということで、

職員が使用することを前提として考えて

おります。それも感染期において約６割

程度の職員しか出勤できないだろうとい

うことも考えた上での備蓄を考えて、算

定をした金額が４００万円で、主にマス

クと消毒剤、ゴーグル、手袋等でござい

ます。

　他課との連携ということでございます

が、先般も茨木保健所の予防課長さんに

おいでいただきまして、庁内連絡会議を

開催しております。今年度の秋口ぐらい

をめどに、インフルエンザ対策のマニュ

アルの作成について検討していきますし、

また庁内で関係する各課についても、連

携をとりながらそういう会議をやってい

きたいと考えております。

○野口博委員長　東角課長。

○東角情報政策課長　情報政策課に係り

ます３点のご質問について、お答え申し

上げます。

　まず１点目でございますが、地域情報

化事業一般管理費、電子自治体推進協議

会負担金１５１万１，０００円でござい

ますが、これはことし再構築を行いまし

て、大阪府下４３市町村で共同入札を行っ

ております。ご質問にありますとおりの

各市だんだんと分かれてきていますが、

どういう形に摂津市はなっていくのかと

いうご質問でございますが、まず「ＬＧ

ＷＡＮ-ＡＳＰ」というような形を用い

るのが、この電子自治体推進協議会で目

指すところであります。ただ、当初の目

的とはだんだんと各市の思惑が違ってき

ておりまして、摂津市は１５１万１，０

００円で来年度予算要求を計上させてい

ただいておりますが、実際、他市であり

ましたら、２，０００万円とか３，００

０万円とか負担金だけで実は払っておら

れます。摂津市もそういうやり方という

か、国のパイロット事業でされたやり方

で先行導入されたやり方というのが、実

はないことはなかったんですけれども、

やはり技術革新が非常に進んでおります

ので、「ＬＧＷＡＮ-ＡＳＰ」と申しま

して、システムそのものを民間が開発し

たものを使わせていただくという形で、

市役所には機械を置かずに、そのシステ

ムを利用させていただくということで、
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持つと非常にいろんなメンテであるとか、

人件費であるとか、いろんなもろもろが

かかりますので、そういうトータルコス

ト・オブ・オーナーシップと言うんです

か、持つだけでかかる初期経費等、ある

いはランニングコストを、できるだけか

からないような方策を実は考えておりま

す。また、「ＬＧＷＡＮ-ＡＳＰ」を使

いますことで、ＣＯ2の発生も、共同で

そのシステムを使わせていただきますの

で、抑えられるのではないかというふう

に考えております。

　それから、２番目のご質問で、これま

でウインドウズ９５に始まって１２年間

で６回も、実はＯＳが変わっております。

ＯＳといいますのはコンピュータの中で

システムを動かすＣＰＵというんですか、

頭脳のところなんですけれども、委員おっ

しゃるように１２年間で６回もシステム

が変わっておりますので、そこで使われ

る、例えばエクセルとかワードなんかも、

毎回、実は更新しなければなりません。

ただ、またそこも情報政策課でいろんな

やり方を常にミーティングしておりまし

て、それを１回１回やりかえたのでは、

とても面倒ですし、これから７００台の

パソコン時代になってきますので、手間

もかかります。それからコストも非常に

毎回毎回となると、掛ける何回分という

ような形になりますので、まず旧の、今

はウインドウズ９８で使っていただいて

おりますＯＳをベースに１０年使いまし

た。ＯＳが変わるたびにかえるというの

は非常に難しいですので、一番新しいパ

ソコンを、昔で言うとホストコンピュー

タ並みの処理能力がございますので、そ

の中に仮想的にウインドウズ９８なりが、

エミレーターと言うんですけれども、エ

ミレーション機能をつくり上げまして、

過去の分を、どうしても必要だとおっしゃ

る方には、ご提供させていただこうかな

と思っております。そうでなければ古い、

例えばエクセルとかワード、あるいはＯ

Ｓを、それと新しいものの２種類を使っ

ていただくということを、一応考えてお

りますけれども、委員おっしゃるように

非常にコストもかかるし、手間も非常に

かかりますので、そのようなちょっと回

避的な方法でございますが、今現実には

考えております。

　それから、第３点目のオープンシステ

ムの導入で、今後の将来コストの削減は

どのようになっていますかというご質問

でございますが、これまでにもご答弁を

申し上げておりますが、まずもともとは

４部９課２７システムであったものを、

６部１４課３４システム、７システム実

はふやさせていただいております。本来

であれば、非常に１つのシステムに対し

て５，０００万円、１億円というような

金額が実はかかるんですけれども、今回、

私どものとりました方法は、基本的にそ

のシステムそのものが最大公約数という

ようなところは、すべて統合させていた

だいて、システムを実は構築させていた

だきました。その結果、ちょっと予算書

ではわかりにくいのですけれども、もと

もと例えばシステム改造経費はホストコ

ンピュータでは平成１１年から平成１９

年までは多少の増減はありますけれども、

１億７，０００万円かかっておりました。

それをこのオープンシステムにかえます

と、今は平成２０年度の決算見込みでご

ざいますが、約１億１，０００万円ぐら

いになろうかと。その差は年間６，００

０万円ぐらいですので、１０年間もし機

械が使えるだけ使わせていただくとしま

すと、６億円ぐらいは浮いてきます。そ

れに加えまして、６億円と言うてますけ

ど半分ぐらい増減がありますので、半分
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の３億円の節約ではないかと予測してお

ります。

　それから、５年間で実はホストコンピュー

タからオープンシステムを入れかえまし

たので、もともとホストコンピュータは、

大体１年間に１億３，０００万円から１

億５，０００万円のランニングコストが、

借りるだけでかかっていいました。それ

をシステムを導入したときに、毎年、５

年間だけは最初の初期導入費がかかりま

すので、大体１億３，０００万円ずつぐ

らいかかるんですけれども、そのうちの

１億１，０００万円、ここに予算に上げ

ております部分は、ざっと５年後になる

となくなります。５年後には情報政策課

だけの予算で見ても、単年度でざっと１

億円ぐらいは下がるのではないかという

ふうに予測をしております。

○野口博委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　それでは、私の方

から、現在の行政評価システムについて

どう考えているかということと、今後の

行政評価システムについての考え方はど

うかというお問いについて、ご答弁申し

上げます。

　現在の行政評価システムにつきまして

は、平成１４年度から予算連動を強く意

識して導入いたしたものでございます。

この予算連動という点から考えますと、

財政事情は非常に厳しい折でございまし

たので、その効果は大きなものであった

と思っております。ただし、いわゆるＰ

ＤＣＡのサイクルでいいますＣのところ

ですね、評価検証するという部分につい

ては、これは全然やっておらなかったと

いうことではないんですけれども、毎年

の各課の事務事業評価にあわせて、過年

度の評価もやっていただいておったわけ

ですけれども、今後につきましては、い

わゆるその事後評価部分でありますＰＤ

ＣＡのＣのチェックのところですね、評

価検証のところの方に力を入れ、なおか

つ今までどおり予算連動も図ってまいり

たいというふうに、今後のシステムにつ

きましてもそのようなところで、事後評

価のところにもう少し力を入れて、それ

を次年度以降の施策展開に回していきた

いと、生かしていきたいというふうに考

えております。なお、現在、今年度平成

２１年度から新財務会計が稼働いたしま

す。これは執行部分も稼働いたします。

そこの財務会計システムのオプションと

いいますか附属の部分で行政評価のシス

テムがございますので、２３年度以降の

新総合計画にあわせまして、そちらの方

にシステムの方も移行をしてまいりたい

と、このように考えておるところでござ

います。

○野口博委員長　井口課長。

○井口秘書課長　それでは、秘書課にか

かわります市長会の仕組みについてとい

うお問いに対して、ご答弁申し上げます。

　本市が加盟しております市長会は４つ

ございまして、全国市長会、近畿市長会、

大阪府市長会、北摂市長会でございます。

全国と近畿につきましてはちょっと確認

はしておりませんが、大阪府市長会につ

きましては、府下３３市全市が加盟して

おります。それから市長会の主な設立目

的といいますか、市長会の設立の意義と

しましては、これは大阪府市長会の会則

でございますが、各市間の連絡調整を図

り、市政の円滑な運営と進展に資し、地

方自治の交流と繁栄に寄与することを目

的とする、となっております。そして、

主な活動事業といたしましては、国、府

に対します施策と予算に関する要望、こ

れが大きい事業だと思います。そのほか

にも経済対策緊急雇用など、緊急提言、

申し入れ、要請なども行っております。
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それからまた専門部会なども設けられて

おりまして、行政、財政等に関する調査

研究を行い、各種施策、国への要望に反

映できているものと思います。ちなみに

本市は現在のところ、大阪府市長会の理

事に選出されております。

○野口博委員長　牛渡課長。

○牛渡人権室女性政策課長　それでは、

女性政策課所管の事業につきまして、ご

答弁を申し上げます。

　男女共同参画啓発事業につきましては、

毎年、女性問題をテーマにいたしまして、

啓発誌の作成を行い、それを通じまして

男女共同参画の実現に向けまして、基本

法の理念の普及でありますとか、固定的

な性別役割分担意識の解消を図ることを

目的としております。そこには委員ご指

摘のように、世代あるいは性別によりま

して、多種多様な価値観があるというこ

とも十分に認識をさせていただいており

ます。そういった認識も踏まえまして、

今後とも幅広い世代の皆様に向けまして、

啓発事業を行ってまいりたいというふう

に考えております。

○野口博委員長　藤原参事。

○藤原市長公室参事　初めに、平和祈念

式典への参加についてでありますが、長

崎に行かない理由としましては２つござ

います。その１つは、広島の平和式典の

開会時間というか、それが午前８時から

終了が９時ということで、比較的早朝で

ございます。それに比べて長崎は１１時

から１２時ということで、炎天下であり

まして、着席から退席までいうたら２時

間ぐらいかかります。そういう意味で、

もしも市民の方で行かれた方にとっては、

きついんじゃないかというような考えで

ございました。ございましたって申しま

すのは、数年前に大きなテントができま

して、そのテントの中に入ったら、何と

かいけるんではないかということであり

ます。

　もう１点は費用面で、大体１人２万５，

０００円ぐらい広島よりも高くつきます。

それについては近隣の各市に聞きました

ら、隔年で行ってるよというところもご

ざいますので、検討してみたいというふ

うに考えております。

　もう１点の中東やアフリカの、その紛

争地帯から、よくご存じの方を呼んでき

てということでありますが、人権週間に

ついては、弘委員のご質問にもお答えし

ましたように、今回は貧困をテーマに考

えております。そこで、人権協会のヒュー

マンセミナーという市民講座がございま

すので、そちらの方で一度取り組んでも

らえないかということで、話をしたいと

思います。

○野口博委員長　石原参事。

○石原人事課参事　私の方から、人事課

に関するご質問に、ご答弁申し上げます。

　まず、正規職員と臨時職員の住み分け

についてでございますが、先ほど委員が

おっしゃられましたように、地方分権の

進展や、最近の住民ニーズの多様化に伴

いまして、それにこたえるために、いろ

いろな柔軟な雇用形態が求められている

ところでございます。正規職員につきま

しては当然のことながら、すべての業務

に対して責任がありますし、それに対応

して業務を遂行していかなければなりま

せん。また、臨時職員は臨時的、一時的

な業務量の増加に対応する場合などで、

事務の補助的な業務に従事をしていただ

いております。非常勤職員につきまして

は、主に正規職員と臨時職員の中間的な

位置づけと申しますか、正規職員よりも

少なく、臨時職員よりも多いという、一

定の役割と責任を持っていただきながら、

業務の方に従事していただいております。

－33－



今後、いろいろな雇用形態を研究して、

市民サービスの向上につなげてまいりた

いと考えておりますので、よろしくお願

いします。

　もう一つ、続きまして意向調査をどの

ように生かしているのか、また今後どう

していくのかというご質問ですが、現在、

人事制度の１つとしまして、自己申告制

度を設けておりまして、自己申告書を職

員に配付し、職員個々の現在の状況、ま

た仕事に対するニーズなどを記載してい

ただきまして、人事課に提出し、希望者

には面接をしております。活用方法につ

きましては、例えば若手には１０年間の

うちに窓口部門から管理部門、また管理

部門から窓口部門など、２つから３つの

職場を経験してもらいたいという考えが

ありますので、この自己申告制度の中で、

本人との希望があえば人事異動を行うな

ど、職員のモチベーションの向上にもつ

なげるような活用をしております。

　自己申告書の目的としまして、職員の

配置管理の参考にすること、また職員に

対して意見を述べる機会を与えること、

また職員の能力開発に役立てることの３

つの目的を実現できるような制度構築を

目指しておりますので、それらを生かし

て、今後研修の充実や人材発掘などの人

材育成にも生かしていきたいと考えてお

りますので、よろしくお願いします。

○野口博委員長　橋本参事。

○橋本秘書課参事　それでは、私の方か

ら、広報に関しまして２点お答えさせて

いただきます。

　報道機関との連絡調整ですが、これに

つきましては事務分掌に規定されている

業務でございまして、具体的な取り組み

といたしましては、報道機関と定例市議

会ごとに開催します記者会見のセッティ

ングをするほか、日常的には各種催し物

や取り組みの事前情報提供、それと当日

の取材内容の提供でして、それらのプレ

スリリースを行っております。また、個

別取材申し込みに対応するほか、担当課

への取材の際の、記者が何を求めるかな

どの助言、取材の立ち合いなどの支援を

行います。あわせまして不測の事態には

危機対応としての公式な一斉発表も行い

ます。新聞、テレビ等についてですが、

その媒体だけでなく報道機関のインター

ネット配信などがあります。それらは社

会全体に影響力のある媒体でありまして、

メディアの性格から、スピード感を持っ

て正確な対応を心がけているところでご

ざいます。

　続きまして、広告掲載料につきまして

ですが、平成２１年度からホームページ

のバナー広告掲載を導入いたします。そ

れに伴いまして、前年度より増収を見込

んでおります。景気後退時期ではありま

すが、さきの本会議でも自主財源の確保

の取り組みを説明しておりまして、ホー

ムページのリニューアル時からの課題で

あり、各市の状況を確認して準備を進め

てきました。その中で、ホームページの

バナー広告ですが、トップページの下の

ところに８枠の掲載を予定しております。

その検討段階では、１枠１万５，０００

円を見込みましたが、実際、実施要綱を

定めましたときに、１万円といたしてお

ります。また、連続掲載に関しまして割

引制度を設けて実施します。広告の募集

の仕方につきましては、広報紙の広告も

含めてなんですが、自前で対処をしてま

すが、募集枠が固定できることによって、

あらかじめ広告代理店に入札による買取

方式も可能となります。厳しい経済情勢

ですが、新年度の経過を見ながら、次年

度以降の方針を決めていきたいと考えて

おります。
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○野口博委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　市民税課所管に関し

ますご質問で、市長のメッセージを掲載

した納税通知書について、ご答弁申し上

げます。

　これにつきましては、平成２０年度の

職員提案で、市民税課職員の提案が採用

されたものでございます。毎年６月の市

民税の当初納税通知書発送後でございま

すが、納税者が直接来庁されたり、電話

による問い合わせが数多くございます。

特に平成１９年度からは所得税から地方

税へ税源移譲が実施されまして、多くの

納税者が所得税が減って住民税がふえた

ことから、自分たちばかりに負担を押し

つけられているのではないかというよう

なご意見を、大変多くお聞きするところ

でございます。このことから、市民税課

職員は毎年納税通知書を発送後、説明に

追われておる日々が続くわけでございま

す。提案では、納税通知書に市長からの

メッセージを掲載させていただき、内容

につきましては摂津市の財政状況を簡潔

に説明し、歳入における税の重要性や必

要性、また今後の政策と目標等を総合的

にわかりやすく示すことで、納税者の方

への理解と協力を呼びかけるというもの

でございます。市のトップからのメッセー

ジということで、最大の広報効果を期待

するものでございます。本年６月発送予

定の、平成２１年度の市府民税普通徴収

の納税通知書から採用させていただく予

定で、作業を進めさせていただいており

ます。

○野口博委員長　入倉課長。

○入倉固定資産税課長　固定資産税課の

減額補正５２５万円の内容について答弁

いたします。

　平成２０年度のオープンシステムの稼

働によりまして、固定資産税システムは

株式会社日立情報システムズのパッケー

ジソフトを使用しており、税制改正のう

ち標準部分の改修費用は発生しません。

しかし、大規模な税制改正や別のシステ

ムである家屋評価システム、土地評価シ

ステムとの連携を伴う部分に改修が必要

となった場合は費用が発生します。２０

年度においてはシステム改修を伴う事案

がなかったため、全額を減額いたしまし

た。

○野口博委員長　豊田局次長。

○豊田選挙管理委員会事務局局次長　私

の方から、選挙管理委員会に係りますご

質問について、ご答弁させていただきま

す。

　まず、委員ご指摘のポスター掲示場の

点でございますが、まずこれにつきまし

ては市議会選挙の場合、３段３０区画を

予定しております。また、衆議院選挙に

つきましては２段８区画ということで予

算を計上させていただいています。この

大きさの差によるもので、予算の額がか

なり差が開いているということでござい

ます。ほかに、例えば手数料でしたら市

議選では７８万１，０００円、衆議院で

は１３５万４，０００円と、これも差が

あるんですけれども、これは主に選挙公

報の新聞の折り込みの手数料に係るもの

で、市議選の場合は１種類１回のみにな

りますけれども、衆議院選挙の場合、小

選挙区と比例区、それと国民審査と、こ

れ３種類３回入れることになりますので、

その手数料が衆議院選挙の方が多くなる

というふうになっております。これにつ

きましては、ほかに選挙の種類がふえる

ということで、人件費も同じような理由

でふえております。

　それと、ほかに逆の形としまして、印

刷製本費につきましては市議会選挙につ

きましては３０４万６，０００円、衆議
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院選挙については１６３万１，０００円

となっておりますけれども、これにつき

ましては共通な費用としまして入場整理

券の作成とか、啓発チラシの印刷製本費、

このような費用が必要になってきており

ます。ただ、市議会選挙におきましては

投票用紙とか、あと選挙公報、これが市

が印刷するような形になりますので、そ

の分が市の選挙の場合、ふえるような形

になっております。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、消防職

員教育訓練派遣事業のうち、救急救命士

の養成についてご答弁します。

　消防職員教育訓練派遣事業は、消防大

学校、府立の消防学校、それと救急救命

士養成機関等に職員を派遣いたしまして、

消防職員の知識、技術の向上、各種の資

格取得、そして委員のご指摘のそれら技

術の維持を推進している事業でございま

す。その中で救急救命士の養成につきま

しては、高度救急需要に対応するため、

救急資機材の整備と並行しまして、救急

救命士を毎年度計画的に養成しておりま

す。平成２１年度につきましては、２名

の養成を計上しておりまして、救急救命

士２台乗車体制の実現に向けて、本事業

を推進しているところでございます。

○野口博委員長　本山課長。

○本山警備第１課長　消防本部車両資機

材整備事業のうち、支援車を指揮車へ改

造に係る内容についてお答えいたします。

　支援隊、指揮隊の運用につきましては、

平成１７年６月に改正された消防力の整

備指針により明確化されております。本

市も平成２０年１０月１日より指揮隊運

用を開始し、消防活動における組織的な

指揮統制及び安全管理の徹底に努めてま

いったところであります。指揮隊車とし

て運用するには、現場指揮活動に必要な

資機材の積載が必要であり、指揮本部と

しての機能も必要となりますので、支援

車として運用しております車両を指揮車

に改造するものであります。

　続きまして、救急活動事業の新型イン

フルエンザ対策について、どのようにと

らえているのかということについて、お

答えをいたします。新型インフルエンザ

発生時における救急隊員に対する感染防

止用資機材を購入し、救急業務の機能低

下を防ぐため計上いたしたもので、被害

想定といたしましては、平成２０年１２

月消防庁より提示の、消防機関における

新型インフルエンザ対策のための業務継

続計画ガイドラインを参考にし、本市の

被害想定を罹患者数２万人、受診者患者

８，０００人から１万６，０００人、入

院患者１，２５０人、死亡者４００人と

想定いたしまして、救急搬送件数を入院

患者、死亡者数の３分の１と想定し、救

急患者搬送件数５００件分の、救急隊員

３人乗車しておりますので、１，５００

人用の感染防止用資機材として、感染防

止着の上下、感染防止用手袋、感染防止

用マスク、ゴーグル、キャップ、救急の

シーツ等を購入するものであります。

○野口博委員長　布川課長。

○布川納税課長　それでは、納税課にか

かわりますインターネット公売に関しま

して、ご答弁させていただきます。

　平成２０年度より導入実施いたしまし

た２回の公売には、単車や絵画、洋画、

洋酒等１０点、１７７件の入札がありま

した。１０点すべて売却でき、売却率１

００％でありました。落札額は１７万５，

１５２円、売却倍率は６．３７倍であり

ました。初回の状況が新聞報道されまし

たことから、市民から家族の滞納状況等

の問い合わせがございましたことなどか

ら、滞納への抑止力につながっているも
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のと考えております。

○野口博委員長　森課長。

○森予防課長　消防予防課所管でありま

す危険物施設等の査察強化につきまして、

ご答弁させていただきます。

　現在、本市におきましては１３８事業

所におきまして３３４の危険物施設がご

ざいます。２年間で危険物施設の査察が

実施できるよう計画し、平成１９年は３

４０施設中１７７施設、２０年は３３４

施設中１７４施設の査察を実施いたしま

した。ご承知のとおり、危険物は気温等

周囲の環境に影響される性質を持ってお

りますので、そのため貯蔵取り扱い方法

を誤りますと、大事故、大災害につなが

るおそれが大であります。１年間を通し

て施設区分ごとに査察時期を組みかえる

などして、現行の法令等に適合した施設

の適切な維持管理状態が確認できるよう、

査察に努めております。今後もさらに危

険物施設の安全を高めるため、査察の強

化に努めてまいりたいと考えております。

○野口博委員長　奥課長。

○奥法制文書課長　それでは、情報公開

事務事業について、ご説明を申し上げま

す。

　この事業につきましては、審査会の運

営ということになります。審査会につき

ましては、平成１８年度に実質審議を３

回していただきまして、それ以外では実

質審議という例はございません。それが

平成５年に情報公開条例、個人情報保護

条例が始まりまして初めてのことでござ

います。昨年度につきましては、任期切

れということで、新たに委員さんに委嘱

するということで、１回審査会の会議を

開かせてもらっております。

　今後どういうふうにしていくかという

ことでございますが、これはご存じのよ

うに異議申し立てがなければ審査会は開

かれないということでございますので、

どちらかというと開かれない方がいいよ

うな感じがしておりまして、適切にその

条例の運用に努めていきたいと思ってお

ります。

　それから、例規集の減額でございます

が、例規集はご存じのように法律改正等

の影響をかなり受けまして、最近で申し

上げますと平成１７年度、１８年度に、

決算額で６００万円を超えるような状態

になりまして、２０年度につきまして予

算要求をさせていただきますときに、６

００万円を超える１７年度、１８年度よ

りも、まださらに多くなるんじゃないか

というところから、７０２万円の要求を

させていただきましたが、結果としてそ

ういう法律改正等がかなり少なくなりま

したもので、この減額を算出したところ

でございます。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　いろいろご答弁いただ

きまして、理解をいたしました。２回目

に移らせていただきます。

　補正予算第４号になりますが、一般寄

附金につきまして、ふるさと納税２６５

万５，０００円であったということです

が、例えばふるさと納税というふうにお

持ちになられるなどしたけれども、例え

ば使途を限定して、例えば地域福祉に使っ

てくださいとか、人間基礎教育に使って

くださいとかいうふうに、寄附者からお

願いがあった場合というのも、これに入

るんでしょうか。ちょっとそれを確認さ

せていただきます。その他については先

ほどのご答弁で理解をいたしました。

　次に予算概要でございます。順を追っ

てお話しをさせていただきますと、市長

会については４つあって、施策や予算を

要望していると。現在は大阪府の市長会

の理事であるということであります。最
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近の国家的な話になってくると、実現す

るかどうかはわかりませんが、政府紙幣

であるとか無利子国債、相続税免除の国

債などの議論があるんですけれども、こ

ういった施策について、やはり実際に現

場として考えがあったりしたときに、言っ

ていってもいいのかなという気はするん

ですが、これは私のただの１人の意見と

してお聞きいただければ結構ですが、こ

ういったいろんな施策が出てきて、今後

財政とかの構造も変化してくると思うん

です。そういった中で、こういった市長

会なりを通じて、現場の声をもっと国の

方に届けていただきたいなというふうに

思います。

　私は代表質問で東京に行ってきたと申

し上げましたけれども、中央省庁の方々

は、制度自体はようできたと思ってつくっ

ておられるんですね。実際、現場でそう

いうのをやる段階になると、地域ごとに

いろんな事情があって、なかなかうまい

ことできたはずの計画が、全くもって実

施できないという状況があるように今思

うわけです。ですので、施策がどうこう

ももちろん大事なんですけれども、今う

ちはこんな状況なんですよという、どっ

ちかというと連絡になるんですが、情報

交換としても、この市長会を通じてお願

いしていただきたいと思います。これは

要望みたいなことになりますので。

　今ちょっと触れましたけれども、政府

紙幣とか、特に無利子国債ですかね。こ

れは結果として国の税収が減るような気

がするんですけれども、そうなったとき

に摂津市に何らかの影響が出てくるので

しょうか。一応財政としてお答えいただ

けるのなら、お願いをいたします。

　次に人事ですが、臨時職員と非常勤職

員との住み分けについて、いろいろお話

をいただきました。最近の議論の中では、

やはり民間ですと正規職員として雇えで

あるとか、継続しろとかいう要望があり

ます。しかし、公務員は一定採用の試験

があって、昇進等にも試験がある、面接

があるという状況がありますので、民間

のようにほいほいと採用できたり、職員

の職種を変えることはできないとは思う

んです。ただ、そういう状況にはあるん

ですが、こういう社会状況ですし、一定

臨時職員なり非常勤職員なりでお勤めい

ただいているときに、その方の実力といっ

たらあれですけれども、力が見れると思

いますので、そういう情報として蓄積し

て、その情報というのは、先ほどご答弁

いただきましたように、臨時職員でやっ

ていいこと、やったらあかんこととか、

それぞれの職階であると思いますので、

そういったいうなれば越権行為がなし崩

し的に行われたら、やはり行政としての

立場がちょっと危うくなりますので、そ

の辺も踏まえて、今後のその人事の考え

方に落とし込んでいっていただけたらな

と思います。

　意向調査の点についても、自己申告制

度であるものを活用して、希望者には面

接をしたり、目標としては１０年で窓口

や管理業務をローテーションするという

ことでありました。私も民間企業におり

ましたときに、こういった制度はもちろ

んあったんですけれども、人員が不足し

てきますと、これをしたとしても、なか

なかそれを実現することは難しい状況に

ありました。これはもう行政であろうが、

民間であろうが、こういう状況ではどこ

も一緒だとは思います。しかし、だから

といって、とりあえず希望は聞くけれど

も、もうほぼ実現の可能性がないよとい

う状況になれば、それこそ絵にかいたも

ちに終わってしまいますので、難しい時

期だとは思うんですけれども、この意向
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調査について、しっかりとした活用をし

ていただきたいなというふうに思います。

　次に、電子自治体推進協議会のご答弁

をいただきました。いろいろ思惑が違っ

てくる状況にはあることは当然だろうと

思います。その中で、今後、摂津市とし

て、また北摂として、大阪府として、ど

ういったシステムの共同的な構築がスムー

ズにいくのか。今後、恐らく定額給付金

もそうでしょうけれども、いろんな部と

課におさまらないいろんな他課、他部に

わたる業務がふえてくると思いますので、

そういった点を踏まえて、この協議会な

りいろんなところで方向性について、議

論をしていただきたいなと思います。

　次に、パソコンの管理について、ソフ

トについていろいろご答弁いただきまし

た。新しいものにはエミュレーターが入

るというご答弁でしたが、これには正直

びっくりしました。まさかそこまでして

おられるとは、正直思っておりませんで

したので。それを入れたことによって、

負荷がかからないかという疑問がちょっ

と今出たんですけれども、その点につい

てはいかがでしょうか、ご答弁をお願い

いたします。

　続きまして広報につきまして、報道機

関との連携については、プレスリリース

であるとか、取材の取り次ぎ、あるいは

危機対応などの事例を挙げていただきま

した。最近は摂津市もいろんな採用試験

であるとか、犯罪被害者の旅費の補助で

あるとかで取り上げていただいておりま

す。これ自体すごいいい傾向やと思いま

すので、マスコミに対していろんなプレ

スリリースを発行して、しっかりと摂津

市の存在感というか、施策のアピールを

していただきたいなと思っておりますの

で、引き続きその現状をさらに向上させ

ていくべく、もっとコンパクトにまとめ

た記事送りですとかに努めていただけれ

ばなと思います。

　バナー広告については、料金の減額や

入札などを検討しておられるということ

でした。こういうご時世ですけれども、

やはり広告効果があるのであれば、もち

ろん企業さんとしても応募してくださる

と思います。やはり、大阪府のある広報

系のお話では、ほかの自治体ではあり得

ないぐらいの倍率で応募があったという

話も聞いておりますので、今、摂津市が

取り上げられている状況ですので、これ

をチャンスとしてバナー広告、またほか

の広報紙の広告等の誘致にも、力を入れ

ていただきたいなと思います。

　それとホームページについていろいろ

ご尽力をいただいてまして、ひとつ携帯

電話のホームページがありますが、時々

システムの更新の都合かとは思うんです

けれども、不安定になる時期があります

ので、これを対処といいますか、あまり

起こらないように努力をしていただけれ

ばなと思います。これはよろしくお願い

します。

　次に、法制文書課の情報公開ですけれ

ども、異議申し立てが必要ということで、

もともとの法の趣旨はそうですので、も

ちろんぎょうさん申し立ててくださいと

か、そういうことは申し上げません。あっ

たときに適切な対応をしていただく必要

がやっぱりありますので、その点しっか

りと今後とも運用していただきたいと思

います。

　次に、総務防災課ご所管で車両管理で、

高速料金の点についてご答弁をいただき

ました。余り影響はないかなということ

でございましたが、いろんな可能性があ

りますので、車両にＥＴＣがついている

かちょっと存じ上げないんですけれども、

少しでも経費の削減になるようなことは、
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積極的に行っていくべきだと思います。

ＥＴＣはどのように考えておられるかだ

け、ひとつお願いいたします。

　次に、行政評価システムについてです

けれども、ＰＤＣＡのＣに重点を置くと

いうご答弁でございました。新財務会計

システムにはついてくるということでも

ありますし、重点を置くべきところは、

私もここであろうと思っておりますので、

その観点については、そのまましっかり

進めていただければなと思います。いろ

んな自治体ごとに、こういう行政評価シ

ステムを入れておられたり、作成してお

られたりするんですけれども、それを今

すぐにどうこうじゃなくて、各自治体で

標準化して比べられることができるよう

な、ベンチマークであるとかがあれば、

より行政運営というものが注目をいただ

けるんかなと思いますので、その点につ

いてはご検討いただきたいなと思います。

　次に、オープンシステムの料金につい

て、いろいろ解説をいただきまして、恐

らくこの１億１，０００万円というのは、

５年後にはほぼなくなるであろうという

お話でございました。こういったシステ

ム料金というものは、なかなか変動が激

しいものとは理解しております。これま

でにもいろいろ交渉の結果、一月分、二

月分をまけてもらったかというお話を伺っ

ておりますので、今後ともその方針で、

料金については何とかまけてもらえませ

んかという交渉に当たっていただきたい

と思いますし、質についても、間違って

もその質を落とされないようにお願いを

いたします。

　男女共同参画についてご答弁いただき

ました。世代間の均衡をもちろん図って

いくという趣旨であったかと思うんです

けれども、これこそある意味価値観の問

題になってくるかと思うんですが、今い

ろんな価値観の変化、多様化があります

ので、今やっていることが時代が求めて

いることなのかという、非常に難しい地

点にあるかと思うんです。これ自体は国

の法律とかもありますので、普通に進め

ていくべきことではあると思うんですけ

れども、そこのバランスというものにつ

いては、絶えずアンテナを張って、世間

の動向を勘案していただきたいなと思い

ますし、過剰な反応はするべきではない

というふうに思いますので、この点につ

いてはよろしくお願いいたします。

　次に、人権の平和イベントですけれど

も、長崎はちょっと天候等、また旅費等

の問題があるということでございました。

しかし、広島があって長崎がないという

のは、ちょっとどうなのかなという気持

ちがありますので、今回検討ということ

でございましたので、今後について、しっ

かりと見直しなりしていただきたいなと

思います。

　同じく講師につきまして、ヒューマン

セミナーで議論する予定であるというお

話でした。もちろんそれでされるという

ことも重要だと思います。今回申し上げ

たのは、そういう今まさに起こっている

問題について話していただけるというこ

とが、重要なんじゃないかなと思いまし

てね、被爆体験とか戦争体験というのは

確かに重要なんですけれども、それは我々

では及びのつかん時代の話で、なかなか

イメージするのが難しいところもありま

す。例えばイラクであったり、アフガニ

スタンであったり、ソマリアであったり

すれば、今まさにテレビでそういう現地

の状況なりが伝わってくるんです。それ

を、その場所にいた方にお話をしていた

だくということは、やはり追体験という

意味からも非常に重要だと思いますので、

これについてはしっかりと検討を続けて、
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できれば実現に持っていっていただけれ

ばなと思います。

　次に、市民税課で職員提案の分の実施

予定についてご答弁をいただきまして、

６月時点の分で対応していくということ

だったかと思います。これをやること自

体、大分効果、効果と言ったら失礼です

けれども、意味があると思いますので、

これをきっかけとして、ほかの発送文書

であるとか、市からの広報物でいろんな

施策のアピールをしていっていただきた

いなと、これは市民税課に限らず、全体

的に申し上げておきます。

　次に、納税課のネット公売の状況につ

いてご答弁いただきまして、１０点に１

７７件の入札があったということですね。

正直ほっとしているところです。物によっ

ては、額によっては入札が全くないとい

うケースももちろんありますし、今その

ネットオークション自体が、なかなか犯

罪とかの可能性や、また手続が複雑になっ

ている状況があるので、利用率が若干低

下しているんじゃないかなという感覚が

あります。生活に使えそうなもの、あと

はちょっとしたインテリアとかであれば、

今回のような入札の期待も持てるんです

けれども、物によってはなかなか入札し

ていただくことすら難しい。また、入札

しても落札したときに、支払いが滞るよ

うなことも考えられますので、その点を

踏まえた上で平成２１年度以降のよりよ

い運用につなげていっていただきたいな

と思います。

　次に、市議選と衆議院選挙の項目別の

差について、いろいろ細かくご答弁をい

ただきました。区画、ポスター掲示板の

大きさであるとか、折り込み手数料とか、

入場整理券の印刷などということでござ

いました。以前の委員会だったかと思う

んですけれども、項目が同じものについ

て、今回は衆議院選挙ですので、いつ起

こるかわからんということなので難しい

かと思うんですけれども、例えば市議会

議員選挙と参議院議員選挙であるとか、

大阪府議会選挙とかであれば、間違いな

く起こるある程度の時期は予測できる選

挙がありますので、それを通して一括契

約みたいなことができれば、もうちょっ

と業者さんとしてもスムーズになるんじゃ

ないかなという気もしますので、これは

前回お伺いしたときに、検討していくと

いうお話でしたので、引き続きできるの

か、できないのかも含めて、検討を続け

ていただきたいなと思います。

　次に消防です。消防総務で救命士のご

説明をいただきました。今またニュース

とかでは、救急車の搬送ミスとか、場所

を間違ったとかいう件で、いろいろ報道

がありますけれども、やっぱり第一は一

人ひとりのレベルの維持なり向上にかかっ

てきます。それは集中力であったり、直

接的なそういう救命士の資格であったり

します。実際現場に行かれるといろんな

ことが起こるとは重々承知をしておりま

す。そういったときに判断をする能力と

いいますか、精神力に近いものがあるか

と思うんですけれども、特に若手の方々、

女性職員も含めて、技術的な面ももちろ

んありますし、メンタル的な適切な判断

を瞬時に下せるような、これはもう観念

的な話なので、具体的な実施目標とかは

設定しづらいんですけれども、一瞬の判

断についての考えを持っていただきたい

なと思いますので、これはご検討いただ

きたいと思います。

　次に、予防課ですけれども、査察強化

についていろいろお話をいただきました。

以前、暫定税率の廃止のときに、ガソリ

ンをポリタンクに入れて燃えたとかいう

話もありましたが、先ほどのご答弁にも
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ありましたが、取り扱いの状況の危険性

というのは、なかなか知ってるようで知

らんこともいっぱいあると思います。で

すので、そういった啓発から含めて、実

際に現場に行かれて指導をされること。

文書等で危険物の種類や特性について、

１回や２回ではなく何回となくそういっ

た注意をし続けることが重要だと思いま

すので、強化ということで載ってました

ので、その方針で摂津市の安全に資する

体制をつくっていただきたいと思います。

　次に、支援車から指揮車への改造につ

いてのご説明をいただきました。平成１

７年６月に消防力の整備指針が改定した

ことによるというお話だったかと思うん

ですけれども、額の妥当性についてちょっ

と聞きたいなと思っていたんです。それ

について、ご答弁をお願いいたします。

　新型インフルエンザです。消防署ご所

管で。資器材や消防庁が策定された被害

想定に基づく行動計画ですか、これに基

づいての準備であるという内容でした。

やはり、これは新型インフルエンザです

けれども、今後どのような感染症が発生

するかもわかりませんし、どうも感覚的

なもんですけれども、花粉症の発症者や

新しい病気、これまでにもあった病気が、

何かじわじわと広がっているような感じ

もするんです。ですので、これは新型イ

ンフルエンザの対応ですけれども、前線

に行かれるこの消防という部局ですので、

対応については、ほかの部署とはまた１

つも２つも上の段階で注意をしていかな

いかんと思うんですね。だから、そうい

う点で、これは救急絡みですが、消防長

か署長に現在の認識をお伺いしたいなと

思います。

　総務防災課で防災無線についてお答え

をいただきました。相当古いし更新も考

えているけれども、すごい２億円なりの

お金がかかってくるということでござい

ます。また、府と市の方向性も勘案する

必要があると。同じくまたパソコンの話

に戻ってしまうんですが、文書を打ち込

んだら、それを音声として変換してくれ

るソフトも、今開発されてまして、そう

いったのを利用すると、実際に起こって

いることに対してパソコンで打って、そ

れを飛ばして放送をかけるということも

できるようにはなるんですけれども、同

じくこれ更新が必要となってくるんです

が、こういったパソコンなどのソフトを

利用しての方向性について、今、ご答弁

が可能であればお願いをいたします。

　最後に、総務防災課ご所管で新型イン

フルエンザの内容について、職員用のマ

スクや防護服であるというふうにお伺い

をいたしました。一応マニュアルの作成

もあるということですので、このマニュ

アルの作成を急いでいただくのと、マス

クや服等の適切な使用方法について、しっ

かりと情報提供を行っていただきたいな

と思います。

　２回目は以上です。

○野口博委員長　本山課長。

○本山警備第１課長　消防本部車両資機

材整備事業のうちの支援車の指揮車への

改造ということで、妥当性ということな

んですけれども、現場指揮者というのは、

消防の指針で３名というふうにうたわれ

ておりまして、現在使っております車は

４人乗りの車、それを改良というか若干

改良して、冷蔵庫とかいろんなもんを積

んでおるんですけれども、もういっぱい

いっぱいの状態になっております。それ

で、支援車に使っております、今はワン

ボックスカーなんですけれども、これ等

の床等のフラット化とか、電源配置なん

かをやりまして、というのは指揮本部と

しての機能というか、資機材が積めるよ
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うな形で改造していきたいというふうに

考えております。それで、そういう改造

のメーカーさんもなかなか少ないんです

けれども、そういう中で選択をいたしま

して、１３０万円ほどの金額を上げさせ

ていただきました。

○野口博委員長　東角課長。

○東角情報政策課長　先ほどのＯＳある

いはソフトウエアを使う際に、パソコン

にかかる負荷は大きくはないのですかと

いうご質問でございますが、ちょっと専

門的なことになりますので、余り難しい

ことはお話しできませんのですけれども、

基本的にまずワードとかエクセルなんか

におきましては、やっぱり職員が使い勝

手のいいものというのを求めておられま

す。最近規格統制がされておりますので、

その辺についてはストレスなく使えると

いうふうに考えております。ただ、三宅

委員がおっしゃいますＯＳでございます

ね、１９９５年にできたウインドウズ９

５に始まって、今はＶＩＳＴＡ７という

ふうに変化しております。そういうもの

を動かすときにつきましては、理論上は

負荷がかからないというふうになってお

りますけれども、実際はネットワーク上

で動かすことになりますので、やってみ

ないとわからないというのが本音で、ちょっ

とお答えになるかどうかわかりませんけ

れども。ただ、実際には緊急退避的に使

う分については、そういうやり方をさせ

ていただいて、ほとんどの方は新しいや

り方に、あと２年間ほどでシステムが変

わっていって、パソコンも新しくなりま

すので、それでお使いいただければ、あ

りがたいなというふうに考えております。

○野口博委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　先ほどのご質問に

ご答弁いたします。

　新型インフルエンザにおきましては、

過年、サーズ対策と同じようなことで、

サーズが発生いたしましたときに、我々

消防といたしましても、例えば茨木の保

健所、あるいは医師会との会合を持ちま

して、いろいろな方策を検討いたしまし

た。実際に新型インフルエンザというの

は、サーズ、いわゆる鳥ウイルスから人

間に感染、人、人の感染でございますの

で、それがきょう起こるか、あす起こる

かということはまだわかりませんが、確

実に起こっていくだろうという認識は持っ

ております。ということで、現在、我々

は消防職員としては、もし起こりました

ら感染者のところに行くわけでございま

すので、我々自身が防備しなくてはいけ

ないということで、今、職員には私の方

から、この新型インフルエンザに対する

教養を行いました。そして、市の方でも

連携をとりまして、庁内の新型インフル

エンザに対する庁内会議も行っておりま

す。

　今後の対策ではございますけれども、

先ほど課長が申し上げたとおり、大事な

ことは、我々の仕事といたしましてやめ

ることができません。ということで、業

務の継続計画を樹立し、それを着実に実

行することでございます。という、そう

いうふうな一番思っているのは、その部

分でございます。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　そうしましたら、私

の方からＥＴＣのことについてと防災無

線のことを、お答えさせていただきます。

　車両ＥＴＣカードですけれども、本市

は以前、高速回数券を使っておりました

けれども、これは業務の改善ということ

で３年ほど前から、もうＥＴＣカードを

導入しております。ただ、ＥＴＣの機器

ですね、車に設置する分につきましては、

全部つけているわけではありません。市
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内を走る車が多うございますので、総務

防災の所管しております車であるとか、

市長車であるとか、そういったものには

つけておりますので、こういったもので

活用しております。またそのＥＴＣカー

ドを使うことによって、一部割引も活用

させていただくようにしておりまして、

できるだけ経費の削減に努めてまいりた

いと考えております。

　それから、防災無線にパソコンで文書

を打ち込んで放送できるというような機

械があるということなんですけども、現

在の防災無線の導入時にも、恐らくその

当時、最新のものを入れたと思います。

ただ、こういう機械類は恐らく１０年、

２０年と使い込んでいきますので、相当

機器の陳腐化が進んでいきます。現在で

いいましたら、その当時はなかった携帯

電話でありますとか、携帯のメールであ

りますとか、例えば大阪府の防災無線の

整備、先ほど言いました国の衛星通信に

よる無線の整備というようなことも出て

きております。次回更新時には、もちろ

んそういうパソコンを使ったということ

は、当然大きなテーマになると思います

が、その機器、そのソフト等が長期にわ

たって陳腐化せず、十分に活用できるか

どうかということも、十分検討した上で

ないといけないのではないかなと思いま

す。いずれにいたしましても、次回防災

無線につきましては、府下全体の動向、

またその機器のどのような新しい機能を

持つかといったことを十分検討いたして

の上で、失敗のないように導入について、

今後とも検討してまいりたいと考えてお

ります。

○野口博委員長　奥村部長。

○奥村総務部長　それでは、ふるさと納

税につきまして、総務防災課それから財

政課、両方にまたがりますので私の方か

ら答弁させていただきます。

　いわゆるふるさと納税は、ご承知のよ

うに平成２０年度、地方税法の改正によ

りまして、地方公共団体に貢献できない

か、あるいは応援できないかというよう

な趣旨で始まりました。それで、一応寄

附金で受ける形になりました。寄附金な

んですけれども、この寄附金には３つご

ざいます。いわゆる全く自由に一般寄附

で市に寄附される方と、それから使途特

定指定で寄附される方、これは指定寄附

なんですけども。それからもう一つ、条

件つき寄附というのがありまして、こう

いうことをしてくれるんだったら寄附を

しましょうと、それをしてくれなかった

ら寄附金をやめますというような形で、

条件が付される場合があります。このふ

るさと納税の大半の人は、摂津市のため

にということで寄附をいただきましたの

で、一般寄附として一応うちの方は取り

扱いをさせていただいております。ただ、

ふるさと納税のことですので、やはり市

に対する応援者の方々に対して、やはり

我々は説明責任があるということで、従

前でしたら一般寄附はもう決算したら終

わっているんですが、やはり一定の説明

責任があるであろうという形で、一応予

算上で明確にその方々に説明できるよう

な予算は必要というふうに思っておりま

して、今回、申しわけないんですが、補

正予算を見ていただきたいんですが、補

正予算の１９ページでございますが、こ

このところに、ふるさと納税の２６５万

５，０００円を含めまして一般寄附金５

８８万６，０００円を収入で予算化させ

ていただきました。それと、３２ページ

でございます。ここのところに財政調整

基金積立金というのがございます。歳入

と歳出のいわゆる調整額として、約３億

８，０００万円は調整額としましたけれ
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ども、先ほど言いました５８８万６，０

００円の寄附金の分については、ここで

積ませていただいたということになりま

す。それから一方、平成２１年度の当初

予算でございますが、１７２ページです。

当初予算の１７２ページのところに、教

育指導費がございます。その中で財源内

訳がありまして、国、府支出金、地方債、

それからその他というのがあります。そ

の他５８８万６，０００円というのが、

財政調整基金からの取り崩しで、ここの

ところに財源を充てましたという形で、

数字の上ではきちんと経理をしているつ

もりでございます。ここは教育指導費の

部分は、府下に比較的我々が摂津市が進

んでおります小学校１年生の補助員、こ

れは平成２１年度から全小学校１年生に

配備されることになりました。こういう

ふうに拡充する施策や、あるいは新規施

策に一般寄附金を充てていきたいという

ふうに我々は思っておりまして、今後は

そういう形で、寄附者に対してしっかり

説明できるように、予算計上をさせてい

ただいたところでございます。

　それからもう一つ、先ほどおっしゃっ

ておられました無利子国債の話でござい

ますが、まず最初に租税の分には地方税

とそれから国税があります。地方税には、

もちろん都道府県税、それから市町村民

税というふうにあるんですけれども、昨

日に自民党の議員連盟の方から麻生首相

の方に対して、そういう無利子国債や、

あるいは政府紙幣の発行とか、そういう

ふうなことが提言されております。この

新聞記事、報道を見ますと、無利子国債

の分については、相続税対策として利子

のない国債を買っていただいて、その国

債を相続した場合には相続税は免除され

ると、そんな趣旨でございますが、これ

は自民党の議員連盟でございますので、

もしこれを政府の方が検討するならば、

財務省のところには税制調査会、それか

ら財政制度審議会、それから国税審議会

等々ございます。そういうようなところ

に一応諮られて、それが審議される。あ

るいはメリット、デメリット、いろんな

ことも討論されるというふうに思います。

ただ、あくまで相続税の対策でございま

すので、先ほど言いました、相続税は国

税でございます。市町村民税については

何ら影響はないとは思うんですが、間接

的にどういう影響が出てくるのか、これ

はやはりそういう審議の推移を見てみな

ければわからない、ということになろう

と思います。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　詳しいご答弁をいただ

きました。寄附については、今いろいろ

流れをご説明いただきまして、非常に、

個人的な感想ですと、活用してもらえる

んだなという印象を受けました。

　政府紙幣と無利子国債については、ま

だ検討以前の段階、研究段階にあるので、

いたずらに心配するというか、気にする

必要はないかとも思うんですけれども、

この辺の段階で、もし地方として、もう

ちょっとこういう施策の方が、景気浮揚

には効果があると思いますよとか、そう

いうのが各自治体によってあるかと思う

んで、そういうのをもっと政府に、そっ

ちよりこっちの方が、多分効果があると

思いますし、国民は必要としていると思

いますよというふうに、伝えることがで

きるんじゃないかなという思いがありま

して、ちょっと触れておきました。市長

は非常に情報発信力の強い方だと思いま

すので、いろいろ、これは希望ですけれ

ども、現状をとらえて、もっとこうして

くれやとか、ああしてくれやというのを

伝えていただきたいなというふうに思い
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ます。

　次に情報について、パソコンのソフト

についての負荷についてご答弁いただき

ました。やってみないとわからない。も

ちろん確かにそのとおりだと思います。

最近の流れからしますと、最新版を入れ

てしまうと、ちょっと不具合が出やすい

という傾向にありますので、最新版の１

個手前のモデルぐらいが、ちょうどいろ

んな対策もとられて扱いやすい状況になっ

ているかと思いますので、そういった観

点も含めて、今後１人１台体制に対応し

ていただきたいなと思います。そのソフ

トの扱い方について、恐らく各課によっ

て使い方がいろいろ変わっているかと思

うんですね。といいますのは、エクセル

とかワードにしましても、何か表をつく

るときに、ＡとＢの表があって、計算式

を入れているのがそれぞれあって、その

計算式をリンクさせているとかいうケー

スが、多分、私は民間のときにそういう

のをやったことがありますので、恐らく

税金とか保険料で、市の方もいろんなシ

ステムというかソフトを使っておられる

かと思いますので、そういった点も含め

て、やはりソフトが変わることによって

影響が出るんじゃないかなと思いました

ので、それを含めて今後の適切な運営を

図っていただきたいと思います。

　ＥＴＣは必要な車はついているという

ことでしたので、お金がかかることです

ので、必要のない車につけることはない

と思いますので、引き続きその方針でお

願いをいたします。

　消防についてですが、指揮車について

の改造のご説明をいただきまして、署と

してはこれで判断したということでござ

いました。消防については、なかなか業

者自体がそんなにないですし、もとから

つくるというのは難しいと思いますので、

それでいかにその車を活用するかという

のが、今後の目的になろうかと思います

ので、その点で適切な運用をしていただ

きたいなと思います。

　新型インフルエンザにつきましては、

署長からご答弁もいただきました。やは

り、現場に出ていかれるということです

ので、業務の継続計画、もちろん重要に

なってきます。そのマニュアルも大事で

すし、そのマニュアルについても、実際

に起こってから機動的に内容なり運用の

変更をしていただければなと思いますの

で、よろしくお願いします。

　防災無線につきましては、次回更新の

折にどうかというご判断でした。お金も

かかる話ですので、すぐにどうこうは難

しいかとは思います。ですので、今後携

帯でのメール配信や、そのほか、携帯の

サイトに防災の掲示板もあったかと思い

ますので、そういった活用も含めて、い

ろいろな検討をしていただきたいなと思

います。

　以上で私の質問を終わります。

○野口博委員長　三宅委員の質問は終わ

りました。

　暫時休憩いたします。３時１０分、再

開させていただきます。

（午後２時４０分　休憩）

（午後３時１０分　再開）

○野口博委員長　再開いたします。

　続いて質問を受けます。

　三好委員。

○三好義治委員　それでは、質問をして

いきたいと思います。

　午前中から定額給付金の件についてい

ろいろ質問あったんですが、その質問に

は重複はいたしませんけれども、３月３

１日に郵送をして、４月２８日までに個

人口座への振り込みを行う手続で進んで

いるということを伺ったんですが。今回
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の定額給付金については、全額が国の補

助金ということもありますけれども、そ

の中に残業手当等含まれておりまして、

市民がやっぱり気になるのは、３月３１

日に郵送されて、手元に届いて、その後、

どういうところに申請書類を持っていく

か、この体制が非常に気になるところで

ございまして、現在、本市といたしまし

て、まず申請書類が一般家庭に届いて、

その書類を持ってどういう手続になるの

か、そういう一連の流れについてお聞か

せいただきたいなと。

　加えてその部分でいけば、海外出張並

びに長期出張等々されている方について、

万が一それが郵送で届いて、窓口で本人

確認申請をしなければならないとなると、

遅滞されるんではないかなと。さらに４

月２８日までに口座振込ということも伺っ

たんですが、その部分での申請が２７日

申請やった場合とか、最悪の状況を考え

たときに、その期限は切られているのか

という部分ですね。全体的には半年以内

にすべて定額給付金の処理は終わらすと

いうのが、今回の国の基準で決まってい

るところでございまして、そういったイ

レギュラーな部分が生じた場合には、大

きな問題になってくるやろうということ

で、やるならばそういった問題が起こら

ないような万全な体制でやらなければな

らないという視点の中で、お聞かせいた

だきたいというふうに思っております。

　それから、昨年度から総合計画の策定

が予算化されて、それからこの、補正第

４号におきましては、９ページに書いて

おります債務負担行為で総合計画の策定

事業が、もともと１，９００万円計上さ

れておって、その部分が今年度の補正第

４号で債務負担行為の補正で１，９１１

万円に補正されております。この債務負

担行為を年度別に追いますと、総合計画

というのは３か年事業としてやられると

いうことの中で、平成２０年度において

は、補正第４号の２８ページで総合計画

策定業務委託料において７１万円減額を

され、その減額をされているのにもかか

わらず、この４号補正において債務負担

行為を増額補正されている、この理由に

ついてお聞かせいただきたいというふう

に思っております。本来ならばもっと早

い時期に、こういった部分は見積もりも

出て、執行もされているというふうに思っ

ておりました。それがなぜこの４号補正

に上がってきているのか、お聞かせいた

だきたいと思います。

　あわせてこの総合計画全般については、

議案第１号においては、予算については

１，１９７万円ですね、平成２１年度当

初予算におきましては。そういったこと

の中で総合計画の策定委託料が含まれて

おりまして。その平成２０年度から総合

計画を委託している部分の中で、一体ど

ういったコンセプトで委託をしているの

かが気になります。本会議におきまして

は、この総合計画につきましては、一定

一般市民の募集もし、審査会も設けてい

くということも伺っておりますが、我々

議会に対する報告について、もともと平

成２０年度に委託するならば、基本コン

セプトというか、委託するときにどういっ

た方針でされているのか。もともと本会

議におきましては、人口動態が、これか

らの人口減少時代、その世界の人口はど

んどんふえてくる状況でございますが、

国内におきましては相当人口が減少して

いくと。そういった人口動態はこれから

調査資料の中で反映はされると思います

が、まずもって平成２０年度における委

託した内容ですね、どういった委託状況

であったのか。

　この債務負担行為についてでございま

－47－



すけれども、議案第１号におきます債務

負担行為、ずっと２２２ページから２２

９ページまで、これまで債務負担行為を

行ってきた部分と、２１年度支出予定額

を調書の中で記載されております。大変

気になるのが、この債務負担行為は技術

的に地方財政法の中で認められている部

分でございますけれども、実際にあけて

みますと、債務負担行為で今年度まで１

１０億４，１４５万４，０００円、これ

を全部足していってみました。そしたら

そういう結果になるんですけど。あと、

一般財源で支出予定をしなければならな

い額が５６億２，１８０万円残っており

ます。この総額については、それぞれ財

政指標もありますので、物申しませんけ

れども、ただこの中で見てみますと、２

２４ページから２２５ページに記載され

ております、府営まちづくり水路整備事

業を例えてみますと、平成１７年度から

平成３６年度まで、それから平成１８年

度から平成３７年度まで、こういった債

務負担行為が記載されているわけですね。

この債務負担行為でやるということは、

保証の部分がありまして、毎年度幾らか

の、もともと契約をやって、毎年度これ

だけ支出をしていくという契約条項になっ

ていると思うんですけど。こういった部

分でいけば、発注したところの事業者、

もしくは業者があって初めてこの債務負

担行為が成り立ってきて、毎年度予算化

をして支出をやっていく。こんなに長期

間でやった場合に、こういった不安定な

経済情勢の中で、いかがなものかなとい

うふうに疑問があります。その点につい

て、ご答弁をいただきたいというふうに

思っております。

　それから、議案第１０号の補正第４号

で、２３ページで退職手当が５，４４７

万２，０００円計上されております。こ

れももう何回となく聞いておりまして、

非常に退職者数がふえてきているという

部分の中で、人員に対しての構造が、ま

さに空洞化現象になってきているという

ふうに思っております。ここでお聞きし

たいのが、退職者の総人数と、それから

定年退職者数、自己都合退職者という部

分について、お聞かせいただきたいなと。

もう一方では、この退職手当につきまし

ては、補正ではこれ一般財源で５，４４

７万２，０００円入れておりますが、今

度の平成２１年度予算におきましては、

退職手当債が起債を起こせるようになっ

てきております。この限度額というのが、

どこでどういうふうに決まってきている

のかということも、お聞かせいただきた

いなというふうに思います。といいます

のも平成１８年度の退職手当額、並びに

平成１９年度の退職手当額、毎年度８億

円から９億円になってきておりますし、

今年度になると１０億円を超えていると

いうふうな中で、退職債が認められるよ

うになってきていると思いますけれども、

その限度額を含めて。それと退職者の２

１年度以降の見込みですね。一方では先

日、雇用対策もありまして、平成２１年

度の職員の採用の前倒し、１０名の前倒

しをやられて、全国でも５大新聞にも載

りまして、最終的には九百九十数名の方

が試験を受けられた、まさに先取りをし

た人事戦略ではなかったかなということ

で、私は評価しておきたいなというふう

に思っておりますし、改めて退職者の今

後の推移とその採用計画を含めて、お願

いしたいというふうに思います。

　それと、総務防災の関係で、予算概要

の１８ページで、庁舎管理事業の関係が

出てるんですけれども、相矛盾するかも

わかりませんが、これは庁舎の清掃管理

業務委託料で、ちょっと質問をしていき
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たいと思うんですが、庁舎管理業務の委

託料が１，７００万円と、毎年毎年こう

いった部分ではふえてきているように思

います。参考までに消防の方が４００万

円ぐらい計上しておりまして、消防には

別に答弁を求めませんけれども、建屋管

理の方での１，７００万円で、ここでやっ

ぱり気になるのが、第三セクターである

シルバー人材センターでございますから、

行政として雇用していく、事業を拡大し

ていくという目的は理解いたしますが、

そういった面では、こういった清掃業務

について、我々のチェック機能といたし

ましては、どういった契約内容になって

いるのかというのを、お聞かせいただき

たいというように思っています。中身に

つきましては工数管理で契約しているの

か、もしくは平米単位で契約しているの

か、あわせてそれだったら単価的には幾

らぐらいで契約がなされているのか、お

聞かせいただきたいと思います。

　それと、庁舎の光熱水費で４，７８０

万円が計上されております。もう結論か

ら申し上げますと、やっぱり地球温暖化

でありますし、ヒートアイランド対策に

ついて、先日、代表質問の中でも太陽光

発電がいかがなもんかということを質問

させていただきました。まさにコスト計

算をしながら取り組むのも、行政として

の大きな使命でございますが、もう一方

では行政の使命として、そういった地球

的規模にかかわる問題に対して、まず率

先垂範して行うべき問題もあるやろうと

いうようなことから、こういった太陽光

発電の導入の考え方について、いかがな

もんかなというように思っております。

いずれにせよ、こういった省エネ、省資

源対策をやるのに意識改革だけでは本当

に進まないと思っておりまして、先ほど

の管理システムのプラン・ドゥ・チェッ

ク・アクションを引用するならば、アク

ション、まさに再発防止でございまして、

省エネ、省資源活動は、そういった取り

組みがまず欠かせない問題だというふう

に思っております。その中で、こういっ

たハード面で、そういったエコ活動とい

うことの取り組み、今年度はどういうふ

うに考えられているのか、お聞かせいた

だきたいと思っております。

　それと、消防関係についてでございま

すが、消防関係で緊急消防援助隊の設備

で２，３００万円が補助金としておりて

きておりまして、まさに予算書を見ます

と歳出で消防自動車のぎ装工事で６，１

３１万２，０００円、それから備品購入

費で車両が、これは２台分４，８３３万

２，０００円。素人考えで申しわけない

ですが、非常に高いなと、率直な意見で。

必要なものは必要なんですが、どういっ

たところで見積もりを行っていくのか、

それからこういった価格について、適正

価格だというふうに、そういうふうな妥

当な部分をどう判断していくのか、お聞

かせいただきたいというふうに思ってい

ます。

　それと、選挙管理委員会事務局で、予

算書に載ってましたんで、衆議院議員選

挙で国からの補助金、それから市議会議

員一般選挙で市の持ち出しと、そういっ

た財源内訳はいいんですが、衆議院にな

りますと９月１０日で任期満了でござい

ます。我々が承知しているのは、その９

月任期満了日で、満了日まで行った場合

には、それから３０日前に選挙をしても

ええという認識を持っております。９月

１０日ですね、９月１０日。万が一９月

９日、もしくは８日か１か月前解散か、

この辺はちょっと教えてほしいんですが、

仮に解散になった場合には４０日以内に

選挙をしなければならないと。一方では
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市議会議員は９月２９日が任期満了でご

ざいまして、これからの手続といたしま

しては、選挙管理委員会を開催し、摂津

市の選挙投票日、執行日を決定していく

わけでございますが、その経過の中で８

月ぐらいには説明会があるやろうと。衆

議院選挙が８月末から９月の初めぐらい

に、万が一総選挙の公示がされる予定が

組まれたときに、８月当初の説明会が変

更されるのかというような、一連の流れ

が非常に気になりまして、質問させてい

ただいているんですが。そういうときに

おきますと、先ほどの質問の中で、市議

会議員一般選挙と衆議院選挙で、人、金

がある程度重複している部分の中で削減

もでき、市民にも納得性があるやろうと。

そういった面で、どの範囲までのキャパ

で物事を考えていったらいいのか、教え

ていただきたいと思います。

　それと、人事課で７３ページの職員厚

生会の補助金が１，５２７万２，０００

円と、平成２０年度当初予算から相当引

き上げられております。これは大阪府市

町村職員互助会が解散をされ、この平成

２１年度から摂津市の厚生会独自でやら

なければならないから、こういった予算

措置になっているというように思ってい

るんですが。１つは大阪府市町村職員互

助会が解散をされて、清算事業をいつま

でなされるのか。万が一その清算事業が

なされる期間中に、互助会でいろいろと

お世話になっている部分が生じてくると

思うんですね、職員の中で。それで、互

助会がなくなって、厚生会に移行できな

い内容等々について、ご説明いただきた

いなというふうに思っております。一方

では厚生会の負担額が、それぞれ使用者、

いわゆる行政側２分の１、それから職員

２分の１という配分になっているんです

が、その事業自体もふえてきているのか

ということについても、お聞かせいただ

きたいなと。互助会が解散し、その職員

に不利益が起こってはならないというこ

とも、我々思っておりますので、その点

については福利厚生活動というのは充実

しておかなければならない、こういった

視点でお聞かせいただきたいというふう

に思っております。

　それから、補正の３２ページで、財政

調整基金に３億８，５８８万６，０００

円積立てをなされております。まず、補

正４号時点における主要基金残高ですね、

それを教えていただきたいなというふう

に思っております。

　それから、補正第４号の２０ページで、

預金利子が４５０万円計上されておりま

す。これは平成２１年度の当初予算にも

絡んできますけれども、行政の年度とい

うのは４月１日から３月３１日で、会計

年度が発生しているわけですけれども、

やっぱり気になるのは一時借入金、これ

は決算で言わなければならない部分であっ

て、ただ予算書では一時借入金が５０億

円借り入れ、最高額が５０億円というこ

とを、第４条の中で明記をされておりま

すが、やはり年度当初というのは非常に

やりくりが大変だなと。その変化が結果

的に補正４号の中で預金利子が４５０万

円の補正になったり、いろんなことをし

ているんですけれども、当初のやっぱり

４月、５月、６月のやりくりの分ですね。

いろいろと起債もするし、それから基金

の繰り入れもありますし、そういったタ

イミングをみた中での当初、４月、５月、

６月ぐらいのやりくりも含めて、指名し

てでもいいんですが、担当課の方でお答

えいただきたいなというふうに思います。

　それと、補正４号で２６ページで、土

地開発公社補給金が１億３３３万４，０

００円、土地開発公社へ繰り入れがなさ
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れております。これは説明によると鳥飼

の区画整理のところの、土地開発公社が

抱えていた土地が、ようやく売却できた

ということで、野々の方ですね。そこの、

もう一度もともと購入したときの価格、

平米数、それから今の公示価格での売却

した部分と、この１億円繰り入れたその

経過について、お聞かせいただけたらと

いうふうに思っております。

○野口博委員長　北野参事。

○北野政策推進課参事　それでは、私の

方から定額給付金に関するご質問にお答

えします。

　まず事務の流れでございますが、３月

３１日で郵送、発送いたしまして、４月

６日に受け付け開始ということで、それ

までに市民の皆様方に申請書が送付され

るという予定でございます。申請方式で

ございますが、郵送方式と窓口方式、こ

の２つの方式を考えております。我々の

見込みでは、おおよそ８割の方が郵送方

式で申請いただけるのではないかと見込

んでおります。なお、窓口も受け付け当

初は混雑いたしますので、市民の皆様に

は、なるべく郵送での申請をということ

で、ご理解いただくようなチラシも同封

したいなと考えております。申請書に添

付します書類でございますが、郵送しま

した申請書には返信用の封筒も入れてお

りまして、申請書と本人確認の書類でご

ざいますね、免許証でございますとか、

保険証の写し、それと振込口座のわかる

預金通帳、あるいはキャッシュカードの

写しを添付いただいて、返送いただくと

いう形になります。窓口でも同様の書類

を提示いただき、本人確認し、申請書を

受け付けてまいります。その後、不備の

書類がなければ、その日に守秘義務契約

を結んだ上で、データパンチの専門業者

に申請書類を出しまして、速やかにデー

タパンチをいただいて、今の予定でござ

いますが、先ほど私、答弁させていただ

きました４月２８日に第１回振り込みを

行うということでございますが、今の行

程では４月１６日までにデータを受け付

けた者について、振り込み情報をつくり

まして、銀行に転送するのは４営業日前

とかいうお約束事がございますので、そ

ういう形でデータをできるだけたくさん

つくるようにいたしまして、振り込むと

いう形になろうかなと考えております。

　あと、おっしゃってました海外出張さ

れる場合であるとか、申請書が返送され

てきた場合についてでございますが、単

身以外で出張される場合は、代理申請、

代理受給というのは可能でございます。

その場合、委任状までは入れないんです

が、様式に委任者を記名し、押印する項

目をつくっておりますので、それをご利

用いただきまして、例えば配偶者の方が

代理申請を行うということも可能でござ

います。いろんなお問い合わせがある中

で、どうしても摂津市の住民票のところ

に帰ってこれないというような状況にあ

る方については、我々としては、本人確

認書類をいただいた上で、申請書を転送

したいと考えております。

○野口博委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　それでは、総合計

画に係ります３点のご質問に、お答えい

たします。

　まず、第１点の債務負担行為に係るこ

とでございます。こちらにつきましては、

昨年６月２５日に契約を交わしておりま

す。総額２，９４０万円、税抜き２，８

００万円の税が１４０万円の２，９４０

万円の契約を交わしております。それで、

当初平成２０年度当初予算には、いわゆ

る歳出予算として１，１００万円の予算

を計上していただき、債務負担行為とい
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たしまして、そのときは年割りはわかり

ませんでしたので、２１年度から２２年

度の債務負担行為として１，９００万円

のご設定をいただいたところでございま

す。委員ご指摘のとおり、これは６月２

５日に２，９４０万円ということで、一

応その段階でとりあえずの年割額といい

ますか、これ継続費ではございませんけ

れども、予定としまして１，０２９万円

という業務量が出てまいりました。それ

で、本来であれば委員ご指摘のとおり、

直近の議会ですね、去年でいいましたら

１０月議会になろうかと思いますけれど

も、その段階で債務負担行為、いわゆる

後年度負担の１１万円の増額ということ

をご提案申し上げることが大原則である

ということは、重々承知はいたしており

ます。しかしながら、今年度から３年間

かけて新しい総合計画を策定するに当た

りましては、いろいろな新しい手法とい

うものを取り入れております。例えば、

このまちづくり市民会議もそうですし、

これは市民の参画という視点からですけ

れども。それから、またまちづくり市民

意識調査ですね、これにつきましても平

成５年当時は基本的な、いわゆる施策に

対するアンケート調査ではなくて、あく

までもその方の摂津市に対するイメージ

であるとか、そういうふうなことだけを

聞いておりましたけれども、今回は平成

１４年、１７年に市民意向調査で、いわ

ゆる施策に対してどう評価してますかと

いうふうなこともあわせて聞いたりして

おります。また、あわせて、まだこれも

結果も出ておりませんけれども、人口異

動に関する調査ということで、先ほどの

まちづくり市民意識調査につきましては

５，０００世帯に対して送ったわけです

けれども、こちらの人口異動につきまし

ては、転入されてくる方１，７００世帯、

それから転出される方１，７００世帯を、

これはまた後で申し上げますけれども、

直近からずっとさかのぼりまして、なぜ

摂津市に来られたんですか、なぜ摂津市

から出られるんですかなどの設問も含め

て、こういうふうな取り組みもやってお

ります。

　したがいまして、例えばもう一つ、ま

だこの４月から立ち上げ予定のまちづく

り市民会議に向けての、市民活動団体の

インタビューということで、自主的な活

動、いわゆるやらされているんではなく

て、みずから主体的に活動されている団

体へのインタビューをして、市民会議の

メンバーさん、ちょっとこれ言葉はどう

かとは思いますが、そういう人材の掘り

起こしなども含めて、できれば何とか職

員手づくりでいきたいと。それに対して

支援を、コンサルタントのようにいただ

きたいということで進めている中で、去

年の段階ではなかなかまだ額が、本当に

これでいけるのかどうか、スケジュール

がそれでいけるのかどうかというのが、

非常に不安な状況で、不安定要素が非常

にあったと考えております。それから、

何度もコンサルタントとも協議を重ねな

がら、この１月ごろにようやく、この額

で何とかいけるだろうということで、も

しかしたらこの契約当初は、この１，０

２９万円が、例えば業務量が８００万円

になると、また後年度の債務負担行為を

変更しなければならないとか、そういう

ことも考慮いたしました。その結果、不

用額で落とすこの時期、７１万円落とす

わけですけれども、この時期に確定をもっ

て、債務負担行為の変更をお願いをした

ということでございます。

　それと、２点目の業務委託に係る基本

コンセプトは何かというご質問であった

かと思いますけれども、基本的には職員
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みずからによる計画策定ということを、

当初目指しております。ですから、コン

サルタントにはあくまでも専門的知識で

すね、我々いろいろ人口推計であります

とか、いろんな土地利用調査にしまして

も専門知識、それは勉強すれば身につく

やないかという話もあるんですけれども、

この期間内にきっちりと基礎調査資料を

まとめるということについては、やはり

非常に弱い部分がございます。したがい

まして、基本的にはやはり職員による手

づくりといいますか、書き込んでやって

いこうということには変わりないんです

けれども、その中で、コンサルタントさ

んに専門的な部分を支援いただくと。

　大きくは３点なんですけれども、まず

単に総合計画をつくるということ。これ

は目標ではあるんですけれども、単にそ

の計画をつくるということだけではなく、

その策定過程を通しまして、市役所経営

のあり方をちょっと変革させたい。どう

いう意味かといいますと、今までの市役

所というのは、これは耳の痛い話でよく

言われることなんですが、なかなか市民

の参画がないやないかとか、市民の意見

というのがどう取り入れられているのか

よくわからないと、こういうことを言わ

れてまいりました。ですから、この辺を

変革することにより、いわゆる市民目線、

市民参画、これを重点的に置きたいとい

うことでございます。

　それから、２点目として、よりよい計

画を策定するということも、これは大事

なことなんですけれども、その結果とし

て、その計画をしっかりと実行できる組

織とするということ。これをコンセプト

に置いております。これは実際にどうい

うふうなことを指しているかといいます

と、実務担当者会議というのを今回新た

に立ち上げました。これは若手による会

議でございまして、現在、第６回をやっ

ております。これらは、これからの摂津

市の１０年後、１５年後の市政を担う人

材でございます。この人材育成も含めて、

若手の育成ということも含めて、職員参

画、ここをきっちりとやっていただける

ということ。これが２つ目でございます。

　それから３つ目でございますが、過去

から蓄積された、いわゆる摂津市、こう

いう山も谷も、川はありますけれども、

何もない地形でございますけれども、や

はり過去から蓄積されたいろんな市役所

内部の資源、これは人を含めての資源で

ございますけれども、これらの資源。そ

れから市内の、いわゆる民間がお持ちで

ある資源、それから自然の資源、いろん

な資源がありますが、これを有効に活用

して推進していくという、そのような観

点を打ち出した上で、業者にこういうコ

ンセプトで支援をいただきたいというこ

とで、お願いしたものでございます。こ

の３点目のことは、いわゆる地域、市民

との協働によるまちづくりにつながるも

のと考えておるところでございます。

　それから、３点目の平成２０年度です

ね、こちらの何をやってきたかというこ

と。これはまことに報告の方が、協議会

を開いて報告をしたいと申し上げていた

ものが非常におくれて、まことに申しわ

けないと思っておるところでございます

が、まず一番初めに、摂津市のまちづく

りに関する市民意識調査、これは先ほど

も申し上げましたけれども、これにつき

ましては昨年８月４日から８月２５日に

かけまして、摂津市に１年以上在住の１

８歳以上の市民の皆さん５，０００人を

無作為抽出いたしました。それでもって

実際に回収されたもの、届かなかったも

のは除いてますけれども、実際に回収さ

れた枚数が２，１８２通。回収率にいた
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しまして４４．８％でございます。前回

平成５年のときが約５４％ぐらいでした

か、５０％は超えておりましたが、前回

は先ほども申し上げましたとおり、非常

に簡単なといいますか、基本的な設問だ

けで、施策に対する評価を問うものでは

ございませんでしたから、今回の４４．

８％というのは相当高いものではないか

というふうに考えております。

　もう一つは、先ほど言いました摂津市

の人口異動に関するアンケート調査。こ

れは、なぜ摂津市に来られたんですか、

なぜ摂津市から出られたんですかという

ふうなことをいろんな角度から、これも

ある程度膨大な設問数になっております

けれども、これを送りました結果、転入

者につきましては、これは１，７００人、

おのおの送ったんですけれども、転入者

の皆さんにつきましては４２１通、回収

率にして２５．９％、転出者にいたしま

しては３７７通、回収率にして２６．４

％というふうな結果となってございます。

これについての調査期間は、昨年９月２

０日過ぎから１０月中旬までを期間とし

て調査をいたしました。

　それから、摂津市のまちづくりについ

ての意見募集ということで、各公共施設

に、まちづくりに対する自由意見を求め

るということで、意見募集をいたしてお

ります。さらに市民活動団体インタビュー

ということで、先ほど申し上げました、

まちづくり市民会議に参画いただける方

などの発掘を目指して、合計６団体の方

にアンケート、いわゆる今後の摂津市は

どういうふうなまちづくりをしたらいい

かとか、そういうふうなことについてご

意見を伺っております。

　それから、職員の参画という面につき

ましては、現総合計画の総括、これはま

だこの間の代表質問にもございましたけ

れども、今、最終調整中でございまして、

これは総括シートというものをつくって、

６３施策について、もうしばらくお待ち

いただいたら、ご提示できるものと考え

ております。

　それから、その職員参画の中で研修会

の実施、これも何度もやっております。

実務担当者会議につきましては、現在６

回、幹事会については１回やって、３月

末に市長を委員長といたします総合計画

策定委員会、これ庁内委員会でございま

すけれども、こちらでもって今年度の総

括を、いったんいたしたいというふうに

考えておるところでございます。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　人事課に関連いたしま

すご質問に、ご答弁申し上げます。

　まず、退職手当債と退職数、また今後

の退職者見込み並びに採用見込みの件に

つきましてでございます。平成２０年度

の定年退職の方につきましては３３名で

ございました。これは水道部の方も含ん

だ数字でございます。定年外に自己都合

等でおやめになられる職員が、きょう時

点で６名いらっしゃいます。お一人は既

に退職しておられまして、退職手当を払

わなくてもいい、数か月でちょっと個人

の都合で退職をされました。提案説明の

中に補正額については４名分ですという

ご説明をさせていただいたと思いますが、

補正予算上程後、もうお一人退職願いが

出てまいりまして、現時点で定年以外は

６名でございます。

　また、今後の定年退職の見込みでござ

いますが、来年度平成２１年度が５０名、

２２年度が５２名、２３年度が２３名、

２４年度が２６名、２５年度が２４名と

なっております。

　採用計画についてでございますが、第

３次実施計画、集中改革プランの最終年
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度、来年度につきましては、アクション

プランの記載どおり、事務職等について

は６割補充、現業職員については不補充

の採用の予定で実施してまいりたいとい

うふうに考えております。来年度、第４

次実施計画が策定されます。その中で、

平成２２年度以後の職員採用について、

詳細を検討することになっておりますが、

本会議でもいろいろご答弁がありました

ように、この経済危機を受けて、各事業

をすべて棚卸しをしながら、実施計画を

つくっていくというご答弁をさせていた

だいていると思います。我々人事課とい

たしましては、職員に関するところもす

べて棚卸しをして、一から見直し、実施

計画の中に反映をしていきたいというふ

うに考えております。なお、退職手当債

の限度額につきましては、財政担当の方

からご答弁をさせていただきます。

　続きまして、互助会解散後の厚生会と

の関係についてのご質問でございますが、

３月７日、土曜日、午前中にシティプラ

ザ大阪で、大阪府市町村職員互助会の総

会がございました。この中の案件の１つ

に、解散に関する案件がございました。

反対１６名、賛成、委任状も含めてでご

ざいますが４万９，７１８名ということ

で、解散の案が可決された次第でござい

ます。清算の時期でございますが、その

総会でのご説明で、来年度から２年間を

かけて、清算事務をしていきたいという

ふうに、互助会の事務方から説明がされ

ました。

　続きまして、厚生会との関係でござい

ますが、互助会解散の方向が決まってお

りましたので、平成２１年度当初予算に

おきまして、互助会の市の持ち分として、

互助会相当に当たる分を、職員厚生会補

助金に増額で計上させていただいており

ます。あすも厚生会の役員の方々で、来

年度についていろんなご検討をしていた

だく予定になっておりますが、市の負担

金といたしまして、今年度までお一人月

額５００円で予算計上をさせていただい

ておりました。当初、互助会がなくなる

際に、大阪府下すべての団体が、できれ

ば共済サービスというサービスを受けら

れないかという検討が出されました。そ

ちらの方の会費が１人２，０００円とい

う案が出されました。ですから、今回、

当初予算に計上させていただいてますの

は、職員一人当たり月額１，５００円と

いうことで計上させていただいておりま

す。

　続きまして、互助会がなくなる際に、

厚生会なりほかの団体に引き継げない事

業というご質問でございますが、互助会

以外にも共済組合、健康保険組合という

団体がございます。互助会の説明では、

まだ詳細は決まっておりませんが、幾つ

かは共済組合なり健康保険組合の方に、

その事業を引き継ぎたいと。特に健康増

進に当たる事業については、なるべく引

き継ぐようにしたいというふうに聞いて

おります。その回答から申しますと、互

助会の中で育児支援給付金、お子さんが

小学校なり中学校に入られたときである

とか、次世代の支援金、お子さん、扶養

家族の方が１８歳に達したときとか、リ

フレッシュ支援金といいまして、我々職

員が１０年、２０年等を迎えたときに、

若干の給付金がございます。このように、

個人に係る給付金につきましては、互助

会の方も、先ほど申しました共済会なり

健康保険組合の方に、引き継げないので

はないかというような見込みでございま

す。個人給付につきましては、昨今、訴

訟等の事案もございます。厚生会の中で

今後検討していっていただくんですが、

厚生会のメンバーは理事者側半数、組合
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半数ということで運営をしております。

この中でいろいろ協議をして決めていく

ことになると思いますが、現時点、個人

給付につきましては、我々としてはなる

べく継続できないというような考え方で、

組合役員の方とお話しをしているという

状況でございます。

　職員の会費でございますが、先ほど申

しましたように、市側といたしまして１

人１，５００円分を計上しております。

折半ということになりますと、職員側も

１，５００円ということになるんですが、

その辺はまだ、あす以降の協議も残って

おりまして、我々としては市側、職員側、

月額１，０００円前後でお話し合いをし

たいということで、今現在、申し入れを

行い、協議をしている最中でございます。

○野口博委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　財政課に係るご質問

について、答弁申し上げます。

　債務負担行為でございますけれども、

長期間で債務負担行為をした場合、疑問

があるというふうなお問いであったかと

思いますが、歳入歳出予算に基づく予算

執行につきましては、法律上の債務を負

担する行為と、これに基づいて経費を支

出するという２つの権限からなっており

ます。債務負担行為の予算執行は、債務

を負担する権限のみを内容といたしてお

りまして、これに基づく経費支出が後年

度に生ずるものでございましても、これ

を行うことができるという性質を持って

おります。それに加えて、一部法律で禁

止はされておりますけれども、それ以外

は特に制限なく、設定の範囲はすこぶる

広いと言われております。このようなこ

とから、これを無制限に認めますと、予

算統制そのものが機能しなくなるという

ようなことでございまして、債務負担行

為につきましては、これを行うことがで

きる時効、期限、それと限度額を定めて

予算書にして、調整して、議会に提出し、

その議決を得るべきものとされておりま

す。

　そこで、ご質問の予算書２２４ページ

の、府営まちづくり水路整備事業等長期

の債務負担の件でございますけれども、

これは神安土地改良区が、府の補助金を

得まして、起債もいたしまして、水路整

備をいたしております。その分で、各自

治体がその事業費を負担するというよう

なことでございまして、この債務負担行

為期間につきましては、起債の借り入れ

期間というようなことになっております。

このときに契約、負担金の覚書を交わし

ておりますので、こういう債務負担行為

になっておるものでございます。確かに

この財源調達手段として、このような場

合は別といたしますけれども、財源調達

の手段として、長期に債務負担行為を設

定するということにつきましては、運用

によっては裏起債と呼ばれるような事例

もあるようでございますけれども、財政

といたしましては、債務負担行為につき

ましては予算査定の中で設定理由となる

事業全体を査定し、予算統制に努めてお

るところでございます。　それから、退

職手当債でございますけれども、現行退

職手当債は、今回、予算計上いたしてお

ります現行の退職手当債につきましては、

普通会計が対象となっております。現行

の部分につきましては、平成１８年度に

地方財政法に規定されました。内容とい

たしましては、団塊の世代の大量定年退

職等に伴う退職手当の大幅な増加に対処

するため、１０年間の特例措置として、

平成１８年から２７年度までの間でござ

いますけれども、定年退職者等の退職手

当の財源に充てるための地方債を、発行

することができるということになってお
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ります。

　この退職手当債の発行可能額につきま

しては、総務省令で定めるところに算定

した額の範囲内ということになっており

まして、この算定した額も規定されてお

りまして、当該年度に退職する職員、こ

れは特別職を除く職員でございますけれ

ども、の退職手当の合計額から、当該年

度の前年度に職員に対して支払った給料

の総額に１００分の１２を乗じたものを

差し引いた額というようなことになって

ございまして、今回、予算計上させてい

ただいております退職手当債につきまし

ては、予算計上前の算定になりますので、

額は予算額と異なっておりますけれども、

平成２０年度の給料総額が２７億１，９

７４万８，０００円ということになって

おります。それと、２１年度の退職手当

の見込みでございますけれども、これは

人事からいただいておった分ですけれど

も、１２億６，０００万円というような

ことでございまして、この１２億６，０

００万円から、この給料総額に１００分

の１２を掛けた３億２，６３６万９，０

００円を差し引きいたしますと、発行可

能額として９億３，３６３万１，０００

円というような数字が出てまいります。

これが発行可能額ということになるわけ

でございますけれども、実際に今回、予

算計上させていただきましたのは５億円

ということでございます。

　この５億円の根拠ということでござい

ますけれども、この平成２１年度予算編

成に当たりまして、臨時財政対策債を発

行いたしましても、なお財源不足が１４

億６，０００万円ほど出ておりました。

ここで９億３，０００万円を充てること

も可能なんでございますけれども、後年

度に負担を先送りする赤字地方債につき

ましては、できるだけ抑制したいという

ようなことで考えまして、今後、補正対

応いたしますコミュニティプラザの備品

等も考えまして、基金の取り崩しは１０

億円以内、実際には９億６，０００万円

程度ございますけれども、その範囲内に

抑えたいというようなことで考えまして、

１４億６，０００万円から９億６，００

０万円を差し引きいたしまして、５億円

の金額とさせていただいたものでござい

ます。

　それと、定員管理給与適正計画の関係

で、この退職手当債を発行する場合に、

もう一つ、許可を受ける場合に許可額と

いうのがございまして、これは平成２１

年４月の職員数に２１年の平均給与を掛

けたものから、２２年４月の職員数に２

２年の平均給与を掛けたものを差し引き

したもの、金額ですね、これに１０年間

程度の合計額ということになっておりま

して、この金額につきましてはかなり大

きな額になりますので、十分許可の対象

になってこようかと考えております。

　最後に、基金の残額の状況でございま

すけれども、今回、第４回補正後の主要

基金残高につきましては、財政調整基金

が１６億７，０００万円、減債基金が１

０億９，１００万円、公共施設整備基金

が１４億９，０００万円ということでご

ざいまして、合計いたしまして４２億５，

１００万円の残高となっております。今

回、平成２１年当初予算におきまして、

財政調整基金より３億２，５８８万６，

０００円、公共施設整備基金より６億４，

２００万円を繰り入れして予算組みをい

たしておりますので、当初予算後の残高

につきましては、財政調整基金１３億４，

７００万円、減債基金１０億９，３００

万円、公共施設整備基金８億５，１００

万円、合計３２億９，１００万円となっ

ております。
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○野口博委員長　小寺管理者。

○小寺会計管理者　予算のお金のやりく

りをどうしているんだというお尋ねに対

しまして、いささか思いを込めてお答え

をさせていただきたいと思います。

　私が会計室に参りましたのは２年前で

ございましたけれども、一番ショックを

受けましたのは、予算と現金の流れのギャッ

プでございます。例えば、平成２１年度

予算、今審議をお願いをしているわけで

すが、約３１３億円、これが成立いたし

まして、例えば４月１日に役所へ来て、

会計室の大金庫をあけると。そこはからっ

ぽでございます。現金はございません。

この３１３億円というのは、１年間かけ

て入ってくるお金で、１年間かけて支出

をして、それが一致するのが決算という

ことになるわけですね。

　その流れから言いまして、現金の流れ

から説明いたしますと、まず今月３月は、

年度最終の月でございますから、支払い

期限、それから市債の償還月に当たって

おりまして、３５億円という多額の償還

がございます。４月と５月はご承知のと

おり出納閉鎖期間でございますので、２

か年度分の支出がある。４月につきまし

ては、先ほどご指摘の退職手当が約１０

億円ぐらい出ます。ということで、３、

４、５月というのはほとんど現金がない

わけです。５月末から６月、７月になり

ますと、これは市税が入ってまいります

ので、非常に手持ち資金が豊かになる。

６、７、８はるんるん気分で執行できる

と、こういうことになります。９月にな

りますと、市債の償還月で約３０億円ぐ

らいの支払いがあるので、そのときには

３０億円の手当てをしなければならない。

１０月から２月までは比較的平坦な流れ

と、こういう繰り返しでございます。

　そこで、３、４、５月の現金がない時

期にどうするかというのが、先ほどおっ

しゃった一時借入金によって、不足金を

手当てするということになります。この

手当ての仕方といたしましては、夕張市

の場合は市中金融機関から借金を重ねま

したので、雪だるま式に借金がふえて破

綻すると、こういうことでございました

けれども、摂津市の場合は幸い基金とい

う手持ち資金がございますので、手持ち

資金の有効活用という観点から、繰り替

え運用という制度を活用いたしまして不

足金を補っていると、こういうことにな

りますので、これを繰り返す限り、１円

の借金も生じないという、非常に好循環

となります。それが６月になりますと、

もう借金も返しまして余剰資金が生じま

すので、今度は積極的な運用を図ること

になります。摂津市の場合は、もっぱら

定期預金に努めておりまして、定期預金

でできるだけ利息を稼ぐというのが、こ

れは会計室の腕の見せどころでございま

す。

　先ほどご指摘のありました補正第４号

の２０ページで、補正前の額２７０万円、

補正額４５０万円と申しますのは、この

余剰資金の活用した利息、当初２７０万

円程度の利息を稼げるというふうに見込

んでいたのが、４５０万円多く稼げて、

結果的には７２０万円運用上利息が稼げ

たという意味でございます。そしたら、

一時借入金の方はどうだということにな

るのですが、一時借入金につきましては、

同じ補正第４号の７４ページに、公債費

の利子というところで、説明の欄、一時

借入金、利子償還金、三角の２１３万６，

０００円というふうに記載がございます。

ですから、一時借入金の利子としては、

当初より２１３万６，０００円利子が減

少したということになります。したがい

まして、先ほどの４５０万円の補正は、
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４５０万円余計に稼げた、こちらの一時

借入金利子は２１３万９，０００円少な

くて済んだと、こういうことをあらわし

ているわけでございます。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　庁舎管理の方の清掃

の委託についてというお問いでございま

す。

　委員ご指摘のように、シルバー人材セ

ンターに清掃の委託をしております。清

掃の委託の根拠でございますが、本市の

庁舎、消防、水道を除きますけれども、

おおむね八千数百平米ございます。おお

むねこれについて面積に対して、約１，

０００平米に対して１人というふうな、

各階に１人というようなことも言えるか

と思いますけれども、大体その程度の人

員配置となっております。ただし、これ

はフルに配置しているわけではございま

せんで、朝７時から１１時半までを９名

のシルバーの方、１１時半から５時まで

３名、また５時半から８時まで、夜間の

ごみの収集等、これに３名というふうに

しております。これは以前は７時から１

７時、９名フル体制ということにしてお

りましたが、財政事情の逼迫等がござい

ましたし、またシルバーの方にも相当ご

無理を言いまして、減らしていただいた

ということでございます。

　シルバーの方の単価ですけども、これ

は今年度は７５５円程度、昼間ですけれ

ども、早朝、夜間はちょっと高うござい

ますが。実は去年の１０月に改定されま

した大阪府の最低賃金が７４８円という

ことでございますので、非常に低価格で、

低価格と言うたらいけないですね、そう

いう金額でご辛抱いただいているかと思

います。そういったことで、個々の人件

費を積算いたしまして、それに対して大

体年間２４５日分、あと休みの日にワッ

クスがけ等をしていただくのが年に２４

回ございます、分けてやっております、

年に２４回ございます。こういったもの

をあわせまして、人件費として１，５０

０万円程度。あとシルバーの事務費、ま

た材料費等が加わりまして１，７００万

円ということになっております。シルバー

については、我々も非常によくやってい

ただいているなと思っておりますし、ま

たシルバー側からにとりましても、高齢

者の雇用ということで、非常に大きなウ

エートを占めておりますので、今後とも

継続をしていきたいと考えております。

　続きまして、太陽光発電というか省エ

ネの件でございます。クールビズ等取り

組んでおりまして、効果は確かに上がっ

ておると思うんですけども、委員ご指摘

のとおり、やはり意識改革だけではなか

なか難しい、劇的な改善効果がないとい

うのも、やはり事実なのかなと思います。

電気代の推移を見ておりましても、電気

代自体が大分下がってきておりますので、

約１０年前に比べたら１，０００万円程

度の削減にはなっておりますが、電気電

力使用量に関して申し上げますと、やは

り一番厳しいとき、財政事情の厳しいと

き、我々もやかましく削減しなさい、し

なさいということを言います。電気を消

しなさい、エアコンについてもというこ

とを言ってたときに比べて、若干ふえて

まいっておりますけど、でもやっぱり平

成８年、９年当時に比べましたら、５％

か６％程度は削減をされております。た

だ、そういいましても意識効果だけで無

理ということもあります。総務防災課と

しましては、数年前からエアコンの電子

部品の交換でありますとか、古くなった

エアコンについては取りかえたりという

ことをしております。これによって省エ

ネ機器への導入も考え、少しずつですけ
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れども進めております。また、本年度に

つきましては、本会議でもご答弁いたし

ましたように、電力のデマンドコントロー

ラー、最大消費量をカットできるコント

ローラーがございます。これを導入いた

しまして、また電力の消費を下げていこ

うと考えております。

　ただ、我々これはどうしても経費面か

らということが非常に大きい動機になっ

てやっておりますけれども、委員ご指摘

のとおり地球温暖化の問題等もございま

すので、今後、あまり今まで環境部局と

の協議ということも、それほど十分にで

きてないところもあるかと思いますので、

環境部局の考え方、またそれによる新エ

ネルギーですね、ご指摘の太陽光発電等

についても考えていきたい。また、確か

に経費面じゃなくて、市民啓発という意

味、市役所が率先しなくてはいけないと

いうのは、十分ご指摘のとおりかと思い

ますので、そういったことについても今

後検討し、またできることはやっていき

たいと考えております。

　それともう一つ、土地開発公社の件で

ございます。この補正第４号において１

億３３３万４，０００円の補正をお願い

しておりますが、これにつきましては鳥

飼野々３丁目にございました、元区画整

理事業の代替地として、平成元年３月３

１日に市が購入しました土地でございま

す。約１００坪の土地でございますが。

購入原価が１億１，４１１万円でござい

ます。当時の単価といたしまして、約３

１万円、平米当たりの単価で購入してお

ります。これが平成元年３月で、約２０

年間の利息等が積み重なりまして、簿価

にいたしますと１億７，９３３万円程度

になっております。長い間、もう未利用

地として放置、放置とは言いません、下

水の資材置き場等で使っておりましたが、

これを近隣のところから譲ってほしいと

いうお申し出がございましたので、売却

いたしました。昨年の５月２７日に売却

いたしておりますが、７，６００万円で

売却しております。この時点での鑑定価

格、この土地の鑑定価格につきましては、

約５，０００万円です。１平米当たり１

３万７，０００円ということでございま

すから、元年に買ったときは３１万２，

０００円で、売るときになって１３万７，

０００円ということでした。

　ただ、買い取りを申し出いただいた方

との交渉の中で、我々もあんまり鑑定価

格だけで売るのはなかなかしんどいとい

うことで、大分お願いをいたしまして、

鑑定価格の約１．５倍で購入いただくこ

とになっております。これが７，６００

万円という金額になったということでご

ざいます。今回、補正をお願いしており

ますのは、この簿価、１億７，９３３万

円から売却の７，６００万円を差し引い

た額について、補給を、公社に対して市

の方から補給していただくということに

いたしたものでございます。市がこの補

給をするというのは、本来の当初の公社

が購入したときのお約束として、市が本

来買い戻すということでございましたの

で、その差額について市が補給をしたと

いうことになろうかと思います。

○野口博委員長　豊田局次長。

○豊田選挙管理委員会事務局局次長　私

の方から、選挙管理委員会に係りますご

質問に、ご答弁させていただきます。

　市議会議員の通常選挙につきましては、

通常の例でいきますと５月の定例の委員

会で日程を決めていただいていることに

なっております。立候補の予定者の説明

会については、通常、私どもがちょっと

はっきり何日とは言えないんですけれど

も、通常８月の初旬ごろになるんかなと
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は思っておるんですけれども、あと選挙

期日につきましては、任期満了日前３０

日以内であることから、８月３０日から

９月２７日の間の日曜日に決定していた

だくことになります。

　それと、あと衆議院につきましては、

通常、国会が開催されていなければ、閉

会中である場合でしたら、９月１０日が

任期満了日になっておりますので、それ

以前、３０日以内という形になっており

ます。ということになりますと、８月１

６日の日曜日から９月６日の間の日曜日

の間で、衆議院の総選挙が執行されると

いう形になろうかと考えております。こ

の場合でしたら、８月３０日と９月６日

が同日選挙になる可能性、できるという

日になろうかと考えておりますが、その

選挙管理委員会の５月の決定の日と、こ

の日がずれておりましても、かなり同日

選挙にいたしますと費用効果が大きいと

いうことになりますので、事務局といた

しましては、この辺、できるだけ同日選

挙にしたいと考えておりますので、その

辺は選挙管理委員会とご相談させていた

だいて、そのような方向でしたいなと考

えております。

　それと、あともし国会が開催中であり

ましたら、これにつきまして解散という

形になりますので、解散後４０日以内と

いうことになりますので、これにつきま

してはちょっと日程的に確定できないと

いうことがありますので、９月のその辺

になりましたら、動向を見ながら、これ

につきましても、やっぱり選管の委員会

の皆様とご相談しながら決めていきたい

なと考えております。ただ、その辺、流

動的になりますので、８月に行います立

候補予定者の方の説明会のときに、もう

ちょっと詳しい話については説明させて

いただきたいと考えております。

○野口博委員長　本山課長。

○本山警備第１課長　消防緊急援助隊絡

みの車両更新ですけれども、水槽付ポン

プ自動車とそれから救急車ということで、

２台上げさせていただいております。こ

のネーミングなんですけれども、災害対

応特殊というのは、補助金の要綱の中の

ネーミングが、水槽付消防ポンプ自動車、

救急車という前に災害対応という言葉が

ついている内容になっておりますので、

そういう言葉を使わせていただいており

ます。

　それから、先ほど非常に高いというこ

とで、どういう契約かということで、見

積りにつきましては水槽付消防ポンプ自

動車につきましては、ぎ装メーカーも４

社ほどありますけれども、３社の見積り。

また、シャーシにつきましては、大型に

なりまして２社の見積もり。また、救急

車につきましては３社ありますけれども

２社の見積りという中で、一番適切な価

格の予算を計上させていただきました。

　この価格の妥当性ということなんです

けれども、内容をご説明させていただか

ないと、どういうぎ装になっておるかと

いうことで、このぎ装の部分ですけれど

も、六千何がしの金額が上がっておりま

すけれども、今回、ご存じのように水槽

付消防ポンプ自動車におきましては、Ｎ

ＯX・ＰＭ法によりまして更新をせざる

を得ないという状況にある車両が１台あ

ります。救急車につきましては、もう１

６万５，０００キロ以上乗っておる車で

して、これももう非常用という形で、そ

れを残すという運用の考えた上で、１６

万キロ、１７万キロ近くも来ております

ので、更新させていただきたいというこ

とでございます。これ両方とも緊急消防

援助隊ということで登録をさせていただ

き、消火隊と救急隊ということで登録を
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させていただいておる車両でございます。

　それで、現有の水槽付消防ポンプ自動

車から改良したぎ装を行いますので、こ

の妥当性ということで、今の水槽車とい

うのは２，０００リットルの水を積んで

おりますけれども、４，０００リットル

に倍に上げます。水槽及び配管を、これ

を全部ステンレス製にします。これは従

来から言っております生活用水等にも緊

急時、また災害時に使いたいというよう

なことで、そういう思いが入っておりま

す。それから、今のポンプは、更新しま

す今現有のポンプは、ポンプの性能はＡ

２級というポンプなんですけれども、こ

れをＡ１級、さらにランクアップさせた

ポンプにぎ装を変えます。それから、特

に特徴的なのは圧縮空気泡消火装置とい

うのがあるんですけれども、キャフスと

言っておりますけれども、これは消火薬

剤とまぜて使うんですけれども、４，０

００リットルの水を消火剤で約６万８，

０００リットル、１７分の１、逆に１７

倍の水で運用できるというようなことで、

積載荷重が上がってきましたことにより

まして、シャーシも８トンということで、

従前より上がったということで、積み上

げていきました結果、こういう金額になっ

ております。

　どういう評価をするかということなん

ですけれども、平成２３年度に更新の水

槽付消防ポンプ自動車がもう１台あるん

ですけれども、これの今現時点で同じラ

ンクの車で更新いたした場合に、この金

額はどうかということで今確認している

のが、５，０００万円ほどかかるという

ことで、今言いましたようなポンプの性

能アップとか、それから生活用水にも使

いたいというような水槽の改造とか、そ

れからキャフスをつけますということで、

市民の皆さんに対する消防力の充実とい

うか、サービスというのは、もう格段に

上がるんじゃないかなと、こういうふう

に評価をしておるところであります。そ

ういうことで、改造ぎ装面で非常に高く

なっておりますけれども、ご理解をいた

だきたいと思います。

○野口博委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　申しわけございませ

ん。退職手当債につきまして、一部答弁

が漏れておりました。

　平成２１年度以降の退職手当債につい

てということでございましたので、現行

法制における退職手当債につきましては、

団塊世代の大量定年退職等に伴う退職手

当の大幅な増加に対処するためというこ

とでございますので、先ほど人事課長か

らも報告がございましたけれども、平成

２３年には大量退職は収束するというこ

とでございまして、平成２３年以降の現

行法制による退職手当債の発行は、現在

のところ考えておりません。

　それと、平成２２年度の額ということ

でございますけれども、先ほど平成２１

年度の可能額、それから予算額について

答弁させていただきましたけれども、平

成２２年度は退職者増ということでござ

いまして、発行可能額については、平成

２１年度より増加するであろうと考えて

おります。ただ、発行につきましては、

平成２１年度と同様、財政の財源不足の

状況を見ながら、発行額を決定してまい

りたいと考えております。よろしくお願

いします。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　それでは、２回目の質

問は絞って質問していきたいというふう

に思っております。ただ、２点について

はちょっと広がりがある部分もあります

から、ご理解お願いしたいなというふう

に思っております。
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　定額給付金についてでございます。こ

れはもう全国同じ期日でスタートをして、

早いところ、遅いところ、いろんなとこ

ろがありまして、もう早速振込額が違う

とか、いろんなことも発生しております。

先ほどの北野参事のご答弁を聞いており

ますと、もうしっかりした体制でやられ

ているというふうに私も理解いたしまし

たが、あらゆることを想定した中で、取

り組んでいただきたいなというふうに思っ

ております。ご苦労ですけど、よろしく

お願いいたします。

　それと、債務負担行為の関係で、政策

推進課が所管する平成２０年度の補正４

号の債務負担行為で、６月２５日に契約

が行われて、結果的には７１万円につい

ては補正で返してますけど、先ほど課長

の方から、いみじくも早目にするべきやっ

たということは、私も同感でございまし

て、それならばやっぱり１０月議会、１

２月議会があった中で、こういった債務

負担行為の補正はやるべきだということ

で、これについては政策推進課もそうい

うところは同感だというご答弁をいただ

きましたので、これ以上は言いません。

この分につきましては。ただ、全体的に

はやっぱり債務負担行為について、その

財政から、今言われましたように、総額

百十数億円、残りが５６億円近くあるん

ですね。実際に債務負担行為の考え方と

いうのは、またいろんな考え方がありま

すから、今、財政が行っている現時点で

の債務負担行為については、十分理解は

いたします。国の考え方とすれば、債務

負担行為は期限を切って５年以内という

ことで、地方財政法による地方自治体で

は無期限ということもありますが、一方

では、債務負担行為で行政が保証して、

１つの契約を成り立たせて、予算執行で

きる当年度において支出額を定めていく

ということは理解できるんですが、実際

に僕はこういった、例えば総計の関係で

も、コンサルとの一貫性はあると思うん

ですが、その部分が設備関係になると、

余りそういう債務負担行為で継続的な分

はいかがなもんかなという、一方での考

えも持っています。

　といいますのも、その債務負担行為を

総計だけ考えれば、平成２０年度から平

成２２年度までの事業予算の中で、平成

２０年度に予算を支出する予算書をつく

り、平成２１年、平成２２年で債務負担

行為をやる。冒頭から、その業者は定め

られている。ただ、こういった経済不況

の中で、どういう事業者がどうやって生

き残っていくかというのは、まだ定かで

なく、これからどうなっていくかわから

ないから、一括して継続性のあるそうい

う部分を、十分財政も考えていただいて

いるのが、結果、こういった債務負担行

為でなってますけども、そういうことを

十分に今後留意していただくことを、要

望しておきたいというふうに思っており

ます。

　考え方は十分理解しています。私の質

問の仕方が悪いのかもわかりませんが、

十分理解した上で、改めて、本来事業が

単年度、単年度で切れるような、例えば

清掃事業でも継続してやるような、作業

の分については、神安土地改良区に対し

ての部分ですから、これは責任を持って

やっていただけるところでございますけ

れども、そういった民間企業でそういう

ことをやらなければならない事業が発生

したときには、十分精査をしていただき

たいと、ご要望しておきたいというふう

に思っております。

　それと、総合計画についてでございま

すが、平成２０年度やってきた部分は、

僕は委託している委託業者に対する基本
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コンセプトというのはどういうことなの

かなということであって、今、庁内で考

えられている、職員の手づくりというの

は、これ同感でございます。ただ、平成

４年にいろいろと総合計画を検討していっ

たときには、大阪府から、摂津市では理

事の立場で、総合計画の担当の方も来て

いただきました。そういった中で全庁挙

げて総合計画の審議会もやり、検討して

きた過去の経緯がございまして、それで

現在の総合計画ができてきたというふう

に思っております。

　この職員体制について、それも３月の

本年度の予算を閉めるときに、先ほど言

うてた総合計画策定委員会が設立されて

いる部分の、その総括をやるわけですね、

その平成２０年度の。平成２１年度以降

の市民と、それから市役所並びに過去か

らの資源の有効利用というのは別問題と

しながら、人の関係で考えていく場合に、

どうやってリンクしていくのかなという

ことが、非常に難しくなってくるんじゃ

ないかなと。委託をしているコンサルに

対してね。だから、コンサルに対して、

コンサルには、要はただ単なる世間情勢

といろんな統計の関係で、データ集めを

お願いする委託なのか。それとも全体の

まちづくりで、本会議の代表質問でも私

が言いましたように、例えばコンセプト

はいろいろあると思いますね、子育てに

しろ、環境にしろ。都市基盤にしたら西

のまちづくり、東のまちづくり、それか

らこういったところのまちづくりという

ような部分の中でのコンセプトというの

が、非常に必要になってくると思うんで

すね。その中に入れていただきたいとい

うのは、まず摂津の市民憲章を、まずそ

れを我々の目指すべき姿ということも、

そういったところに十分に浸透している

のかという部分が、多分まだできてない

ので、今後その部分はよろしくお願いし

たいというふうに思っております。

　それで、まちづくりについては、例え

ば昨日も深夜番組で、東京のまちづくり

で大きな六本木ヒルズを象徴するように、

これからのああいった都市圏においては、

上層階を利用する部分と、あとは新宿に

行ってる地下道で、地下化が進んでくる

やろうというような、それがここ３年か

ら５年でどんどん進んでくるというのが、

一方ではきのう、あんまり遅いから言い

ませんけど、そういった番組がありまし

た。どんどん加速する中で、これから摂

津市のまちづくりというのは、鉄軌道か

ら幹線道路、河川に寸断されて、非常に

やりにくいまちづくりの中で、先人の思

いをかけて今日までなってきた。これか

ら１０年先にどういったイメージになっ

てくるのかという部分が、本会議のまく

ら言葉で言いましたら、鉄腕アトムから、

それこそ１９６０年代、あのときには鉄

腕アトムでいろいろな知能を有したもの

が育ってきた、この２０００年というの

はね。それで２０００年の未来からいろ

んな物事が始まってくる、こういった時

代が今度は急ピッチでくるん違うかなと。

　そういったことを十分に踏まえた上で、

余りにも出過ぎたことやったら、今度は

実行計画を組んでいかなあかんので、今

でこそＰＤＣＡの中のプランの段階であっ

て、あと、ドゥ・チェック・アクション

で再発防止もしていかなあかん。それを

背伸びをし過ぎても、なかなか実効性を

問われますから、我々議会としてでも、

タイムリーにその報告をいただくことを、

報告をいただくというか、協議会を持っ

ていただきながら計画を組んでいただき

たいなと。これは総合計画については、

今、物を申しても次に進みませんので、

この程度にとどめておきたいと思います。
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要望としておきます。

　それと、補正４号での退職手当の件で

ございますが、平成２１年、２２年で今

の関係でいけば１０２名の方が定年退職

をされると。現在、平成２１年度末で、

要は７００名以下体制で人事の方は検討

されておるんですが。僕はそれに対する

６割補充もいいんですが、１００名退職

されて、平成２２年になると１００名、

そのベテランの方々が１００名いなくなっ

てきたとき、４０代、５０代の将来の管

理職候補というのが、非常に空洞化して

くるやろうと。その部分では、それこそ

人材育成という部分で、非常に取り組ん

でいただいているのとあわせて、ことし

は前倒しの採用は、雇用目的もあれば、

こういった退職補充の部分の目的もあっ

たというふうに思っているんですけど。

やっぱり、副市長、公室長を含めて人事

サイドの中で、本当にその部分を真剣に

考えていると思いますけど、より具体的

に取り組んでいただくことを、お願いし

ておきたいなというふうに思っておりま

す。

　その中で財政の関係でいけば、市債の

関係でいろいろとお聞かせいただきたい

部分があるんですが、許可期限について

は平成２２年まででございますけど、先

ほど言いましたように、平成２１年度の

当初予算で、５億円退職手当債を入れて

いくと。もともと限度額としては９億円

でいける。結果的に基金の繰り入れを抑

えていきたいという部分やったら、僕は

逆に退職債をもっと発行してもよかった

ん違うかなというふうに、一方ではね、

その基金の繰り入れを抑えていくならば。

先ほど聞いた基金残高が、平成２０年度

の補正４号での主要基金である財政調整

基金と減債基金、公共施設整備基金、合

計が４２億５，１００万円あったと。今

度２１年度予算を組んだ段階で、３主要

基金が３２億９，０００万円になってい

ると。昨年度までは、サブプライムロー

ンやらリーマンブラザーズの、こういっ

た世界不況になるまでは、もともとは予

算を組み、決算の段階で余剰金をある程

度基金に積み込めるという、ある程度の

予想はできたんですけど。今のこの状況

でいったときに、基金の３２億円という

のが、本当に来年度の末でどんだけ積み

越しができるんかなと。そういった面で

は、そういった起債が認められるならば、

もう少し発行できとったらというふうに

思うんですね。

　実際に摂津市の財政状況を見たときに、

これは市町村何でもランキングの平成１

９年度決算の部分ですけど、実際に個人

市民税、市民一人当たりの税額というの

は、大概のところはベスト１０に入って

いるんですね、そういったもんでは。公

債費関係も入ってますけど、そういった

ちょっと財政状況を見たときに、私はこ

ういった基金というのは、残せるときに

は残しとった方がいいのではないかなと。

摂津市の財政構造から見たときに、法人

市民税並びに今回、たばこ税、今回の条

例に載っておりますけれども、流動的な

税でもってふえてきたと。

　実際に歳出というのは繰出金と今の公

債費、それから扶助費がどんどん上がっ

てくる中で、将来を考えたときに非常に

不安要素が強いんですよね。その中で平

成１７年度に摂津市が、市税収入が一番

落ち込んだときが１７３億円の市税収入

で予算をスタートいたしました。実際に

そのときの繰り入れ金額が３４億円、そ

れから市債で２５億円発行したわけです。

それで、トータル予算３２４億円で行い、

その２つの合計で５９億円でもって予算

が組めたと、こういう時代があったんで
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すね。今はたばこ税もある、それから法

人市民税等々があるから、そういうこと

になると思うんですが。財政も相当精査

はしたというふうには思っております。

　これまで、ここまで持ちこたえたのは、

本当に知恵を出していただいたから、本

来ならば１８、１９、２０、２１年度で、

そこらでもう一たんは、それこそ赤字再

建団体になる可能性があったけども、こ

こまで持ちこたえていただいた要素は、

いろんな要因もありますけど、財政のやっ

ぱりそういった知恵と職員の努力という

ことは評価しますが、だから今後の財政

運営についての、一方での考え方につい

て、改めてお聞かせいただけませんか。

非常に市民一人当たりについては、本当

に見たら裕福なんですね。これを見ていっ

たら、全部上位クラスに、全部マーカー

ペンが入ってきます。その部分で、悪い

部分もよくわかりますけども、ちょっと

財政としての考え方について、お聞かせ

いただきたいというふうに思っています。

副市長からのご答弁でも結構でございま

すので。

　それから、消防については、こういっ

た特殊車両であるし、特殊ぎ装だから、

我々が高い、安いという部分でもないと

思いますけど、それこそやっぱり消防と

いうのは、そういった車両並びにリスト

を準備していただいて、いざとなったと

きに対応していただく。使わんかった方

が、それにこしたことはないという基本

的な考えであります。災害の関係でいけ

ば、消防並びに総務防災がこれまで言う

てきたのが、一方では、今回の車両につ

いてはＮＯX対応でございますが、耐震

防火水槽というのが阪神・淡路大震災以

降、１回ぐらい耐震防火水槽を設置した

記憶があるんですが、予算計上してね。

それ以降、一切耐震防火水槽というのを

予算計上してきてないと。防災の考え方

の中で、もともとそういう消防資機材の

中で耐震防火水槽は必要だということの

中で、青写真を組んでいたんですが、消

防として、現在の耐震防火水槽に対する

考え方について、いかがなされているの

か聞きたいというふうに思います。

　それと、総務防災の方で、消防にひっ

かけてではないんですが、やっぱり防災

活動で自主防災組織が、各小学校区に配

置をされました。それぞれ小学校に防災

資機材等も設置をされております。各地

区においての温度差もあるんですが、一

方ではそういった耐震防火水槽関係につ

いてでも、消防からお答えいただきます

が、総務防災として、今の自主防災訓練

のあり方について、１点、本会議で総務

部長からご答弁いただいたんですが、た

またま先日、輪島市に行ってまいりまし

て、平成１９年３月２５日に能登半島の

地震がありまして、そのときの地震前の

訓練と地震後の訓練のあり方と、震災が

起きた後のその対応の仕方について、る

る聞いてまいりました。きょうはそこま

での話はいたしませんが、いざとなった

ときの避難場所、避難地に対する対応の

あり方というのは、もっとＰＲできない

んかなという思いがしまして、ちょっと

抽象的ですけど、その辺の取り組みの姿

勢について、お聞かせいただきたいとい

うように思います。

　選挙管理委員会につきましては、我々

が申すまでもなしに、淡々と衆議院の方

がやってきます。摂津市議会議員選挙、

先ほどちょっとご答弁の中で流動的とい

うのは、８月にもう説明会をやったら、

摂津市はもうそれでかたまりますよね。

それから変更はできませんよね。それだ

けちょっとお答えいただけますか。それ

でないと先ほどのであれば、説明会は終
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わった、それで衆議院の解散にあわせて

８月３０日か９月６日、これにあわせる

ようなニュアンスで答弁してましたんで

ね、明確にお願いしたいというふうに思

います。それやったら説明会を何回もせ

なあかんようになってくるしね。

　それから、職員厚生会につきましては、

職員に対しては不利益が起こらないよう

にしてほしいのと、もう一つは、市民か

ら見た目で過剰にならないように。この

２点でより検討していただくよう、お願

いしたいというように思います。これも

要望で結構でございます。

　それから、基金残高は先ほど言うたと

おりですね。会計の件で、思いを込めて

言うていただいて、揚げ足とるようで大

変申しわけございませんが、結果的に一

時借入金で４月、５月を乗り切ってきて、

もう一方では基金の有効活用で乗り切っ

てきた。その中で、第４号補正でトータ

ル２７０万円程度利益が上がったと。私

は、その部分については、実際に財政が

一方では好転し、一方ではですよ、まだ

完全なところまでいってませんが、財政

力も考えていく中では、その基金があれ

ばこそ、そういったことができているな

というように思っておりまして、思いは

十分伝わりました。これは結構です。

　土地開発公社につきましては、野々３

丁目は、まだ売りやすいところであって、

これはもうだれを責めるわけでもござい

ませんが、結果的には売れてよかったな

というふうに考えいたします。土地開発

公社の保有額というのも、大阪府下全市

町村のやつのデータも持っているんです

けど、摂津市はその部分からいけば、抑

制がかかるような位置ではありませんし、

ただ、ここは当委員会で、土地開発公社

の分まで踏み込めるんですけど、それは

決算のときでも言いました、考え方も含

めて。より努力していただくことをお願

いしたいなということで、ご要望とさせ

ていただきたいと思います。

　それから、庁舎管理はシルバー人材セ

ンターの人件費が７５５円で、大阪府の

最低賃金が７４８円というところが、ちょっ

とひっかかるんですよね。７５５円で契

約しているのはシルバー人材センターが

雇用している人に対する人件費なのか、

摂津市が契約している人件費なのかとい

う部分。以前に、どういう契約のあり方

であるかという部分が。先ほど言いまし

たように１，０００平米で一人当たりで、

１人１時間７５５円で契約しているのか

どうかがようわからないですね。改めて

どういう契約になっているのかなと。そ

うなれば、シルバー人材センターの利益

というのは、工数を削減、９人契約やけ

ども工数を削減してでないと、利益とい

うのが７円しか上がってきませんよね。

そこには消耗品も発生してきたら、市が

発注すればすべて赤字になってくるやろ

うと、こういうことにつながってまいり

ます。もう一回お聞かせいただきたいと

思います。

　それから、光熱水費の太陽光発電とい

うのは、時代の趨勢の中で、今日本がこ

れまでは太陽光発電というのは世界ナン

バー１の需要があったそうでございます。

それが今、ドイツに負けて、日本は第２

位になってきているのと、本来のやっぱ

りエコの考え方でいったときに、設備で

歯どめを置いておくというのが、一番大

事だなというふうに思っておりまして、

こういったことも含めて検討をお願いし

たいなということで、２回目の質問を終

わります。

○野口博委員長　暫時休憩します。

（午後４時５３分　休憩）

（午後４時５４分　再開）
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○野口博委員長　再開します。

　答弁をお願いいたします。

　杉本次長。

○杉本総務部次長　先に防災の訓練のあ

り方ということで、先般輪島市に行かれ

て、被災地を見てこられたということで、

非常にいろんな取り組みを見てこられた

ということで、我々も教えていただいた

ことがあるんですけども。やはり訓練と

いうのは現場を知って、被災現場の経験

があるというのは全く違うんであろうと

いうのは、我々も思います。先般、我々

も兵庫県豊岡市長のお話を聞いたことが

ありますが、この中でも水害に対して、

避難警報を出すのに３０分かかったと。

なぜかかったかというと、その文案を考

えるのに３０分かかったという、これは

実例として、非常に我々行政に携わる者

として、痛切に感じる部分がありました。

いかに混乱なくということをどうしても

考えてしまいます。こういったことを、

やっぱりふだんから考えておく、我々行

政マンとして考えておくことが１つ。

　それから、自主防災組織、非常に役員

さんにご苦労いただいて、汗をかいてやっ

ていただいております。昨年も三宅地区

で新たに防災訓練ができ、非常にありが

たいと思っておりますが、一方で、やっ

ぱり地域温度差がある。また、マンネリ

化という言い方は適切かどうかわかりま

せん。毎年同じことをということになっ

ているということで、役員さんがご苦労

されている実情もございます。こういっ

たことは、もう個々の役員さんとお話を

する中で、またいろんな知恵を出してい

きたいと考えますし。それともう一方で、

やはりこれまでの本会議でも、委員の方

でもおっしゃっておりましたけれども、

リーダーの養成をする、自発的に考えて、

自発的に動ける方をつくっていくという

ことも、大事なのかなと思っております。

　もう１点、新しい訓練ということも考

えないといけないんですけども、先般１

月に避難所の開設訓練を、味舌スポーツ

センターで行いました。このときにダン

ボールの仕切りをつくっていただいたり

したんですけども、ここで寝られた方の

感想が非常に印象的でございました。こ

んな狭いとこで、こんなとこで３日も４

日もというのをつぶやいておられました。

こういったことも、やはりこれからは避

難をした、その先どうするかということ

も十分考えた訓練になるように、取り組

んでまいりたいと考えております。

　それから、シルバー人材センターの件

でございますが、７５５円、昼間の値段

ですけども、これは個人に行く金額でご

ざいます。積算するときには、シルバー

人材センターの方は個人にお支払いにな

る金額を示され、それに対して、それが

延べ何人で何時間ということでされ、そ

れに対してシルバーは事務費５％と材料

費８％を掛けた金額として、我々は契約

をし、お支払いをしているという形です

ので、最低賃金との差はわずかではあり

ますが、高齢者施策として続けていける

ということも、念頭に置いて今後も継続

したいと考えております。

○野口博委員長　本山課長。

○本山警備第１課長　耐震性貯水槽のお

問いについて、お答えいたします。

　平成７年からずっと２基ずつつくって

まいりまして、平成１２年で１０基目で

とまっております、委員ご指摘のとおり。

１２年の設置を最終に、１４年の事務事

業評価で先送りとなり、そのころからちょ

うど残り９か所になっておるんですけれ

ども、財政面を考慮しながらという部分

で、車の更新というのが重なってまいり

ました。財政面を考慮しまして、両方や
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れたらやりたいんですけれども、車の更

新がどうしても優先になってきます。平

成２４年度にＮＯX絡みの車両は一定終

了いたしますので、その時点では再度、

今、摂津市内の水利状況等をもう一遍検

討しまして、防火槽の設置に向けては検

討していかなければならないかなと、そ

ういうふうに思っておりますので、よろ

しくお願いします。

○野口博委員長　豊田局次長。

○豊田選挙管理委員会事務局局次長　私

の方から、選挙の関係についてご答弁い

たしたいと思います。

　先ほどのところで、多少説明が不足し

ておりまして、申しわけありませんでし

た。８月に立候補の予定者の説明会をい

たしまして、その後に衆議院が同日選挙

できるような日程にずれ込んできました

ら、その折にはもう５月の折に１回選挙

期日を決めておるんですけれども、もう

一度選挙管理委員会を臨時で開かせてい

ただきまして、同日に移すような日をか

える委員会を開くような形で日程変更い

たしまして、その辺につきましては、実

際の立候補者の方のやっぱり費用とか、

準備の時間等もありますので、その辺に

関しては日程はかんがみながら、できる

かどうか考えさせていただきたいと思っ

ております。

○野口博委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、今後の財政

運営について、私の方からご答弁させて

いただきます。

　先ほど市税状況の部分について、ラン

キングの分のご紹介があったんですが、

ちょっと出し方が違うかもわかりません

が、ちょっと数字を紹介させていただき

ます。平成１９年度の市税の市民一人当

たり、住基人口でございますが、本市の

場合は２３万８，１８７円。府下平均を

とりますと、これ１５万２，３４８円と

いうことで、約１．５６倍の一人当たり

の市税収入になっています。

　それで、それぞれの各税目があるんで

すが、やはり法人市民税、それから土地

の固定資産税ですね、それからたばこ税、

これらが非常に府下平均よりも上回って

いると。ただ、府下平均より下回ってお

りますのは個人市民税、これが府下平均

５万７，５９９円ですが、本市の場合は

５万４，１５３円ということで、府下の

中では個人市民税が平均より劣っている

ということになります。

　ご指摘のように、当然、法人市民税と

かあるいはたばこ税、これは未来永劫あ

るもんではないですし、景気変動によっ

ては、また増減することもあります。そ

ういう部分では非常に不安定な財源構想

にはなっております。

　財政運営をする場合について、いろい

ろな角度から慎重な検討をしなければな

りませんが、私自身が感じておりますの

は、やはり収支の問題と、それから公債

管理であろうかなというふうに思ってお

ります。といいますのは、新財政健全化

法、これにいきますと、今までは実質赤

字比率、これは普通会計のベースでした

が、それにプラス連結実質赤字比率、こ

れ２つとも収支の問題でございます。そ

れから実質公債費比率、これは以前は起

債制限比率で２０％を超えれば一部起債

が制限されるという部分が、公共下水の

起債償還も含めた実質公債費比率、こう

いうふうに数字が変わってきました。こ

れは、やはり公債管理の一環であろうか

というふうに思っております。

　それで、公債管理の分ですが、やはり

我々は非常に苦い経験をしております。

それは、平成１７年度の公債費の償還期

が過去最大のピークでございました。こ
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の平成１７年度のときには繰上償還６億

５，７００万円あったんですが、それも

含めまして６４億２，６００万円の元利

償還を行いました。それから、平成１８

年度は２０億円落ちまして４４億３，８

００万円。それから、平成１９年度には

さらに５億円落ちまして３９億１，００

０万円ということで、年々落ちてきてお

ります。これはもちろん公債費の管理で

元利償還以内の発行額ということで、平

成１１年からだったと思いますが、そう

いうふうにやってきました。ちなみに平

成１０年度の普通会計、それから公共下

水道の現在高９６８億円ございました。

平成１９年は普通会計、公共下水を含め

ますと７４５億円ということで、約２５

％の現在高を落としてきました。それと

いうのも、やはり公債管理、平成１７年

度の繰り返しが今後起こらないようにと

いう思いで、そういうふうに元金償還以

内の発行におさめてまいりました。

　それで、今回の平成２１年度の予算な

んですが、大まかに言いますと市税の方

で１０億５００万円ほど減収になりまし

た。それで、譲与税それから交付金で１

億４，５００万円、締めて約１２億円の

減収になりました。それを基金の方の２

億５，４００万円の増と、それから臨時

財政対策債で３億９，０００万円の増、

それから退職手当債５億円の増というこ

とで、一応穴埋めさせていただきました。

先ほどおっしゃられたように、退職手当

債の分については９億円の限度額がござ

います。それをまるまる発行しますと、

基金の繰入金は約４億円減少というふう

になるんですが、これをやりますと、先

ほど言いましたように、公債費の償還が

またぞろ４億円が今後上回ってくるとい

うことになりますので、それらバランス

を含めて、退職手当債の分については５

億円に抑えさせていただきました。退職

手当債の５億円の分は、本来でしたらこ

れを発行せずにやりたいところがやまや

まです。

　公債費の意義といたしましては、もち

ろん財政支出と財政収入の差を埋める。

それから一般財源の補填をする。それか

ら、他の公共施設の公債費の発行の場合

でしたら、今現在の住民の人に負担して

もらうのとあわせて、将来便益を受ける

であろう市民の人にも負担してもらうと、

こういう理屈理論があるんですけれども、

退職手当債に分については後年度の負担

にはちょっとなじまないということで、

できるだけ退職手当債は未発行としたい

と。ところが、やはりそれをしますと、

基金の方も取り崩しが多くなると。そう

いうことでバランスをとった形で５億円

という形にさせていただきました。

　今後につきまして、やはり先ほど言い

ましたように、そういうふうに一番本市

の場合が自己決定できる分については、

やはり基金でございます。地方財政対策

の方で今回、平成２１年度については地

方交付税の増額とあわせて臨時財政対策

債の８１％でしたか、かなりの増額があ

ります。本市は普通交付税不交付団体で

す。交付税で幾ら原資をふやされまして

も現金は入ってきません。そういう部分

では、臨時財政対策債、将来の借金にな

るんですけれども、それらを発行するこ

とによって、収支のバランスがとれると

いうことになります。だから、そういう

意味では、臨時財政対策債を発行できる

限りは発行させていただいて、それから

退職手当債は基金との調整の中で抑えさ

せていただいた運営ということになりま

す。

　いずれにいたしましても、ご指摘のよ

うに、今後自己決定できる基金をいかに
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温存していくか。もちろんこれをふやし

ていけばいいんですけれども、公債費を

ふやさずに基金を温存していくか。これ

が今後の財政運営のかなめであろうかと

いうふうに思っております。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　それでは、もうこれだ

けにしときますけれども、２点に絞って。

今の衆議院選挙と市議会議員一般選挙の

関係なんですけど。どうも合点がいかな

いのが、５月に選挙管理委員会で市議会

議員一般選挙の期日を定める。想定する

ならば９月１３日。次に、８月の初旬に

候補者説明会を行う。そこで衆議院が９

月１０日までやと８月１０日ぐらいには

解散をし、９月１０日までには選挙を行

わなければならない。そうなってきたと

きに８月３０日から９月６日ということ

になるわけですね。９月６日ね。

　そうなってきたときに、今、説明を受

けたのは説明会がもう既に終わった以降

でも、改めて選挙管理委員会を開催して、

日程の変更が可能だというご答弁だった

というふうに思うんですが。そういった

ことの流動的に投票日の繰り上げを、市

議会議員選挙を繰り上げるとなったとき

には、非常に大きな問題が生じてくると

思うんですね。それぞれの準備も含めて。

本当にそれが可能なのかどうかね。今、

個人としてご答弁なされているんでなく

て、それがもう選挙管理委員会の意思決

定ならば、改めてお聞かせいただきたい

と思うんですが。候補者も４年に一度選

挙を戦う部分の中で、５月にもう意思決

定をされて、８月の説明会で照準を合わ

せている中で、１週間前倒しで選挙にな

りましたいうて、何も準備できてません

よと。こういったことにもなると思いま

すので、改めて十分検討していただけま

すか。今のご答弁がどうかというのは、

これはもう選挙管理委員会の意思決定な

んで。私どもはそういったことについて

はいかがなもんかなというふうに、一方

では思っています。

　もう一つは、今、総務部長が言われて

いる部分の中で、僕もまさに公債費を後

年度に負担をかけてはならない。だから

市債の発行を抑えていく。この理論につ

いては、まさにそのとおりだなというふ

うに思っています。一方では基金をいか

に温存しとくかという、相矛盾するよう

な質問をしながら、もう一度質問したい

と思うんですが。退職債については、こ

れはもともと退職債の発行は認められな

かった部分が、平成１８年度から団塊の

世代の大量退職に基づいて発行が許可さ

れるようになってきたと。それも年度を

切って、要は平成２２年の団塊の世代の

大量退職までの間の単年度、単年度で退

職債の発行が可能やと。

　そうやって市債の発行が可能な部分に

ついては、できるだけそういった部分も

やっぱりしていくべきだなと、一方では

思うんですよ。それもそんなに公共下水

みたいな発行ではないんで、退職債とい

うのはもともとは、それこそ赤字再建団

体に落ち込むかどうかというたときに、

次の手段としては、その退職債とかいろ

んな手法も考えていただいた中で、検討

してきた部分がようやく認められた部分

であって、実際には基金を、その市債発

行、公債費と後年度負担という部分があ

りますよ。でも、いざとなったときに借

金したいなと思ってても、その項によっ

ては借金できない部分もできてくるねん

から、そのときには基金から、自主決定、

自主判断ができる部分は、やっぱり温存

しとくべきやというふうに思っています。

十分理解はしますけど、一方での私の考

え方として、退職債については、もう少
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し発行しとってもよかったんかなという

ふうに思っています。もう一度、ちょっ

と部長。

○野口博委員長　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それと、先ほどの答弁

の中でちょっと漏れておりましたので、

答弁させていただきます。

　平成２１年度の基金の繰入金は約１０

億円弱ぐらいあります。先ほどご質問の

中で、もし１０億円ぐらいがもっと赤字

幅が広がった場合、基金がそれほど戻せ

ないんではないかというご質問があった

と思います。それの答弁をまずさせてい

ただきたいと思います。

　補正予算なんですが、補正予算第４号

の分を見ていただきたいんですが、第４

号の１４ページでございます。１４ペー

ジのところで平成２０年度で法人の分が

税収が落ちるであろうということで、４

億５，０００万円ほど減額をさせていた

だいております。それと、１０ページを

見ていただきたいと思います。そういう

減収の部分で、減収補填債ということで

３億５，０００万円一応計上してありま

す。というのは、減収の分の補填をこう

いうところで財源を補って、それから基

金を温存していきたいというようなこと

で、補正はこういう対応をさせていただ

いています。平成２１年度にあっては、

１０億円弱ぐらいの基金ですが、これが

もっと広がるということになりますと、

３月の時点のときに減収補填債が再度発

行できないかと、そういうようなことを

検討していきたいというふうに思ってい

ます。

　それから退職手当債なんですが、以前

でしたら非常に厳しい審査があって、定

員管理、人の削減がなければ退職手当債

は発行できないというようなこと、非常

に厳しい状況がありました。近年、平成

１８年でしたか、地方債の協議というふ

うになりまして、協議が未成立の場合、

議会の議決があれば市債が発行できると

いうようになっております。そういう部

分では、非常に我々に対して起債の発行

の部分については権限が付与されている

のかなというふうに思います。

　それで、平成１９年度決算、府下の決

算を見てみますと、政令指定都市を除く

府下３１市で、退職金が５６１億円ござ

いました。それで、そのうち１４団体は

１３１億円の退職手当債を発行しており

ます。それから、これは平成２０年度、

まだ最終の結論はまだなんですが、府下

１６市が発行予定をしております退職手

当債が１４４億円の発行予定になってい

ます。そういう部分では、府下の大半の

市は半分の市は、退職手当債を発行しな

がら資金の調達をしているというのが、

現状だというふうに思っています。本市

の分につきましても、平成２０年、２１

年、非常に退職手当額が多額となります

ので、その機会のときに発行していきた

いと。二十数名ぐらいの定年退職のとき

に発行は不可能になってしまいますので、

この機会に発行したいというふうに考え

ております。

○野口博委員長　南野局長。

○南野選挙管理委員会事務局長　これま

での立候補説明会のことにつきまして、

いろいろご答弁させていただきましたけ

れども、まだ今回の答弁につきましては、

選挙管理委員会の開催の中でご相談申し

上げておりませんので、今後におきまし

ては４月の委員会等々まだございますの

で、その中で立候補説明会、あるいは選

挙期日について今後どうするのかという

ことにつきましては、十分委員さんとの

ご協議の中で相談させていただきまして、

立候補される方にご負担をかけないよう
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に、委員会で十分検討してまいりますの

で、よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　以上で三好委員の質問

を終わりました。

　暫時休憩します。

（午後５時１２分　休憩）

（午後５時１３分　再開）

○野口博委員長　再開いたします。

　本日の委員会はこの程度にとどめ、散

会いたします。

（午後５時１４分　散会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　　　　　総務常任委員長　野口　博

　　　　　総務常任委員　　山本善信
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